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序章 本論文の問題意識 

 

１．中東・北アフリカ諸国の経済（「中東経済」）の多様性 

中東・北アフリカ諸国（Middle Eastern and North African countries: MENA）として

分類される国々は、約２０か国あり1、これらの国々の多くは、アラビア語が公用語であっ

たり、イスラム教が国教もしくは主要な宗教であるという共通点がある。一方、人口・国

土をはじめとする国の規模、経済の発展の度合い、経済構造については極めて多様性に富

んでおり、主なデータをまとめると【表０－１】のようになる。 

 

【表０－１】中東・北アフリカ諸国の基本データ（出典：UNSD、BPから作成） 

人口（１２年）
一人当たり
ＧＤＰ（１２年）

原油確認埋蔵量
（１３年末）

原油生産量（１３年） 埋蔵量／生産量
天然ガス確認埋蔵量

（１３年末）
天然ガス生産量（１３年） 埋蔵量／生産量

人 ドル（名目） １億バレル １０００バレル／日 １兆立法メートル １００万原油換算トン

バーレーン 1,317,827 23,039 0.2 14.2 14.0
イラン 76,424,443 7,217 157.0 3558 * 33.8 149.9 *
イラク 32,778,030 4,557 150.0 3141 * 3.6 0.6 *
ヨルダン 7,009,444 4,414
クウェイト 3,250,496 56,367 101.5 3126 89.0 1.8 14.0 *
レバノン 4,647,079 9,143
オマーン 3,314,001 23,570 5.5 942 16.0 0.9 27.8 30.7
カタール 2,050,514 93,831 25.1 1995 34.4 24.7 142.7 *
サウジアラビア 28,287,855 25,136 265.9 11525 63.2 8.2 92.7 79.9
シリア 21,889,682 2,126 2.5 56 * 0.3 4.0 63.9
トルコ 73,997,128 10,653
ＵＡＥ 9,205,651 41,692 97.8 3646 73.5 6.1 50.4 *
イエメン 23,852,409 1,376 3.0 161 51.2 0.5 93.0 46.3
アルジェリア 38,481,705 5,380 12.2 1575 21.2 4.5 70.7 57.3
エジプト 80,721,874 3,155 3.9 714 16.1 1.8 50.5 32.9
リビア 6,154,623 15,566 48.5 988 * 1.5 10.8 *
モロッコ 32,521,143 2952
南スーダン 10,837,527 928 3.5 99 96.9
スーダン 37,195,349 1,383 1.5 122 33.7
チュニジア 10,874,915 4,150 0.4 62 18.7  

 

例えば、人口では、エジプト、イラン、トルコのように数千万人を有する国もあれば、

アラビア湾岸のバーレーン・カタールのように２百万人未満の国もある2。また、一人当た

りＧＤＰについて、約９万ドルと先進国並みに高いカタールから、イエメンのように１０

００ドルを少し上回る程度の国もある。そして、これらの国々には、原油・天然ガスを産

出する国も多いが、資源の埋蔵量、資源の生産量、そこから得られる収入についても、多

種多様であり、サウジアラビア、クウェート、ＵＡＥのように今後数十年間の石油生産が

可能とされる国から、近い将来に資源が枯渇することが予想される国、もともと資源が存

在しない国もある。また、原油の生産が中心の国（サウジアラビア等）もあれば、天然ガ

スの生産が中心の国（カタール等）もある。 

 

２．「中東経済」の特徴 

このように国の規模、経済の発展度合い、原油・天然ガスといった天然資源への依存度

等で多様性に富む中東・北アフリカ諸国ではあるが、これら諸国の経済（「中東経済」）に

                                                   
1 中東・北アフリカの定義はさまざまであり、アフガニスタン、モーリタニア、ジブチ、パレスチナ、

イスラエルを含めるケースや、逆にスーダンを除くケースもある。 
2 これら人口には出稼ぎ労働者は含まれておらず、それを含めると人口が多くなる国もある。 
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は、大きく二つの特徴があると考える。 

第一は、「外的な要因に左右される不安定な対外収入」に大きく依存していることである。

その中で最も一般的なものは、原油・天然ガスといった天然資源からの収入であるが、天

然資源からの収入と密接な関連がある産油国から非産油国への出稼ぎ労働者の送金、外国

からの援助、観光収入が中心となっている国もある。 

第二は、経済における国家の役割が大きいことである。産油国の場合、例えば石油輸出

国機構（OPEC）諸国の全てがそうであるように3、石油資源の所有権、利用権は国家に属

しており、政府が石油の開発とその売却収入の利用について決定している

(Amuzegar(1998:14))。そして、石油ブームと不況の時期が発生するため、経済面での「調

整」が必要となり、その「調整」が市場メカニズムを通じて自動的には行われないことか

ら、国家がその調整の役割を果たしている（Amuzegar(1998:20)）。 

非産油国である中東の国についても、その開発体制を特徴付ける経済イデオロギーとし

て、例えば「エタティズム」という概念が存在する。これは、トルコのアタチュルクが唱

えた国家主義から借用したものであり、トルコはいうまでもなく、エジプトについて用い

られることも多い4。 

 このように、「中東経済」では、政府の財政規模が比較的大きかったり、政府による雇用・

消費・投資が経済において主要な割合を占めたり、国民に対する直接・間接の補助金、産

業政策・インフラ整備等において政府が主要な役割を担っているケースが多い。その反面、

民間部門の役割は伝統的に小さい。 

 

３．天然資源等からの収入に関する議論 

 資源に乏しい経済が資源に富む経済よりも、高い経済成長を達成するということは驚く

べき現象ともいえるが、歴史上、１７世紀にオランダがスペインを凌駕した例、１９世紀

から２０世紀にスイスや日本がロシアよりも成長した例、最近では、韓国、台湾、香港、

シンガポールの成長が、メキシコ、ナイジェリアやベネズエラを上回った例がある（Sachs 

and Warner（1997））。 

このような現象を説明する理論の中で、もっとも一般的なものが「オランダ病」の理論

であり、1980年代初めに Corden and Neary (1982)において提起された5。 

                                                   
3 OPEC加盟国と中東産油国は完全には一致せず、表１の中で石油生産を行っている国々のうち、バーレ

ーン、オマーン、シリア、イエメン、エジプト、スーダン、南スーダン、チュニジアは加盟国ではない。

ただ、これら諸国でも石油生産は主に国営企業が行っている。 
4 「エタティズム」は英語では Statismと訳されることが多いが、「エタティズム」の意味するところは

論者によって異なっている。これが単なる経済への国家介入主義（Richards and Waterbury（2008））も

しくは民営化の反対概念（Ayubi （1997））ということであれば、サウジアラビア、イランを含む多くの

中東諸国に対しても当てはまるが必ずしも中東に特有のものとはいえない。政府の開発主義及び福祉主

義という考え方もあるが（Wahba（1994））、これも中東のみならず多くの途上国に当てはまる状況であ

る。また、国家介入主義の中東的な形態という定義もある（長沢（1998））。ただ、いずれにしても、中

東諸国の経済における国家の役割の大きさを示すという点では共通である。 
5 「オランダ病」という言葉がはじめて使用されたのは、The Economist誌の 1977年 11月 26日号であ

るという（Corden(1984)）。また、1976年の段階で、オーストラリアの経済につき、鉱物資源輸出の急
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「オランダ病」とは、資源輸出の急激な増大が国際収支の黒字増大を通じて実質為替レ

ートの切り上げ（増価）をもたらし、資源以外の貿易財の国際競争力を低下させ、その部

門の縮小と失業を招く現象を指す。これがきわめて深刻な形で途上国に現れた例がナイジ

ェリアであり、石油ブーム崩壊後の 1982 年以降荒廃した農村と失業者の群れが残された

一方、この病を逃れた例として特記されるべきはインドネシアであり、「緑の革命」により

農業基盤の強化に成功し、比較優位性の高い労働集約的製造工業を輸出部門として育成す

ることに成功したという（速水（1995））。 

 この「オランダ病」の概念は、Corden and Neary（1982）で想定されていた資源輸出

国以外でも発生しうると考えられるようになり、たとえば、援助が増加した場合や労働者

送金が増加した場合にも、実質為替レートの増価といったオランダ病の兆候が見られると

の研究成果が示されるようになった6。 

一方、1970年代から 1980年代にかけて、中東の政治・経済を分析する概念として、「レ

ンティア経済（国家）」という概念も提起された（代表例は、Mahdavy (1970)と

Beblawi(1987)）。Mahdavy (1970)は、「レンティア国家」を相当額の「対外的レント

（external rent、外国の個人・政府から当該国の個人・政府に支払われる賃貸料）」を定

期的に受け取る国家であると定義し、対外的レントの例として、石油収入やスエズ運河通

行料、石油パイプライン通行料を挙げた。その上で、「レンティア国家」では、通貨が過大

評価され、輸入が有利になり、さらに輸入代替が困難となるという（Mahdavy (1970)）。

Mahdavy (1970)による帰結は、オランダ病の概念から導かれるものとほぼ同様であるが、

後述するように、経済における国家の支配的な役割を考慮しており、また対外的レントと

して資源収入以外も視野に入れている点がオリジナルの「オランダ病」概念との相違点で

ある。 

 1990年代になると、「資源の呪い（resource curse）」という概念が用いられることも多

くなった。この概念は、資源が存在することで逆に経済成長が妨げられるということを意

味し、「オランダ病」と共通する部分も多い。 

 

４．国家の経済における役割についての議論 

「中東経済」の一般的な概説書である Richards and Waterbury(2008)は、「中東経済」の

開発の問題も、その他の開発途上国と同様の枠組みで考えることが可能であり、政府の構

造とその開発政策は一つの重要な分析要素であるとしている（Richards and 

Waterbury(2008:8)）。そして、国家が採用する開発政策としては、農産物の輸出主導成長

や、資源輸出主導の成長、輸入代替工業化、工業製品の輸出主導成長や、農業開発を通じ

                                                                                                                                                     
激な増加が、伝統的な輸出部門や製造業にマイナスの影響を与えたという分析もある（Gregory (1976)）。

さらに、後述の「レンティア経済」という概念も 1970年の段階で、イランにつき、同様の帰結を導いて

いる（Mahdaby (1970)）。 
6 例えば、援助については白井(2005)や Nyoni (1998)、労働者送金については Amuedo-Dorantes et al 

(2004)や Lartey et al. (2008)が、観光については、Copeland (1991)や Chao et al (2006)がある。 
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た工業化などがあり、中東においても、時期や国によって採用された政策は異なるものの、

これらの政策が採用されてきたという（Richards and Waterbury(2008:21-30)）。 

歴史的にみると、1960年代に輸入代替工業化論に基づき、ラテンアメリカ諸国をはじめ

多くの開発途上国が工業化を行ったが失敗に終わり、1970年代になると、韓国、台湾、シ

ンガポールなどの開発途上国が輸出志向工業化によって輸出を伸ばし、目覚ましい成長を

遂げた（大坪（2008:147））。中東諸国についていえば、その多くは社会主義の影響を受け、

輸入代替工業化政策を採用した結果、輸出産業は成長せず、目覚ましい成果は上げられな

かった（Richards and Waterbury（2008））。 

このような開発途上国一般に当てはまる分析に加え、「中東経済」については、前述の「レ

ンティア経済（国家）」という独特の概念も存在する。この概念は、経済成長という面では、

前述のように「オランダ病」概念とほぼ同様の帰結を示すものであるが、経済的な特徴の

みならず、政治的な特徴をも同時に含意したものである。すなわち、「レンティア国家」と

は、石油収入という「地代」に依存し、その「分配」をもとに成り立つ国家であり、政府

が経済の中で重要かつ支配的な要素となるという。そして、政府は課税に頼ることなく、

かつ国際収支やインフレの問題に陥ることなく、公共支出プログラムを実施できるという

（Mahdavy (1970)）。この概念は、当初 1960 年代末までのイランを念頭に議論が進めら

れたものであるが、レンティア国家の典型は中東産油国であり、主要な分析の対象も中東

であるという（細井（2005））。また、政府（国家）の役割についての別の議論として、カ

ールシェナース（2000）は、イラン等の開発途上石油輸出国の経験から示される事実は、

現実は必ずしも「オランダ病」の理論通りになるわけではなく、石油輸出収入の急速な伸

びは、貿易財部門への高投資や貿易財部門での活発な動きと結びつく一方で、石油収入の

落ち込みの時期には工業・農業の低成長と低投資に帰結するとしており、石油輸出国では

石油輸出収入のほとんどが政府によって管理されていることを考えると、政府による投資

が経済成長を左右するという、国家の役割にも焦点をあてた見解といえる7。 

 以上のように、経済開発における国家の役割は、開発途上国一般に共通の議論と中東に

特徴的な議論があるが、本論文では、政府の役割を定量的にとらえることを通じ、中東経

済における国家の役割をその他の地域とも比較しつつ検討していきたい。 

 

５．ケーススタディーでエジプトとサウジアラビアを取り上げる理由 

中東諸国の多くは、石油ブーム期には高い成長率を記録した。しかし、石油ブーム後の

1980年代から 1990 年代には経済不振を経験し、同時期のアジア諸国の経済が 1997 年の

アジア金融危機にまで奇跡的な経済成長を遂げたことと対照的であった。一方、2000年代

に入ると中東諸国の経済は原油価格の上昇を背景に再び経済は好調な状態である。 

このような流れを前提に、本論文では、高い成長率が達成されたブーム期に「オランダ

                                                   
7 「レンティア国家」の概念は、最近では、例えばガボンについて用いられているケースもある

（Yates(1996)）。 
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病」（もしくは「レンティア経済」、「資源の呪い」）の兆候が見られたかどうか、また、そ

の時期における国家が経済において果たした役割は適切なものであったかを検討していく。

その中で、エジプトとサウジアラビアを取り上げてケーススタディーも行うが、この二カ

国を取り上げる理由は以下のとおりである。 

両国の経済はいずれも外的な要因に左右される経済であるが、サウジアラビアは石油に

大きく依存している経済、エジプトは石油に加えて、出稼ぎ労働者送金、観光や援助等、

それ以外の対外的な要因にも大きく依存している経済であり、このような中東の国々はヨ

ルダン等、他にも存在する。従って、両国を取り上げて検討することで、産油国のみでな

く、出稼ぎ労働や観光等の不安定な収入に依存している非産油国を含む「中東経済」を包

括的にカバーすることができると考える8。なお、国家の役割の大きさについては、程度の

差こそあれ、中東諸国の共通の特徴であると考えられ、エジプト、サウジアラビア両国に

当てはまるとの前提に立って議論を進めたい。 

他方、両国の経済には異なる点も見受けられる。第一に、エジプトは文明の発祥地の一

つであったことに象徴されるように、長期にわたって農業などが盛んであり、近代に入っ

てからも一定程度の工業化を経験するなど、最初の石油ブーム期前の 1960 年代の段階で

一定程度の産業基盤とインフラを有する国であった。一方、サウジアラビアは、その他の

湾岸産油国と同様に、最初の石油ブーム期前にはオアシス農業と交易を中心とした国家で

あり、近代的なインフラや産業基盤はほとんど存在しない国であった。 

第二に、エジプトはナイル川の流域を中心に非常に大きな人口を有する国であるが、サ

ウジアラビアは国土に比して人口が少ない国である。したがって、エジプトは労働力が過

剰な国であり、一方、その他の湾岸産油国と同様に、サウジアラビアは労働力が不足して

いる国となっている。 

これらの相違点は冒頭で述べた「中東経済」の多様性に通じる点であるが、これらを念

頭に置きつつも、本論文では、これら諸国の検討を通じて、「中東経済」の共通の要素を抽

出することを試みる。その上で、中東経済が他の地域と比べて特殊であるという議論も見

られる中（「レンティア経済」、「エタティズム」といった考え方等）、ケーススタディーか

ら導き出される「中東経済」の共通の要素が、その他の地域で同様の条件を満たす経済に

も当てはまるのか否か、いいかえれば、「中東経済」はその他の地域の経済と比べて特殊な

経済なのかどうかという点についても一定の見解を示したいと考える。 

 

６．先行研究の状況、本研究の意義・独自性 

先行研究と比較した、本論文の意義は以下の通りである。 

資源と経済発展の関係について、Sachs and Warner (1997,1999)は、約 80～90カ国の

データを用いて、1970年時点の天然資源の輸出の対 GDP比と、1965年から 1990年（も

                                                   
8 さらに、中東全体で見ると、非産油国の観光や出稼ぎ労働といったブームは、産油国の石油ブームの影

響を強く受けているという特徴も見られる。 



6 

 

しくは 1970年から 1990年）の期間の一人あたり GDPの成長には負の関係が存在するこ

とを示した（Sachs and Warner (1997,1999)。ただ、中東経済を分析する観点からは、Sachs 

and Warner の分析は不十分であると考える。第一の理由は、中東の多くの国は、石油・

天然ガスといった天然資源の輸出に依存するが、データの不足を理由にバハレーン、イラ

ク、リビア、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、ＵＡＥが分析の対象か

ら除かれていることである9。第二の理由は、「天然資源」に農産物等が含まれており、必

ずしも原油・天然ガスに焦点を当てた分析にはなっていないことである（Sachs and 

Warner(1997)）10。 

したがって、本論文では、「中東経済」の特徴をより際だたせるため、天然資源の中に農

産物等を含めず原油・天然ガスに焦点を当てて、中東諸国の経済をその他の原油・天然ガ

ス産出国と同様に分析し、一般化することが可能かを検討する。すなわち、本論文では、

オランダ病という概念を軸に、中東を含む資源に依存する国々の経済に原油収入がどのよ

うな影響を与えたのかを検討し、その後「中東経済」に特化した形で、原油収入等がどの

ような影響を生じさせているのかについて検討していく。 

国家の役割についても、「レンティア経済」に代表されるように、中東を独自に取り扱う

議論があるが（上述の Mehdavi(1970))、本論文では「中東経済」をその他の地域の経済

と同様に分析することが可能かという視点をもちながら、検討していく。 

また、中東経済そのものに関する先行研究としては、特にエジプト、サウジアラビア、

イランを中心に国毎の研究は多いが、共通の理論的枠組みを用いて「中東経済」を全体と

して分析した研究はほとんどない。中東経済を全体として分析した数少ない研究について

も、政治経済学的な視点から概説するもの（例えば Richards and Waterbury(2008)）や

経済開発計画等の経済政策を国毎に比較したもの（例えば、伊藤他(2003)）がほとんどで

ある。また、中東における天然資源を有する経済に関する先行研究としては、OPEC諸国

や、湾岸諸国における経済開発政策に関する研究は存在する（Amuzegar(1998)や細井

（2005））が、油価及び石油収入の変化と経済政策の展開を述べることが中心であり、理

論的枠組みを用いて石油収入がその国の産業構造や経済政策に与える影響を深く分析した

研究は存在しない。 

また、理論的枠組みについては、例えば、開発経済学の中でオランダ病等の資源の存在

が途上国経済に与える影響に関する理論的枠組みについて記述する文献（高木（1992）、

速水（1995））、これら理論的枠組みを特定の国に対して適用する研究は存在するが、この

ような理論的枠組みを歴史的観点、個別的事情を考慮しつつ中東諸国全体に適用する研究

もない。 

                                                   
9 ただ、これらの国についても、各国別の成長率のデータを提示し、オマーン以外の国については、1970

年代～1980年代の期間に一人あたり GDPは成長しなかったと結論づけている（Sachs and Warner 

(1997)）。 
10 ただ、Sachs and Warner (1999)は、「天然資源」を金属・採掘物（Mineral）と考えたとしても、一

人あたり GDPの成長にマイナスの効果をもたらすことに変わりはないとしている。 
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７．本論文の構成 

本論文の構成としては、まず、第一部で「オランダ病」と「資源の呪い」の概念につい

て検討し、中東に限らず世界全体で資源輸出に依存する国々について一般的に検討し、「オ

ランダ病」の存否、それをもたらす要因について回帰分析により検討する。 

その上で、第二部では、中東経済に焦点を絞り、「オランダ病」「資源の呪い」の概念に

加え、「レンティア経済（国家）」の概念も検討し、エジプト、サウジアラビアについての

ケーススタディーを通じて中東経済のその他経済との異同について検討を行う。 
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第一章 理論面の考察：「オランダ病」「資源の呪い」の概念 

 

第１節 「オランダ病」の概念－「オランダ病」の基本的なモデル 

「オランダ病」の概念は、ある産業にブームが発生して輸出が増加した場合に農業、製

造業等の貿易財産業が衰退するという現象を説明するモデルであり、Corden and Neary 

(1982)によって理論的枠組みが提示された。天然資源を豊富に有する途上国は、その輸出

により獲得できる外貨を通じ、国内貯蓄や財政収入といった制約が緩和されることを通じ

て発展することが可能であるという楽観的な考え方もあるが、「オランダ病」の概念は 1950

年代から 1960 年代のオランダで天然ガス田が発見された結果、実質為替レートの増価を

通じて製造業の生産と輸出が停滞したというオランダの経験を踏まえ、資源収入がかえっ

て経済成長の妨げになるという考え方である。 

モデルの前提・仮定は次のとおりである。まず、二つの貿易財と一つの非貿易財を生産

している開放経済を想定する。第一の貿易財は、輸出ブーム産業（以下「B産業」）で生産

される財であり、典型的には石油産業である。第二の貿易財はその他の貿易財産業（以下

「T産業」）で生産される財であり、典型的には農業、製造業である。非貿易財は非貿易財

産業（以下「NT 産業」）で生産される財であり、典型的にはサービス業や建設業である。

B 産業及び T 産業の財の価格は国際価格で一定であり、NT 産業の財の価格は国内で決定

される。為替レートは、貿易財と非貿易財の価格比である実質為替レートである1。そして、

完全雇用を仮定し、労働のみが三つの部門間で自由に移動し、最も基本的なモデルでは、

資本はそれぞれの部門に特有なもので移動はないものと仮定されるが、拡張されたモデル

では資本も移動する（Corden and Neary (1982)参照））。 

ブームが発生した際に生じる効果は二つあり、「要素移動効果」と「所得効果」である。

「要素移動効果」は、B 産業のブームが他の部門の労働（生産要素）を引き付ける効果で

あり、B 産業の輸出増加に伴って生産が増加すると、NT 産業・T 産業の生産要素が B 産

業へ移動し、NT産業および T産業の生産量が減少する。「所得効果」は、B産業のブーム

で得られる高い収入が T 産業及び NT 産業への追加的支出につながる効果である。NT 産

業の価格は国内で決定されるため、NT 産業への需要は「所得効果」により増加し、価格

も上昇、さらに生産量も増加する。他方、T 産業の価格は国際価格で一定であるため、T

産業への需要は「所得効果」によって増加するが、価格は一定のまま、超過需要分は輸入

される。その結果、T 産業の生産要素は更に NT 産業へ移動し、T 産業の生産量は減少す

る。二つの効果を合わせた全体の効果としては、NT 産業の生産量については確定的なこ

とはいえないが、T産業の生産量はいずれにしても減少する。 

                                                   
1 通貨同士の交換比率として外国為替市場で決定される為替レートが名目為替レートであり、これを両

国の物価水準で調整したものが実質為替レートである（岡田・浜田(2009)）。貿易財と非貿易財の価格比

が実質為替レートに一致する理由については岡田・浜田(2009)を参照。 
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第２節 「資源の呪い」の概念 

以上のようにオランダ病とは、資源等のブームが発生した場合に、ブーム産業がその他

の部門の生産要素を引きつけることに加え、資源等から得られる収入が増加する結果、サ

ービス産業等の非貿易財産業への需要増加に伴う価格上昇により実質為替レートが増価し、

価格が国際価格で一定である製造業・農業といった貿易財産業が国際競争力を失い、その

生産・輸出が停滞するという現象である。 

 

１．「資源の呪い」の概念の登場 

このような「オランダ病」の概念は現在でも有効と考えられ、第５節で述べるとおり最

近でも「オランダ病」の概念に言及した研究は多数存在する。一方、その後に用いられる

ようになった概念として「資源の呪い（Resource Curse）」がある。これは、本来であれ

ば資源が存在することは経済成長に有利と考えられるにもかかわらず、逆に資源が存在す

ることで経済成長が妨げられる現象を意味し、「Curse」という言葉を用いて議論を行った

初期の研究は、Gelb (1988)や Auty(1990)であるとされる（Sachs and Warner (1997)）。

ただ、この概念を国横断的な実証研究を通じて有名にしたのは、Sachs and Warner 

(1997,1999)であり、約 80～90 カ国のデータを用いて、1970 年時点の天然資源の輸出の

対 GDP比と、1965年から 1990年（もしくは 1970年から 1990年）の期間の一人あたり

GDPの成長には負の関係が存在することを示した。 

Sachs and Warner (2001)は「資源の呪い」を説明する理論は、クラウディング・アウ

ト・ロジックであるとしている。これは、「天然資源は、Xという活動をクラウド・アウト

する、X という活動は成長を牽引する、したがって、天然資源は成長を阻害する」という

ものであり、Sachs and Warner (1997,1999)等は、この Xを「貿易財を生産する製造業の

活動」であるとする。その他の例として、Xを「教育」とするものもある。 

 

２．「オランダ病」と「資源の呪い」の概念 

「オランダ病」と「資源の呪い」の概念の関係について、Auty (1994)は、「資源の呪い」

の概念の内容として、資源の賦存が豊かになると、第一に、より緩いマクロ経済政策が許

される、第二に産業の成熟の早期達成への圧力が小さくなる、第三に、より長期に亘るレ

ント・シーキンググループの存在が許容され、定着する、第四に、経済成長が遅くなり、

より不安定になるとしており、特に第四の点は「オランダ病」に通じる点である。 

また、Pegg (2010)によれば、「オランダ病」の概念の範囲は、「資源の呪い」の概念の範

囲よりも狭く、後者の概念は、資源が豊富な国は教育に投資しない、内戦の危険が高まる、

民主的な政体を確立することが困難になる、汚職が発生しやすい、そして、オランダ病に

より経済成長が遅く、もしくは、マイナスとなるという５点にまとめられるという。 

 このように、「資源の呪い」の概念は、オランダ病の概念を、政治的な要素も含めてより

拡張したものと考えられる。 
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３．「資源の呪い」の概念に対する批判 

このような「資源の呪い」の概念には、批判もある。例えば Lederman and Malony (2007)

では、資源指標の取り方によって実証結果は異なり、必ずしも資源の呪いは検証されない

との結論が得られている。具体的には、労働者１人当たり資源輸出を変数とした場合には、

経済成長と正の関係が観察され、サックスとワーナーの対 GDP 資源輸出比率を使った場

合でも注意深いデータ処理を行うと資源の呪いは検証されないという結果を得ているとい

う。 

 

４．最近の展開 

このような「資源の呪い」に対する批判や第５節で述べるように資源が存在するにもか

かわらず「オランダ病」が発生していない国・ケースも存在しているものの、最近でも資

源ブームに対応するための政策提言はなされており、これらは「オランダ病／資源の呪い」

の存在を前提としていると考えられる。例えば OECD (2010)では、以下のような提言がな

されている。 

●非原料部門から生産資源を遠ざけ、実質為替レートが増価することにより、「原料による

窮地（”raw-material corner”）」に陥ることを避けるべき。インフレと実質実効為替レー

トの抑制が必要。 

●具体的には、①需要・雇用・技術進歩の点で波及効果を持つセクターを育成、②管理通

貨フロート、③短期債務の減少もしくはより大きな外貨準備（含：政府系ファンドの設立）、

④景気変動抑制的な（countercyclical）財政政策といった措置が求められる。 

以上のことから、「オランダ病／資源の呪い」の概念は、現時点でも一定の有効性を有し

ていると考えられる。 

 

第３節 「オランダ病／資源の呪い」の途上国への適用に関する過去のケーススタディー 

本節では、「オランダ病／資源の呪い」に関する各国毎の実証研究に関する先行研究を本

節で整理・検討しておきたい2。その前に、オランダ病の概念を途上国に適用する場合の問

題点について検討したい。 

 

１．オランダ病概念を途上国に適用する場合の問題点 

オランダ病モデルは当初、オランダ、英国等の先進国に適用された。このモデルを途上

国に適用する場合にはいくつかの問題点があると考えられ、例えば、Roemer (1985)や

Struthers(1990)により、以下のような点が指摘されている。 

第一は、初期段階の一般均衡と完全雇用の仮定の妥当性および石油産業の性質である。

                                                   
2 以下では、「オランダ病／資源の呪い」という概念をより昔から利用されている「オランダ病」という

概念で表記することとする。 
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すなわち、途上国には多くの失業が存在し、労働という生産要素が産業間で移動するとは

限らないのではないかという批判がある。また、そもそも、石油産業の性質として、同産

業は高度に資本集約的であり、他の産業との関連性が薄い「飛び地産業」であり、「要素移

動効果」は発生しないのではないかという問題提起もある。さらに、国境を越えた労働力

移動が存在しないという仮定があるが、これは多くの出稼ぎ労働者を受け入れている産油

国には当てはまらない（Struthers (1990)）。 

この点については、確かに「要素移動効果」は、生産要素たる労働の移動がなければ発

生しないため、完全雇用が成り立っていない途上国、また「飛び地産業」である石油産業

との関係では発現しにくいとも考えられる。しかし、「所得効果」による、NT産業の国内

需要増大、価格上昇、生産増加、T 産業の超過需要分の輸入というプロセスは発生する3。

従って、途上国の場合には、少なくとも「所得効果」を中心に検討することにすればオラ

ンダ病モデルの適用を検討できると考えられる。具体的には、雇用市場で労働力需要が増

加することから非貿易財の価格が上昇するというよりは、増加する石油収入に伴う政府の

支出増がもたらすアブソープションの増加に着目して検討していく。 

第二は、貿易財の価格が国際価格で一定、超過需要分はすべて輸入という仮定に対し、

途上国の中には輸入代替工業化政策を採用し、貿易財の輸入を制限している国があるので、

超過需要分は国内の生産で満たされる可能性があるとの批判がある。これと同趣旨の批判

として、貿易財と非貿易財の区別が困難であるというものがある。これは、輸入が禁止さ

れている、もしくは困難な貿易財の価格は、国際価格で一定ではなく、国内で決定される

ので、非貿易財との区別が困難となるということである。また、主要輸出産業が農業であ

る場合、影響を受ける産業は製造業ではなく、農業であり、非工業化とは関係がないとい

う批判もある。これらの点について完全に否定することはできないが、T 産業の生産する

貿易財の輸入が完全に禁止されていない限り、NT 産業の国内需要増大、価格上昇、生産

増加の効果のほうが相対的に大きくなり、オランダ病に伴う何らかの「所得効果」は発生

するものと考えられる。また、貿易財・非貿易財の区別については、貿易財を製造業に限

定せず柔軟に考え、また、貿易財の中でもブームによってメリットをうける産業があると

いう点にも留意しつつ検討していく4。 

以上のことから、上記二点を理由に、オランダ病概念の途上国への適用を否定する必要

はないと考える。そして、以下に見るように、途上国におけるオランダ病の実証研究に関

する先行研究でも、T 産業（農業、製造業）の GDP に対するシェアが低下すること、実

質為替レートが増価し、輸出は減少、輸入は増加すること、製造業及び農業といった T産

業の成長率の低下、建設業・サービス業といった NT産業における激しい価格水準・賃金

の上昇等が示されている。 

 

                                                   
3 また、生産要素たる資本が移動すると考えた場合には、資本は途上国では不足がちであるため、三つ

の部門間で移動し、T産業に用いられる資本は減少すると考えられる。 
4 この点、「潜在的なブームセクター」という概念を導入する論者もある。 
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２．オランダ病の理論一般、クロスカントリー分析 

Davis (1995)は、1970 年時点で鉱物資源の輸出およびＧＤＰに占める比率が高い国 22

か国を抽出し5、非資源国との間で、1970 年と 1990 年の一人当たりＧＤＰや平均寿命、

識字率、初等教育就学率、人間開発指数等の平均値を比較した上で、これら 22 カ国の方

がそれらの数値が高いことを示し、「オランダ病」もしくは「資源の呪い」というものは存

在しないとしている。 

Auty (1994)は、新興工業国の６カ国を３組に分け、資源が少なく国内市場も小さい韓国

と台湾は、1950年代の自立を目指す産業政策を早期に断念し、国際的な競争力強化を目指

す産業政策を採用することができたが、中国・インドという国内市場が大きい国、そして、

メキシコ・ブラジルという資源が多く国内市場も大きい国はそれらの転換が遅れ、特に後

者については、1970年代を通じて改革を先延ばしし、工業化が遅くなったとしている。そ

して、「資源の呪い」の概念は、例外もあるが、相対的に強く当てはまると結論付けた。 

また、上述のとおり、Sachs and Warner (1997,1999)は、約 80～90カ国のデータを用

いて、1970年時点の天然資源の輸出の対 GDP比と、1965年から 1990年（もしくは 1970

年から 1990年）の期間の一人あたり GDPの成長には負の関係が存在することを示した。 

Harberger (1983)は、各種のシミュレーションを通じて、石油収入の増加に伴う支出の

増加を時間をかけて徐々に行えば、国内で生産される財（主に非貿易財）の価格上昇の度

合いを穏健なものにすることができるとの結果を示した。 

Van Wijubergen (1984)は、学習効果（learning by doing）に誘発される技術進歩を織

り込んだモデルに基づき、石油収入を将来に向けて貯蓄するのでなければ、学習効果によ

って生産性が増加する潜在性がある貿易財部門に対して補助金を支出することが最適な政

策であるとした。 

 

３．産油国に関する先行研究からの示唆 

（産油国一般） 

Roemer (1985)は、クウェート、サウジアラビア、ナイジェリア、インドネシア、メキ

シコ、ベネズエラについて、メキシコを例外として 1970年から 1981年の間に実質為替レ

ートは増価した、農業の成長率は低く、製造業はクウェート、ナイジェリア、インドネシ

ア、メキシコで成長したものの、それは手厚い保護によるものであったとする。その上で、

政策的な対応が重要であり、もっとも有効な政策はブーム部門からの増加する収入を不胎

化することであるが、それは国民からの圧力により困難であり、逆に将来の収入を当てに

して借り入れを行うケースも存在するという。 

                                                   
5 オマーン、ＵＡＥ，リビア、カタール、サウジアラビア、イラク、ブルネイ、ザンビア、アルジェリ

ア、ベネズエラ、モーリタニア、イラン、ボリビア、ザイール、チリ、ナミビア、ガボン、トリニダー

ド・トバゴ、ナイジェリア、ジャマイカ、ペルー、チュニジア、インドネシア 
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（サウジアラビア） 

Looney (1988a)によれば、サウジアラビアの為替レートは石油ブーム期の 1970 年から

1981年の間に増価し（「オランダ病」の発生）、資本財・中間財・労働力の輸入コストを低

下させる効果はあったものの、国際競争力の低下により、農業については短期・長期両方

で、製造業については短期において生産が減少した。ただ、石油収入の増加に伴って増加

した政府の支出と信用供与が貿易財部門の生産活動を刺激する点で主要な役割を果たした。

非貿易財部門については、建設部門を除けば、政府支出の増加が生産を刺激する効果は小

さく、信用供与については、卸売・小売部門を除けば効果は小さかった。しかし、非貿易

財部門は、「オランダ病」による為替レートの増価、国内価格の上昇と輸入コストの低下を

通じて、卸売・小売部門を除けば、短期において相当程度のメリットを享受した。  

Looney (1988b)は、サウジアラビアの農業について、1970年代と 1980年代に政府はそ

れまで以上の関心をもって農民への政府支出や信用供与を増加させ、その結果、生産量は

大きく増加した。しかし、他の部門と異なり、有効需要の拡大や商業銀行からの通常の融

資に生産が反応しないため、石油収入が減少する局面ではこのような農業部門の拡大は継

続できないと結論付けた。 

Looney (1992)は、1988年までのデータを検討した結果、サウジアラビアでは、インフ

ラ開発への支出が多いにもかかわらず、経済パフォーマンスは悪く、産業の多角化も進ん

でいないとしている。その上で、サウジアラビアの民間部門は、インフラ整備による長期

的な利益よりも短期的な利益に反応するとし、政府消費の増加期待、インフレーション、

政府による補助が加味された信用供与が民間投資に肯定的な影響を与えるとした。しかし、

これらの効果は、政府投資によるクラウディングアウト効果、オランダ病の影響、資本逃

避の影響によって一定程度減殺されるとした。すなわち、国内向け民間投資を増加させる

ためには、補助金の着実な投入と直接的なインセンティブが必要であるとし、その条件が

満たされなければ、民間投資は外国に向かうとした。そして、1970年代に政府投資が活発

であったのに対し、1980年代にインフラへの政府投資を着実に減少させたことは、賢明な

政策選択であったと結論付けた。 

政府支出については、Ghali (1997)が、1960 年から 1996 年のデータを用いて、1990

年代に、サウジアラビアは湾岸諸国で最も大きい財政赤字を計上していたが、政府支出（政

府による投資及び消費）の変化は一人あたり実質生産の成長に変化をもたらさないという

結果を示した。 

以上の先行研究の内容をまとめると、サウジアラビアでは、1970年代から 1980年代に

かけてオランダ病による貿易財部門の生産減少が観察され、それに対して政府は積極的な

財政支出を行ったが、その支出については肯定的な評価と否定的な評価の両者が存在する

ということになる。 

福田(2003)は、2000年の時点でサウジアラビアにおける非石油分野の製造業が GDPに

占める割合は、わずか 2%～2.5%程度ときわめて低く、同時期のタイの 36.3%、トルコの
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25.3%、エジプトの 19.5%（鉱業も含む）と比べて一桁低いとしている（福田（2003））。

その理由の一つとして石油経済を挙げ、外国製品の流入に対する政府の規制が少なかった

ので、当初は先進工業国、後には韓国、東南アジア、中国など主にアジア諸国から大量の

外国製品が流入する経済構造が作られた、また、政府機関の給与が高かったため、民間の

給与水準も高くなったなどとしている（福田（2003））。 

また、福田（2011）は、サウジ基礎産業会社（SABIC）を例にして、石油化学産業は、

輸出を志向した産業で 1980 年代以降非常に発展したが、その他の製造業とのかかわりは

弱いとしている（福田（2011））。一方、非石油分野の製造業は輸入代替型であったが、あ

まり発展しておらず、中小規模の企業が多い、その中で、1979年に設立され、例外的に大

企業に発展した Savola 社は、石油ブームの需要増の流れに乗ることができたが、原料は

輸入に依存しており、発展の要因は輸入品との品質の差がほとんど生じない食用油や砂糖

の分野で事業を展開したことである、Savola 社は、サウジアラビアの人件費が高いため、

早い段階で中東など国外へ展開したとしている（福田（2011））。 

これら一連の福田の分析は、サウジアラビアでは人件費の上昇により、製造業を中心と

する貿易財産業は輸入との厳しい競争により発展が難しかったというものであり、オラン

ダ病概念の帰結と共通するものであるといえる。 

 

（エジプト） 

エジプトは石油・天然ガス等の資源輸出国ではあるが、サウジアラビア等の湾岸産油国

と比較した場合、資源輸出が経済に与える影響は相対的に小さい。しかし、石油収入や労

働者送金、スエズ運河収入といった対外的な要因によって左右される収入は非常に大きく、

これらが経済に与える影響という観点からオランダ病概念の適用を検討することは可能と

考えられる6。 

エジプトに対するオランダ病の適用の例として、Hansen (1991:527-528)が貿易財と非

貿易財・サービスの価格比（実質為替レート）を 1975 年、1980-81 年、1983-84 年につ

いて計算し、その値が低下している、すなわち非貿易財・サービスの価格上昇の方が相対

的に大きいことからオランダ病の兆候が見られたとしている。また総投資に占める貿易財

産業への投資のシェアが1960年代から1980年代前半にかけて大幅に減少していることも、

オランダ病の兆候であるとしている。 

Shafik (1999)も、1974年から 1980年代に石油収入、労働者送金、スエズ運河通行料収

入、対外援助、観光収入の急増という対外的ショックが発生し、1974 年から 1986-87 年

の期間に非貿易財の価格上昇が貿易財の価格上昇よりも明らかに大きかったことを示して

いる。 

                                                   
6 山田（1997）も、「石油収入とスエズ運河収入は政府・公共部門収入であり、観光収入も大半は公共部

門に流れたと考えられる。このような流入資金は外貨割当てを通じ、公共部門へ配分されていた。」とし、

これら収入を類似のものととらえている。 
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（クウェート） 

Looney (1991)は、クウェートについて、1974年～1982年の製造業部門の価格上昇率が

サービス部門等よりも低かったとして、オランダ病の兆候が存在したとする。また、回帰

分析の結果、製造業の生産は、為替レートの増価によってマイナスの影響を受け、サービ

ス業は、プラスの影響を受けたとしている。 

他方、Roemer (1985)はクウェート（及びナイジェリア、インドネシア）につき、1970

年～1981年の間に実質為替レートが増価したにもかかわらず、製造業部門の成長率は非貿

易財部門の成長率とほぼ同様であったとし、その原因を国による保護貿易政策に求める。 

 

（イラン） 

Jazayeri (1986)は、1973年から 1978年のイランでは、公共支出が急激に増加し、実質

為替レートが 35.3%増価し、建設、サービス部門の価格上昇が相対的に大きく、一部セク

ターを除く製造業、農業の成長率はサービス業を下回ったという。 

Majid (1991)は、イランにおけるオランダ病の影響は、ナイジェリア等と比較して軽微

であったとしつつ、貿易財部門の一部であるテンサイ産業において、大規模生産者の生産

量は減少したのに対し、小農は石油によってもたらされた好況を活用して、生産量を伸ば

すなど好調であったとし、「潜在的なブーム部門」であったとした。 

Shafaeddin (1988)は、イランで 1970年代に農業生産が停滞し、農産物の輸入が増加し

たというオランダ病の現象があったことは指摘しつつ、オランダ病理論には政府の政策等

の社会政治的なプロセスが考慮されていない、インドネシア、アルジェリア、ガボンとい

ったオランダ病を免れた例外があるという問題点を指摘した。そして、農業の停滞の原因

は、価格政策、補助金、融資といった政府の農業政策にあるとした。 

 

（ナイジェリア） 

Struthers (1990)は、ナイジェリアでは 1970年代に実質為替レートの増価が発生し、農

産品価格が低く、政府の農業部門への支出が少なかったことから、農業部門の生産、輸出

は低迷した。一方、製造業部門では、輸入に依存している投入財やスペアパーツの価格が

低下したことから生産が増加したという。 

Scherr (1989)は、インドネシア、メキシコ、ナイジェリアの農業部門を比較しつつ、イ

ンドネシア、一定程度メキシコを例外とすれば、1970年代の石油ブームの後で農業部門は

衰退した。ただ、これらの結果は、適切なマクロ経済政策、政府の支出や投資といった政

策で避けられるとした。 

Olusi and Olagunju (2005)は、先進国の場合には貿易財部門は製造業であるが、多くの

途上国の場合には農業であるとし、ナイジェリアの 1980年から 2003年の長期的な観察で

はオランダ病の兆候があったと結論付けている。 
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Jazayeri (1986)は、政府の支出政策をはじめとする政策の重要性に言及しつつ、ナイジ

ェリアでは、イラン以上に公共支出が増加し、その大部分は、物的・社会的インフラ及び

公共サービスに向けられ、農業、製造業に向けられたものは少なく、1973年から 1981年

に GDPに占める農業の貢献は 31%から 22%に低下したという。 

 

（インドネシア） 

Usui (1996)によれば、インドネシアでは、石油輸出の増加に伴い、実質為替レートが増

価したが、1978年の切り下げが実質為替レートの増価の傾向を逆転させ、貿易財、特に製

造業の生産を増加させた。また、1979 年及び 1980 年（予算年度）の財政黒字の蓄積も、

実質為替レートの増価を防ぐのに効果的であった。そして、自国通貨の切り下げと財政黒

字の達成という二つの政策は、オランダ病を避けるのに求められるマクロ経済政策と一致

していると結論付けた。 

Usui (1997)は、石油収入が政府の収入になるという前提の下では、財政政策がマネーサ

プライと国内アブソープションの第一の決定要因になるとしつつ、政府支出は一般に建設

やサービスなどの非貿易財に偏向するが、政府が補助金等を通じて貿易財部門を保護する

ように政府収入を活用すれば、必ずしも貿易財部門の縮小をもたらさないとした。また、

通貨の切り下げは、財政黒字の蓄積のような適切な需要管理政策なしでは、実質為替レー

トに影響を及ぼすことができないとした。 

その上で、インドネシアとメキシコを比較してインドネシアがオランダ病を回避できた

要因を以下のように説明した。メキシコは、過度に拡張的な財政政策を採用したが、イン

ドネシアは、慎重に財政黒字を蓄積した。インドネシアの政府支出は、大部分が貿易財部

門に向かい、農業や製造業のような貿易財の生産基盤が強化されたが、メキシコの支出は

石油部門の投資に偏っていた。メキシコは短期の借り入れが累積したが、インドネシアは

対外借り入れに保守的な政策をとった。両国とも通貨を切り下げたが、メキシコはマクロ

経済の運営が不適切であり、インドネシアは財政黒字を蓄積するなど適切な需要管理政策

をとった。 

さらに、Gelb (1986)や Gelb(1988:223-224)も、インドネシアは非石油部門の貿易財部

門の縮小を経験しないことに成功したという点で特筆されるとしている。 

 

（ロシア） 

Egert (2005)は、1999年以降のロシアでは、輸出に占める原油のシェアが上昇したこ

とに伴い、ルーブルの実質レートがユーロや米ドルに対して増価し、金属製品の輸出が低

下するなどオランダ病の兆候が見られたとしている。また、Algieri (2011)は、為替レート

の増価、経済成長率の一時的な上昇、非ブーム部門の生産減少・輸出減少というオランダ

病の兆候が見られ、ロシア政府は経済多角化に向けた努力が必要であるとする。Dülgera et 

al (2013)も、ロシアではいくつかの典型的なオランダ病の兆候が見られ、ロシア経済を石
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油価格という対外ショックに耐えられるようにする政策が必要であるとする。 

一方、Oomes and Kalcheva (2007)は、実質為替レートの増価、製造業の成長が遅れて

いること、サービス部門の急速な成長、賃金の上昇といったオランダ病の兆候が観察され

たが、これは必ずしもオランダ病の結果とは言い切れず、移行経済の特徴もしくは経済成

長の過程における自然な現象である可能性もあるという。さらに、Dobrynskaya and 

Turkisch (2010)は、ルーブルの増価や実質賃金の上昇、製造業の雇用の減少やサービス部

門の成長といったオランダ病の兆候はあるが、製造業の生産性上昇というオランダ病とは

矛盾する傾向が見られ、これはロシア製品に対する欧州・中国等の市場が開かれたためで

あるとする。そして、製造業への投資も促進され、経済多角化に貢献しているという。

Roland (2006)もルーブルの増価は現実であるが、オランダ病の兆候を示す明確な証拠はな

く、経済減速の兆候もないという。 

 

（その他の国々） 

その他の国々に関してオランダ病の疑いがあるとする先行研究は以下のようなものがあ

る。 

メキシコにつき、谷浦（1989）によれば、1978年～1981年の石油ブーム期の大量の石

油収入を利用して工業開発を目指したにもかかわらず、実質為替レートの増価を通じて、

GDPに占める製造業部門のシェアを縮小させ、また、経常収支の赤字を増加させ、莫大な

政府債務を累積させた。その原因は、石油ブーム期における積極的な開発政策と硬直的な

為替政策にあった。そして、メキシコの開発政策失敗の経験に基づけば、有資源発展途上

国が大量の資源収入を入手しても過大な開発投資をすべきでなく、インフレが加速したり

輸入が急増しないように柔軟な為替政策を実施することが肝要であること示しているとし

た。 

 カメルーンにつき、Benjamin et al. (1989)は、オランダ病の兆候である為替レートの増

価は見られるものの、先進国とは異なり、途上国でオランダ病によって最も影響を受ける

のは、輸出を行っている農業部門であり、また、工業製品については国内財と海外財が完

全には代替されないため、消費者需要がすべて外国の商品に向かうわけではなく、資本財

などでは生産が増加する、また、石油産業は飛び地産業であるため、資源移転効果は発現

せず、所得効果が主要な効果であるとした。 

 トリニダード・トバゴにつき、Auty and Gelb (1986)によれば、他の産油国とは異なり、

1973年から 1981年の収入が増加した時期に、政府が当初大規模なプロジェクトを行わず、

海外資産を蓄積したため、財政支出は大きなものとはならなかった。しかし、同国では民

主主義が確立していたため、その後、国民の支持を獲得するための補助金プログラムが巨

大なものとなっていった。実質為替レートは 1978年の段階で 1970年代初頭と比べて５％

しか増価していなかったが、1980年代に入ると、賃金の上昇等により実質為替レートは増

価し、農業と製造業は縮小し、その影響はその他の産油国の中でも最大のものとなった。 
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 一方、オランダ病の兆候についての議論が分かれる、もしくは、弱い兆候であるとする

先行研究は以下のようなものがある。 

 カザフスタンにつき、Kutan and Wyzan (2005)は、1996年から 2003年のカザフスタ

ンについて、製造業部門の固定資本投資が減少したとともに、雇用も縮小し、サービス業

の雇用が拡大した、また、石油価格の変化が実質為替レートに有意な影響を与えたとして

いる。一方、Egert and Carol (2008)は、1996年から 2005年の石油価格の上昇は非石油

製造業にマイナスの影響を与えていない、但し、将来マイナスの影響を与える可能性があ

るため、政策当局は競争力を強化する政策を実施する必要があるとしている。 

 アゼルバイジャンにつき、Hasanova (2013)は、2000年から 2007年の期間につき、賃

金と非貿易財価格の急速な上昇が実質為替レートの増価につながっていた、ただ「完全な

非工業化」は発生しておらず、非石油貿易財部門で「部分的な非工業化」が発生していた

のみであり、非貿易財部門は相応に拡大した、そして政府支出が「所得効果」を生じさせ

ていたとする。 

 

４．石油以外の資源輸出国の分析 

（ボツワナ） 

Pegg (2010)は、1980年代にダイヤモンドのブームを経験したボツワナのオランダ病に

ついて検討し、健全な財政政策、すなわち、支出を収入の増加以下に抑えて貯蓄を行った

ことなどにより、「所得効果」を抑えたとしている。また、実質実効為替レートは増価して

おらず、農業は衰退したが、オランダ病の影響ではなく、干ばつなどの気象条件と政府の

農業分野への支出が少なかったことと関係しており、工業は発展しなかったが、こちらも

オランダ病の影響ではなく、工業が発展していた大国である南アフリカが発展した大国が

近接していることと関係していたとする。 

 

（コロンビア） 

Kamas (1986)は、1975年～1980年のコーヒーブームは、1974年までに一定の成功を

収めていた製造業の輸出振興策に有害な影響を与え、政府はアブソープションを抑える政

策をとったが実質為替レートの増価につながった、そして、ブームが終了した後に、為替

の切り下げを行わなかったことや拡張的な財政政策を継続したことで、実質為替レートの

増価が継続し、経済の困難が継続したとする。 

一方、Raju and Melo (2003)は、コロンビアのコーヒー収入の増加は実質為替レートの

増価やインフレーションの進展など「オランダ病」概念が予想する影響をもたらしたが、

5年という長期で考えれば、実質生産は増加するという結果を示した。ただ、これは 1970

年代や1980年代に抑制的な財政政策を採用したからであり、コートジボアールやケニア、

タンザニアでは、逆に拡張的な財政政策が採用され、コーヒーブームによるマイナスの影

響を増幅したという。 
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５．まとめ 

本節の検討結果をまとめると、以下の通りとなる。 

●1970年代にイラン、ナイジェリア、サウジアラビア、クウェート、トリニダード・トバ

ゴといった産油国やエジプトという準産油国に広くオランダ病の兆候が見られ、コーヒー

やダイヤモンドといったその他の天然資源の輸出国でも同様の兆候がみられる。また、

1990年代以降も、ロシア、カザフスタンといった産油国で観察されたとする先行研究もあ

る。 

●ブーム期としては、油価が高かった 1970年代から 1980年代初頭や 1990年代終盤から

2000年代とするものが多い。 

●オランダ病の兆候は、実質実効為替レートの増価や輸出部門の生産減少、需要増加に伴

うサービス価格の上昇に表れている。衰退産業は個別のケースによって異なり、製造業の

みならず、途上国の場合には農業が衰退産業となるケースもあり、農業の中でも個別に検

討すれば衰退部門とブーム部門が存在することがある。 

●実質実効為替レートが増価する中でも、オランダ病を免れる国やセクター（資本財の輸

入、小農）が存在し、インドネシアは、オランダ病を免れた代表例とされている。また、

短期的には生産量が減少するものの、中・長期的に増加するケースもある。 

●オランダ病を防ぐために望ましい政策としては、政府の抑制的な財政・金融政策が最も

一般的であるが、政治的に難しいケースもあり、逆に借り入れを行って拡張的な政策を行

うケースもある。また、生産性上昇に向けた製造業部門への補助金や、為替の切り下げも

望ましい政策として挙げられている。 

 以上を踏まえて、次章では、オランダ病に関する実証研究を行う。その際、以上から明

らかなように、資源が存在することが必然的にオランダ病という帰結になるわけではなく、

それを免れるケースが存在すること、その要因として、政府の抑制的な財政・金融政策の

うち、財政政策との関係が指摘されていることに着目しながら検討していきたい。 

 

 



21 
 

 
 

Usui (1997) 1970
1980

 

 
 

 
 

1973
1980 2001 2008  

 
 

 



22 

 

ただ、1970 年代の価格上昇と 2000 年代の価格上昇の背景とそれが世界経済に与えた影

響には以下のような相違がある。 

1970 年代の価格上昇は、第四次中東戦争を発端とするアラブ産油国による石油輸出禁止、

OPEC による公示価格の 4倍もの値上げに起因する 1973年～1974年、イラン革命による

イランの減産に起因する 1979 年～1980 年の大幅な価格上昇によるものである。そして、

石油輸入代金の支払い増加は石油輸入国から産油国への巨額の所得移転を引き起こし、石

油輸入国では国内需要が減少し、経済成長率が低下した。そして石油輸入国の経済成長率

の低下が直ちに石油需要の減少をもたらした。また、高石油価格が世界的なインフレを加

速させ、世界的な高金利が 80 年代前半に継続した。このような高石油価格と高金利が石

油輸入発展途上国の成長能力にも厳しい制約を加え、80年代前半の発展途上国の経済パフ

ォーマンスはかつてなく悪いものであった。また、先進国経済も 1973年～1979年の GDP

成長率が年平均 2.7％に低下し、1980 年 1.2%、1981 年 1.6%、1982 年-0.5%とさらに落

ち込み、ようやく 1983 年に 2.3%に回復した（浜渦（1994:292-298））。 

一方、2000年代の上昇は、早いペースでの原油価格の上昇がかなりの長期間にわたって

継続した点が相違点である、すなわち、1970 年代は第 4 次中東戦争後とイラン革命後と

いう二つの局面での鋭角的かつ短期的な上昇であったが、2002 年から 2008年夏頃までの

上昇は平均すれば年率 25%程度のペースで、2006 年後半の一時的な下落を除き、ほぼ一

貫して上昇基調をたどったという（笛木・川本（2009））。そして、笛木・川本（2009）で

は、2002 年以降の原油価格変動は、「需給以外の要因」──投機資金の動向など──も影

響した局面はあったが、大部分は「需要要因」 ―― 新興国を中心とした世界景気の変動

と、これに伴う原油需要の変化 ―― によって説明可能であることが示唆されている。ま

た、2000 年代の世界経済は、おおむね 1990 年代後半以降、物価や景気の変動の少ない比

較的安定した経済環境の下で高成長を続けてきている。中国、インド等多数の人口を抱え

るアジアは、先進国との分業関係を深め、先進国市場への浸透を拡大しており、こうした

世界経済との一体化を進める中で、世界経済は持続的に成長している（経済産業省（2007））。 

 以上をまとめると、1970年代の石油価格の上昇は、政治的な理由に基づく供給側の要因

によって発生し、石油価格の上昇が先進国及び石油輸入発展途上国の経済に多大な悪影響

を与えた。一方、2000年代の石油価格の上昇は、新興国を中心とした世界経済の持続的な

成長という需要側の要因によって発生し、石油価格の上昇自体は世界経済の持続的な成長

を阻害していないということができる。それが、1970年代は鋭角的かつ短期的な価格上昇

であったのに対し、2000 年代はほぼ一貫した価格上昇であったというそれぞれの時期の特

徴に表れているといえる。 

さて、「資源ブーム」の時期を確定するにあたり、「資源ブーム」とは本来石油等の鉱物

性燃料の輸出額が増加することを意味し、価格の上昇だけを意味するものではなく、輸出

額は価格と輸出量の双方に依存する。輸出量は生産量が増加すると増加することが多く、

生産量は価格が上昇すれば増加することが一般的と考えられる。しかし、石油等の鉱物性
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燃料の場合には、生産量を増加させるためには大規模な探鉱及び開発投資が必要であり、

油価が上昇してもすぐには生産を増加できないこともあり、また、増産余力がない国も存

在する。一方、価格の上昇は、ほとんどの場合に輸出額の増加につながる。 

従って、本論文では、様々な国を同じ条件で比較するためにも、油価が上昇した二つの

時期を「資源ブーム」の時期とすることとし、検討を進めることとする。 

 

２．検討国の選定 

（１）UNCOMTRADE と UNSD から、SITC3 の「鉱物性燃料、潤滑油その他これらに

類するもの（以下「鉱物性燃料」）のネットの輸出額（輸出額－輸入額）の対 GDP 比を計

算する。ネットの輸出額を計算するのは、グロス（粗）の輸出額で考えた場合、大量の鉱

物性燃料（特に原油）を輸入して精製し、製品（例えばガソリン）の形でそのほとんどを

輸出するような国（例えばシンガポール）が輸出国に含まれてしまうためである。 

 そして、ネットの輸出額の対 GDP 比が一度でも 0.10 を超えた国を選定する（「１０％

以上グループ」）。また、一度でも 0.05 を超えた国も選定して検討する（「５％以上グルー

プ」）。ただ、小国等で明らかに異常な数値として 0.05を超えている国は除くこととする。 

以上の結果、35カ国を抽出し、その中から、データが不十分（数年分しかない）である

国（イラク、アンゴラ、トルクメニスタン、リビア）、近年マイナスで推移している国（チ

ュニジア）を除く。その上で、1970 年代のデータ（1973 年～1980 年）と 2000年代（2001

年～2008 年）のデータを抽出し、鉱物性燃料のデータ、政府の財政に関するデータが十分

にそろっている国1として、以下の 23 カ国、31 サンプルを「１０％以上グループ」として

選定した（国名の後に年代が記載されていない国については、1970 年代と 2000年代の双

方のデータが揃っていることを示す）。 

Algeria(2000s), Azerbaijan(2000s), Bahrain, Bolivia(2000s), Brunei 

Darussalam(2000s), Ecuador(2000s), Gabon(2000s), Indonesia(1970s), Iran, 

Kazakhstan(2000s), Kuwait, Nigeria, Norway(2000s), Oman(2000s), Qatar(2000s), 

Russian Federation(2000s), Saudi Arabia, Sudan(2000s), Syria, Trinidad and Tobago, 

United Arab Emirates(2000s), Venezuela, Yemen(2000s) 

以上の国に加えて、以下の国のサンプルを追加し、30 カ国 44 サンプルを「５％以上グ

ループ」として選定する。 

Bolivia(1970s), Cameroon(2000s), Colombia(2000s), Egypt, Indonesia(2000s), 

Malaysia, Mexico, Norway(1970s), Papua New Guinea(2000s), Viet Nam(2000s) 

 

第２節 グラフを用いたデータの解釈 

 以上の国々に関するデータをプロットしたグラフは P50-P74の【図２－２】から【図２

                                                   
1 全ての年数のデータがそろっていない場合でも検討の対象としたが、あまりに短すぎるもの（例えば 2

～3年分しかないなど）は除いた。 
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－４５】にまとめられている。データの出典は、サービス部門のシェア（SER）について

は UNSD、鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP 比（OIL/GDP）については

UNCOMTRADE 及び UNSD、政府支出及び財政収支の対 GDP 比（EXP/GDP 及び

BALA/GDP）は IMF-GFS と IMF-WEO、実質実効為替レート（REER）については出典

が多数であるため、グラフ毎に記載している。 

 

１．鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP 比が１０％以上のもの（３１ケース） 

（１）オランダ病の兆候があるかどうかの判断 

オランダ病の兆候は、サービス部門のシェア2が増加傾向にあること、実質実効為替レー

ト（REER）が増価傾向にあることである。依存度１０％以上で、サービス部門のシェア

と実質実効為替レートの双方のデータが入手できた１９ケースのうち、多くの場合（１３

ケース。【図２－２】から【図２－１４】）は、サービス部門のシェアが増加傾向にある場

合には、REERも増価傾向にあり、オランダ病の兆候が見られるといえ、逆にサービス部

門のシェアが減少傾向にある場合には、REERも減価傾向にあり、オランダ病の兆候はみ

られないといえる。それら１３ケースのうち、オランダ病の兆候があると考えられる国・

ケースは９ケース（【図２－２】から【図２－１０】）で、Indonesia (1970s), Iran (1970s, 

2000s), Nigeria (1970s, 2000s), Russia (2000s), Saudi (1970s), Trinidad (1970s), 

Venezuela (1970s)である。逆に、１３ケースのうち、オランダ病の兆候がないケースは４

ケース（【図２－１１】から【図２－１４】）で、Bahrain (2000s), Bolivia (2000s), Norway 

(2000s), Saudi (2000s)である。 

例外的なケース（【図２－１５】）として Venezuela (2000s)は 2005年までは兆候なし、

それ以降は兆候ありといえる。 

一方で、サービス部門のシェアが示す帰結と、REER が示す帰結が矛盾する５ケース

（【図２－１６】から【図２－２０】）もあり、その場合には、オランダ病の兆候があると

は言い切れない。それら５ケースのうち、サービス部門のシェアがオランダ病の兆候あり、

REERが兆候なしとするケースは Algeria (2000s), Ecuador (2000s)の２ケースである。そ

の逆にサービス部門のシェアがオランダ病の兆候なし、REERが兆候ありとするケースは

Gabon (2000s), Kuwait (1970s), Trinidad (2000s)の３ケースである。 

そして、REERのデータが入手できず、サービス部門のシェアの傾向のみとなっている

ケースは１２ケースである。それらのうち、サービス部門のシェアが増加傾向にありオラ

ンダ病の兆候のあるケースが Azerbaijan (2000s), Kazakhstan (2000s), Syria (1970s, 

2000s), UAE (2000s)（５ケース。【図２－２１】から【図２－２５】）、逆にオランダ病の

                                                   
2 非貿易財部門のシェアは、UNSDのデータを用いて計算しているが、その際、検討対象の国では鉱業

部門のシェアが圧倒的に大きいため、その他の部門のシェアの変化を分かりやすくするため、鉱業部門

は除いてシェアを計算している。すなわち、非貿易財部門＝GDP 全体－製造業部門－農業部門－鉱業部

門と考え、非貿易財部門÷（GDP全体－鉱業部門）としてシェアを計算している。 
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兆候のないケースが Brunei (2000s), Oman (2000s), Qatar (2000s)であり（３ケース。【図

２－２６】から【図２－２８】）、ほぼ横ばいでどちらとも判断できないケースが Bahrain 

(1970s), Kuwait (2000s), Sudan (2000s), Yemen (2000s)である（４ケース。【図２－２９】

から【図２－３２】）。 

 

（２）オランダ病の発現に影響を与えると考えられる要素 

次にそれぞれのパターンについて、オランダ病の発現に影響を与えると考えられる要素

について見ていきたい。 

【鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP 比（OIL/GDP）】 

オランダ病の兆候がある９ケース（【図２－２】から【図２－１０】）について、OIL/GDP

の絶対値は Saudi (1970s)のように 0.6 を超える水準から、Indonesia (1970s)のように 0.1

前後の水準まで様々なケースがある。そして、期間における数値の推移については、増加

傾向（依存度が上昇している傾向）にあるケース（Indonesia (1970s), Iran (1970s, 2000s), 

Trinidad (1970s)）、横ばいのケース（Nigeria (1970s, 2000s), Russia (2000s), Venezuela 

(1970s)）、減少傾向にあるケース（Saudi (1970s)）と様々である。 

オランダ病の兆候がない４ケース（【図２－１１】から【図２－１４】について見ると、

OIL/GDP の絶対値はやはり Saudi (2000s)のように 0.5 を超える水準から、Bolivia 

(2000s)のようにようやく 0.1 を超えている水準まで様々なケースがある。そして、期間に

おける数値の推移についても、増加傾向にあるケース（Bolivia (2000s), Norway (2000s), 

Saudi (2000s)）、横ばいのケース（Bahrain (2000s)）となっており、オランダ病の兆候が

あるケースと比べて顕著な差異があるとはいえない。2005 年まで兆候なし、その後は兆候

ありの Venezuela (2000s)（【図２－１５】）については 2005 年までは OIL/GDP が増加、

その後は減少している。 

サービス部門のシェアが示す帰結と、REERが示す帰結が矛盾する５ケース（オランダ

病の兆候があるかどうか判別できないケース。【図２－１６】から【図２－２０】）の

OIL/GDPの絶対値は、Kuwait (2000s)のように 0.6を超える水準から、Ecuador (2000s)

のようにようやく 0.1 を超えている水準まで様々なケースがあるのは上記と同様である。

そして、期間における数値の推移についても、増加傾向にあるケース（Algeria (2000s), 

Ecuador (2000s), Gabon (2000s), Trinidad (2000s)）、減少傾向にあるケース（Kuwait 

(1970s)）となっており、上記のパターンと比較して特段の傾向があるとは言い切れない。 

サービス部門のシェアの傾向のみとなっている１２ケースについても OIL/GDP の絶対

値は様々な水準があり、期間における数値の傾向については、サービス部門のシェアが増

加傾向にありオランダ病の兆候のある５ケース（【図２－２１】から【図２－２５】）につ

いては、Kazakhstan (2000s)と UAE（2000s）については増加傾向、Syria (1970s, 2000s)

については減少傾向、Azerbaijan (2000s)については最後の 1 年を除いて減少傾向にある

といえる。逆にオランダ病の兆候のない３ケース（【図２－２６】から【図２－２８】）が
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Brunei (2000s), Oman (2000s)については概ね横ばい、Qatar (2000s)については減少傾向、

ほぼ横ばいでどちらとも判断できない４ケース（【図２－２９】から【図２－３２】）は、

Bahrain (1970s)は最後の 2 年を除いてやや増加傾向, Kuwait (2000s)は増加傾向, Sudan 

(2000s)は横ばい, Yemen (2000s)は減少傾向である。 

 

【政府支出の対 GDP比（EXP/GDP）と財政収支の対 GDP 比（BALA/GDP）】 

次に、政府支出の対 GDP比（EXP/GDP）と財政収支の対 GDP比（BALA/GDP）につ

いて見ていきたい。 

オランダ病の兆候がある９ケース（【図２－２】から【図２－１０】）について、EXP/GDP

の値が増加（政府支出が増加）、BALA/GDP の値が減少（財政収支が悪化）している（ど

ちらか一方が横ばいも含む）ケースは、Indonesia (1970s), Iran (1970s, 2000s), Nigeria 

(1970s), Saudi (1970s), Trinidad (1970s), Venezuela (1970s)の７ケースである。逆に、

EXP/GDP の値が減少、BALA/GDP の値が増加しているケースは、Nigeria (2000s)のみ

である。Russia (2000s)は、EXP/GDP が横ばい、BALA/GDP は増加している。 

オランダ病の兆候がない４ケース（【図２－１１】から【図２－１４】）についてみると、

EXP/GDP の値が減少、BALA/GDP の値が増加している（どちらか一方が横ばいも含む）

ケースのみである（Bahrain (2000s), Bolivia (2000s), Norway (2000s), Saudi (2000s)）。 

2005 年まで兆候なし、それ以降は兆候ありの Venezuela (2000s)（【図２－１５】）につ

いては、EXP/GDP は 2006 年までは増加、その後は減少、BALA/GDP は 2005 年までは

増加、その後は減少している。 

サービス部門のシェアが示す帰結と、REERが示す帰結が矛盾する５ケース（オランダ

病の兆候があるかどうか判別できないケース。【図２－１６】から【図２－２０】）につい

てみる。まず、サービス部門のシェアはオランダ病の兆候あり、REERは兆候なしという

ケースについて、Ecuador (2000s)は EXP/GDP の値が増加、BALA/GDP の値が横ばいで

あり、Algeria (2000s)は EXP/GDP、BALA/GDP ともに増加している。一方、サービス部

門のシェアはオランダ病の兆候なし、REER は兆候ありというケースについては、

EXP/GDP の値が減少ないしは横ばい、BALA/GDP の値が増加している（Gabon (2000s), 

Kuwait (1970s), Trinidad (2000s)）。 

サービス部門のシェアの傾向のみとなっている１２ケースについて、まず、サービス部

門のシェアが増加傾向にありオランダ病の兆候のある５ケース（【図２－２１】から【図２

－２５】）について、Kazakhstan (2000s), Syria (1970s)の２ケースについては、EXP/GDP

の値は増加、BALA/GDP の値は減少している。Azerbaijan (2000s)はいずれも増加、Syria 

(2000s)はいずれも減少、UAE (2000s)については、EXP/GDP の値は減少、BALA/GDP

の値は増加している。逆にオランダ病の兆候のない３ケース（Brunei (2000s), Oman 

(2000s), Qatar (2000s)。【図２－２６】から【図２－２８】）については EXP/GDP の値は

減少、BALA/GDP の値は増加している。概ね横ばい、ほぼ横ばいでどちらとも判断でき
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ない４ケース（【図２－２９】から【図２－３２】）は、Bahrain (1970s), Sudan (2000s), 

Yemen (2000s)の３ケースについて、EXP/GDP の値は増加、BALA/GDP の値は減少（い

ずれか一方が横ばいも含む）しており、Kuwait (2000s)は逆に EXP/GDP の値は減少、

BALA/GDP の値は増加している。 

 

２．鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP 比が５％以上のもの（１３ケース） 

（１）オランダ病の兆候があるかどうかの判断 

依存度５％以上で、サービス部門のシェアと実質実効為替レートの双方のデータが入手

できた１０ケースのうち、サービス部門のシェアが増加傾向にある場合に、REER も増価

傾向にあり、オランダ病の兆候があると考えられるのは６ケース（Cameroon (2000s), 

Colombia (2000s), Indonesia (2000s), Malaysia (1970s), Norway (1970s), Papua (2000s)。

【図２－３３】から【図２－３８】）である。逆にサービス部門のシェアが減少傾向にある

場合に、REERも減価傾向にあり、オランダ病の兆候がみられないのは、Egypt (2000s), 

Malaysia (2000s)の２ケース（【図２－３９】及び【図２－４０】）である。 

一方で、サービス部門のシェアが示す帰結と、REER が示す帰結が矛盾するケース、す

なわち、サービス部門のシェアがオランダ病の兆候あり、REERが兆候なしとするケース

はMexico (2000s)（【図２－４１】）である。 

また、期間全体としての判断は難しいが、1977年以降についてはオランダ病の兆候があ

ると考えられるケースは Mexico (1970s)（【図２－４２】）である。 

なお、REERのデータが入手できず、サービス部門のシェアの傾向のみとなっているケ

ースは３ケース（【図２－４３から図２－４５】）である。それらのうち、サービス部門の

シェアが増加傾向にありオランダ病の兆候のあるケースが Egypt (1970s)の１ケース、ほ

ぼ横ばいでどちらとも判断できないケースが Bolivia (1970s), Viet Nam (2000s)の２ケー

スである。 

 

（２）オランダ病の発現に影響を与えると考えられる要素 

次にそれぞれのパターンについて、オランダ病の発現に影響を与えると考えられる要素

について見ていきたい。 

【鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP 比（OIL/GDP）】 

オランダ病の兆候がある６ケース（【図２－３３】から【図２－３８】）について、期間

における数値の推移については、増加傾向にあるケース（Malaysia (1970s), Norway 

(1970s)）、横ばいのケース（Cameroon (2000s), Colombia (2000s）, Papua (2000s))、減

少傾向にあるケース（Indonesia (2000s)）と様々である。オランダ病の兆候がない２ケー

ス（【図２－３９】及び【図２－４０】）について見ると、期間における数値の推移につい

ては、増加傾向（Egypt (2000s), Malaysia (2000s)）となっている。 

サービス部門のシェアが示す帰結と、REERが示す帰結が矛盾する Mexico (2000s)（オ
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ランダ病の兆候があるかどうか判別できないケース。【図２－４１】）についてはほぼ横ば

いとなっている。評価が難しい Mexico (1970s)（【図２－４２】）については、OIL/GDP

の数値は 1977 年以降増加傾向にある。 

サービス部門のシェアの傾向のみとなっている３ケース（【図２－４３】から【図２－

４５】）のOIL/GDPの期間における数値の傾向については、オランダ病の兆候のあるEgypt 

(1970s)については、増加傾向、オランダ病の兆候について判断できない Bolivia(1970s)

については横ばい、Viet Nam (2000s)については減少傾向にある。 

 

【政府支出の対 GDP比（EXP/GDP）と財政収支の対 GDP 比（BALA/GDP）】 

次に、政府支出の対 GDP比（EXP/GDP）と財政収支の対 GDP比（BALA/GDP）につ

いて見ていきたい。 

オランダ病の兆候がある６ケース（【図２－３３】から【図２－３８】）について、

EXP/GDP の値が増加、BALA/GDP の値が減少しているケース（どちらか一方が横ばいも

含む）は、Cameroon (2000s), Malaysia (1970s), Norway (1970s)。逆に、EXP/GDP の値

が減少、BALA/GDP の値が増加しているケース（どちらか一方が横ばいも含む）は、

Colombia (2000s), Indonesia (2000s), Papua (2000s)である。 

オランダ病の兆候がない２ケース（【図２－３９】及び【図２－４０】）についてみると、

Egypt (2000s)は EXP/GDP の値も BALA/GDP の値もほぼ横ばい、Malaysia (2000s)は

EXP/GDP の値は減少、BALA/GDP の値はほぼ横ばいである。 

サービス部門のシェアが示す帰結と、REERが示す帰結が矛盾する Mexico (2000s)（オ

ランダ病の兆候があるかどうか判別できないケース。【図２－４１】）については、

EXP/GDP の値はやや増加、BALA/GDP の値はほぼ横ばいである。評価が難しい

Mexico(1970s)（【図２－４２】）については、EXP/GDP の値についてはほぼ横ばい、

BALA/GDP についてはやや増加となっている。 

サービス部門のシェアの傾向のみとなっている３ケース（【図２－４３】から【図２－

４５】）につき、オランダ病の兆候のある Egypt (1970s)については、EXP/GDP について

は極めて高い水準でやや減少、BALA/GDP については極めて低い水準でやや上昇となっ

ている。オランダ病の兆候について判断できない Bolivia (1970s)については、EXP/GDP

は増加傾向、BALA/GDP は減少傾向、Viet Nam(2000s)については、EXP/GDP は増加傾

向、BALA/GDP も増加傾向となっている。 
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３．グラフを用いた分析のまとめ 

以上をまとめると、OIL/GDP については、オランダ病の兆候がある場合には増加して

いるケースが比較的多いようにも見受けられるが、必ずしも一貫した傾向が見られないよ

うに考えられる。それは、OIL/GDP の絶対的な水準で考えるべきなのか、期間全体の平

均値で考えるべきなのか、それとも、期間を通じた増分で考えるべきなのかが明確ではな

いこととも関連すると考えられる。この点は、回帰分析を行う際に考慮することとする。 

財政との関係については、オランダ病の兆候（サービス部門のシェアが増加、REERが

増価）がある場合には、政府支出が増加・財政収支が悪化しているケースが多く、逆に、

オランダ病の兆候がない（オランダ病を免れた）場合には、ほぼ全ての場合において、政

府支出が減少・財政収支が改善している。そして、この傾向は「鉱物性燃料のネットの輸

出額の対 GDP比が１０％以上のもの」の方が強いように見受けられる。 

以上から、オランダ病の兆候の有無は鉱物性燃料の輸出の対 GDP 比よりも、政府支出

や財政収支との関連性が強いという傾向が看取できたといえる3。次節では、そのような傾

向を回帰分析によって確かめることとしたい。 

                                                   
3 なお、政府支出が増加した場合には、サービス部門が増加する傾向が大きいのは当然という批判も

考えられるが、多くの国では、製造業等の促進を目指して政府が積極的な役割を果たすことも多いため、

当然とまでは言えないと考える。 
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【表２－１】鉱物性燃料のネット輸出額の対 GDP比が１０％以上の３１ケースのまとめ 

オランダ病 REER SERシェア OIL/GDP EXP/GDP BALA/GDP グラフ
Indonesia (1970s) ○ 増価 上昇 増加 増加 横ばい 【図２－２】
Iran (1970s) ○ 増価 上昇 増加 増加 減少 【図２－３】
Iran (2000s) ○ 増価 上昇 増加 増加 減少 【図２－４】
Nigeria (1970s) ○ 増価 上昇 横ばい 増加 減少 【図２－５】
Nigeria (2000s) ○ 増価 上昇 横ばい 減少 増加 【図２－６】
Russia (2000s) ○ 増価 上昇 横ばい 横ばい 増加 【図２－７】
Saudi (1970s) ○ 増価 上昇 減少 増加 減少 【図２－８】
Trinidad (1970s) ○ 増価 上昇 増加 増加 減少 【図２－９】
Venezuela (1970s) ○ 増価 上昇 横ばい 増加 減少 【図２－１０】

Bahrain (2000s) × 減価 下落 横ばい 減少 増加 【図２－１１】
Bolivia (2000s) × 減価 下落 増加 横ばい 増加 【図２－１２】
Norway (2000s) × 減価 下落 増加 減少 増加 【図２－１３】
Saudi (2000s) × 減価 下落 増加 減少 増加 【図２－１４】

Venezuela (2000s) ×→○ 減価→増価 下落→上昇 増加 増加→減少 増加→減少 【図２－１５】

Algeria (2000s) ？ 減価 上昇 増加 増加 増加 【図２－１６】
Ecuador (2000s) ？ 減価 上昇 増加 増加 横ばい 【図２－１７】
Gabon (2000s) ？ 増価 下落 増加 減少 増加 【図２－１８】
Kuwait (1970s) ？ 増価 下落 減少 横ばい 増加 【図２－１９】
Trinidad (2000s) ？ 増価 下落 増加 横ばい 増加 【図２－２０】

オランダ病 REER SERシェア OIL/GDP EXP/GDP BALA/GDP グラフ
Azerbaijan (2000s) ○ - 上昇 減少 増加 増加 【図２－２１】
Kazakhstan (2000s) ○ - 上昇 増加 増加 減少 【図２－２２】
Syria (1970s) ○ - 上昇 減少 増加 減少 【図２－２３】
Syria (2000s) ○ - 上昇 減少 減少 減少 【図２－２４】
UAE (2000s) ○ - 上昇 増加 減少 増加 【図２－２５】
Brunei (2000s) × - 下落 横ばい 減少 増加 【図２－２６】
Oman (2000s) × - 下落 横ばい 減少 増加 【図２－２７】
Qatar (2000s) × - 下落 減少 減少 増加 【図２－２８】
Bahrain (1970s) ？ - 横ばい 増加 増加 減少 【図２－２９】
Kuwait (2000s) ？ - 横ばい 増加 減少 増加 【図２－３０】
Sudan (2000s) ？ - 横ばい 横ばい 増加 横ばい 【図２－３１】
Yemen (2000s) ？ - 横ばい 減少 増加 減少 【図２－３２】  
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【表２－２】鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP比が５％以上の１３ケースのまとめ 

オランダ病 REER SERシェア OIL/GDP EXP/GDP BALA/GDP グラフ
Cameroon (2000s) ○ 増価 上昇 横ばい 増加 横ばい 【図２－３３】
Colombia (2000s) ○ 増価 横ばい 横ばい 横ばい 増加 【図２－３４】
Indonesia (2000s) ○ 増価 上昇 減少 減少 増加 【図２－３５】
Malaysia (1970s) ○ 増価 横ばい 増加 増加 減少 【図２－３６】
Norway (1970s) ○ 増価 上昇 増加 増加 減少 【図２－３７】
Papua (2000s) ○ 増価 上昇 横ばい 減少 増加 【図２－３８】

Egypt (2000s) × 減価 下落 増加 横ばい 横ばい 【図２－３９】
Malaysia (2000s) × 減価 下落 増加 減少 横ばい 【図２－４０】

Mexico (2000s) ？ 減価 上昇 横ばい 増加 横ばい 【図２－４１】

Mexico (1970s) ×→○ 減価→増価 横ばい 横ばい→増価 横ばい 増加 【図２－４２】

Egypt (1970s) ○ - 上昇 増加 減少 増加 【図２－４３】
Bolivia (1970s) ？ - 横ばい 横ばい 増加 減少 【図２－４４】
Viet Nam (2000s) ？ - 横ばい 減少 増加 増加 【図２－４５】  

 

第３節 回帰分析 

１．変数の説明 

（１）従属変数 

以上の国・サンプルを用い、オランダ病の兆候を調べるために、非貿易財部門が GDP

に占めるシェアの変化、実質実効為替レートの年間の変化率を従属変数として回帰分析を

行っていく。 

（イ）ΔSER：非貿易財部門の GDP に占めるシェア（鉱業部門は除いて計算）4の変化 

1973年から 1980年、2001年から 2008年の二つの期間におけるシェアの変化を用いる。

オランダ病が発生した場合には、非貿易財部門の拡大、貿易財部門の縮小が発生すること

から、このシェアの変化の値が増加する（プラスになる）ことが想定される。 

非貿易財産業の GDP に占めるシェアを従属変数とする分析については、援助とオラン

ダ病の関係に関する分析ではあるが、白井（2005:133-134）が、サービス産業の GDP に

占める割合を従属変数とし、ODA 総額、借款、グラントを説明変数として分析を行い、

ODA 総額とグラントについて有意な結果を導いている。 

（ロ）ΔREER(Yearly)：実質実効為替レートの年間の変化率（値の増加は増価、値の減少

は減価） 

実質実効為替レートは IMF-IFS、BISのデータ及びその他の文献から個別に収集したデ

ータを用いている（出典は P50-P74 のグラフの中に記載）が、得られるデータの開始年と

終了年が一定しないため、年当たりの変化率を計算して用いている。実質実効為替レート

については、入手できない国も多いため、上述の⊿SER に比べてサンプル数は少なくなっ

ている。オランダ病が発生した場合には、為替レートの増価が発生することから、この値

                                                   
4 非貿易財部門のシェアは、国連統計局のNational Account Statistics のデータ(UNSD)を用いて鉱業

部門は除いてシェアを計算している。その理由等については注２を参照。 
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が増加する（プラスになる）ことが想定される。 

 実質実効為替レートを従属変数とする先行研究は多数あり、援助、外国送金、直接投資

等の資本流入の関係に関するものではあるが、鈴木（2008）に主要なものがまとめられて

いる。 

 

（２）説明変数 

説明変数については、鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP 比、財政収支の対 GDP比

の年間の変化率、政府支出の対 GDP 比の年間の変化率を用いて回帰分析を行う。 

（イ）鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP比 

鉱物性燃料の輸出については、グラフによる分析からは一定の傾向が見られないため、

以下の３種類のデータを用いて検討し、何らかの傾向が存在しないかを検討する。 

【OIL/GDP(Start)：当該期間の最初の年における鉱物性燃料のネットの輸出額の対 GDP

比】 

具体的には、1973 年、2001 年（もしくはこれに最も近い年）の値であるが、これを用

いるのは、ブームが開始した時点で鉱物性燃料の輸出に大きく依存している国は、ブーム

による鉱物性燃料の価格上昇により、オランダ病の影響がより大きく発現するのではない

かという仮説に基づくものである。 

【OIL/GDP(Ave.)：当該期間の鉱物性燃料のネットの輸出の対 GDP 比の平均】 

具体的には、1973 年～1980 年、もしくは、2001 年～2008 年（これよりも短いケース

もある）の平均値である。これを用いるのは、ブーム期を通じて鉱物性燃料の輸出に大き

く依存している国はオランダ病の影響がより大きく発現するのではないかという仮説に基

づくものである。 

【ΔOIL/GDP：鉱物性燃料のネットの輸出の対 GDP比の変化】 

鉱物性燃料のネットの輸出の対 GDP 比の変化を 1973-1980 年、もしくは、2001-2008

年（これよりも短いケースもある）について測った値である。これを用いるのは、ブーム

期に鉱物性燃料の輸出への依存度を高めた国はオランダ病の影響がより大きく発現するの

ではないかという仮説に基づくものである。 

（ロ）ΔBALA/GDP(Yearly)：財政収支5の対 GDP 比の年間の変化率 

これは、一般的には、ブーム期に政府収入が増加する傾向がある中で、それ以上に政府

支出を増加させて財政収支を悪化させた国は、国内アブソープションが増加する結果、オ

ランダ病の影響が大きく出るのではないかという仮説に基づくものである。IMF-GFS や

IMF-WEOから得られたデータを用いているが、データの開始年と終了年が一定しないた

め、年当たりの変化率を計算して用いている。 

                                                   
5 財政収支及び政府支出は consolidated central government ベースであるが、Bolivia, Nigeria の 1970

年代のデータについては Budgetary Central Government ベースである。両者の違いで最も大きいのは、

Social Security Contributions が後者には含まれないことである。 
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（ハ）ΔEXP/GDP(Yearly)：政府支出の対 GDP 比の年間の変化率 

これも、上記（ロ）と同様に、ブーム期に政府支出を増加させた国は、国内アブソープ

ションの増加によってオランダ病の影響が大きく出るのではないかという仮説に基づくも

のである。これも、IMF-GFS や IMF-WEO から得られたデータを用いているが、データ

の開始年と終了年が一定しないため、年当たりの変化率を計算して用いている。 

（ニ）2000s：2000 年代ダミー（1970 年代が 0、2000 年代が 1） 

ダミー変数を含めないもの、含めたものの双方について分析を行う。 

 

（３）変数の記述統計量・相関係数 

上で述べた従属変数、説明変数の定義、記述統計量は【表２－３】に、相関係数は【表

２－４】に纏められている。 

 

（４）仮説 

以上をふまえ、２．以下で行う回帰分析における仮説をまとめると以下のとおりとなる。 

オランダ病が発生した場合には、非貿易財部門の拡大や実質実効為替レートの増価とい

う現象が発生する。Corden and Neary (1982)等によれば、オランダ病のもっとも主要な

発生原因は、ブームの発生であり、この場合のブームは鉱物性燃料の輸出収入の急激な増

加である。この輸出収入の拡大は、輸出の増加のみならず、鉱物性燃料の価格上昇からも

発生し、この価格上昇の影響は鉱物性燃料の輸出に対する依存度が高い方が大きくなると

考えられる。従って、 

⊿SER＝α＋β×(OIL/GDP(start)もしくは OIL/GDP(ave.)もしくは⊿OIL/GDP)＋γ×

2000s 

⊿REER(Yearly)＝α＋β× (OIL/GDP(start)もしくは OIL/GDP(ave.)もしくは⊿

OIL/GDP)＋γ×2000s 

について回帰分析を行った場合に、βの符号がプラスになることが予想される6。 

また、Usui(1999)等、オランダ病の発生要因として国内アブソープションの拡大を挙げ

るものもあり、それは、政府支出の拡大や財政収支の悪化に表れる。従って、財政収支を

説明変数とした場合については、 

⊿SER＝α＋β×⊿BALA/GDP(Yearly)＋γ×2000s 

⊿REER(Yearly)＝α＋β×⊿BALA/GDP(Yearly)＋γ×2000s 

について回帰分析を行った場合に、βの符号がマイナスになることが予想される7。 

政府支出を説明変数とした場合については、 

⊿SER＝α＋β×⊿EXP/GDP(Yearly)＋γ×2000s 

⊿REER(Yearly)＝α＋β×⊿EXP/GDP(Yearly)＋γ×2000s 

                                                   
6 ⊿REER(Yearly)の値の上昇は、増価を意味する。 
7 ⊿BALA/GDP(Yearly)の値の上昇は、財政収支の黒字化（改善）を意味する。 
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について回帰分析を行った場合に、βの符号がプラスになることが予想される。 

 

（５）個別効果が存在するかどうかの検定 

 以下で行う回帰分析の前に、回帰分析で用いるデータセットがパネルデータであること

から、個別効果が存在するかどうかの検定（F 検定）を行う。その結果は【表２－５】に

纏められている8。【表２－５】から分かるように、すべてのケースについて「個別効果が

存在しない」という仮説は棄却されない。従って、以下では Pooled OLS によって回帰分

析を行う。 

 

２． 回帰分析の結果 

上記１．で説明した変数を用い、依存度１０％以上グループと依存度５％以上グループ

のそれぞれについて回帰分析を行う。二つのグループについてそれぞれ回帰分析を行うの

は、鉱物性燃料の輸出に対する依存度がより高い国に絞って分析した方がより有意な結果

が得られるのではないかという想定に基づくものである。従属変数については、⊿SERと

⊿REER(Yearly)の２種類、説明変数については、鉱物性燃料の輸出については初期値、平

均値、増分の３種類、財政収支、政府支出はそれぞれ１種類で、合計５種類の回帰分析を

行う。鉱物性燃料の輸出については、様々な依存の形が想定されるため、当初の依存度の

絶対値が高い方がオランダ病の影響が出やすいのか（初期値）、該当期間を通じて平均的に

依存度が高い方がオランダ病の影響が出やすいのか（平均値）、該当期間の最初と最後を比

較して依存度が上昇している方がオランダ病の影響が出やすいのか（増分）という観点か

ら３種類の説明変数を用いて分析する。また、政府の財政については、増加した収入以上

に支出することが重要な要因なのか（財政収支）、それとも、収入の増加幅とは関係なく支

出をどれだけ増加させることが重要な要因なのか（政府支出）という観点から２種類の説

明変数を用いて分析する。また、ダミー変数については、含めた場合と含めない場合につ

いて分析を行う。 

 また、不均一分散が存在する可能性があるため、すべてのケースについて White のテス

トを行った。その結果、若干のケースで不均一分散が検出された。不均一分散が検出され

た場合には、White の修正を行った推定を行い、その結果の No.を「数字－１」（例：③－

１、(41-1)）として纏めている。 

（１）⊿SERを従属変数とした場合 

（イ）依存度５％以上グループ（【表２－６】） 

【鉱物性燃料の輸出を説明変数】 

 まず、非貿易財部門の GDP に占めるシェアを従属変数として分析を行う。そして、鉱

物性燃料の輸出依存度について相対的に低い国も含めたグループ（依存度５％以上グルー

                                                   
8 【表２－５】には、参考として、変量効果モデルと固定効果モデルの比較のためのハウスマン検定の結

果も纏めている。 
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プ）について分析を行う。 

最初は鉱物性燃料の輸出を説明変数とした場合の結果につき、①から⑥に示されている。

初期値、平均値、増分のいずれについても、また、ダミー変数を含めた場合も含めない場

合も、有意な結果は得られていない。念のため、係数の符号について見てみると、初期値、

平均値の場合にはマイナスであり、鉱物性燃料の輸出に依存する度合いが大きいほど非貿

易財部門のシェアが減少するという関係となっており、仮説とは逆である。また、増分の

場合には符号はプラスであり、鉱物性燃料の輸出が増加すると非貿易財部門のシェアが増

加するという関係がみられ、仮説とは一致する。 

【財政収支を説明変数】 

 次に財政収支を説明変数とした結果につき、⑦と⑧に示されている。ダミー変数を含め

ない場合（⑦）には、10%水準で有意な結果が得られているが(p 値が 0.0813)、ダミー変

数を含めた場合（⑧）には有意な結果は得られていない。有意な結果が得られた⑦につき、

係数を見てみると、財政収支が 1%(0.01)赤字化（値は減少）した場合に、非貿易財部門の

シェアが 0.86%(0.0086)増加するという関係がみられ、仮説とも整合的であり、⑦につい

ては妥当な結果が得られたといえる。 

【政府支出を説明変数】 

 さらに政府支出を説明変数として回帰分析を行った結果が⑨と⑩に示されている。ダミ

ー変数を含めない場合（⑨）には、5%水準で有意な結果が得られているが（p値が 0.0367）、

ダミー変数を含めた場合（⑩）には有意な結果は得られていない。有意な結果が得られた

⑨につき、係数を見てみると、政府支出が 1%(0.01)増加した場合に、非貿易財部門のシェ

アが 1.49%(0.0149)増加するという関係がみられ、仮説とも整合的であり、財政収支を説

明変数とした場合と同様、ダミー変数を含めない場合である⑨については妥当な結果が得

られたといえる。 

 

（ロ）依存度１０％以上グループ（【表２－７】） 

【鉱物性燃料の輸出を説明変数】 

 次に、非貿易財部門の GDP に占めるシェアを従属変数としつつ、鉱物性燃料の輸出依

存度につき相対的に高い国に絞った場合（依存度１０％以上グループ）について分析を行

う。 

最初は鉱物性燃料の輸出を説明変数とした場合の結果につき、⑪から⑯に示されている。

初期値、平均値、増分のいずれについても、また、ダミー変数を含めた場合も含めない場

合も、有意な結果は得られていない。ただ、依存度５％以上グループの結果（①から⑥）

と比較すると相対的に t 値の値は高くなっているといえる。念のため、係数の符号につい

て見てみると、依存度５％以上グループの場合と同様、初期値、平均値の場合にはマイナ

スであり、鉱物資源の輸出に依存する度合いが大きいほど非貿易財部門のシェアが減少す

るという関係となっており、仮説とは逆である。また、増分の場合には符号はプラスであ
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り、鉱物資源の輸出が増加すると非貿易財部門のシェアが増加するという関係がみられ、

仮説とは一致する。 

【財政収支を説明変数】 

 次に財政収支を説明変数とした結果につき、⑰と⑱に示されている。ダミー変数を含め

ない場合（⑰）には、10%水準で有意な結果が得られているが(p 値が 0.0585)、ダミー変

数を含めた場合（⑱）には有意な結果は得られていない。有意な結果が得られた⑰につき、

係数を見てみると、財政収支が 1%(0.01)赤字化（値は減少）した場合に、非貿易財部門の

シェアが 1.17%(0.0117)増加するという関係がみられ、仮説とも整合的であり、⑰につい

ては妥当な結果が得られたといえる。この結果は、依存度５％以上グループの結果⑦と同

様であるが、係数の絶対値が若干大きくなっており、財政収支が赤字化した場合の非貿易

財部門のシェアの増加の度合いが大きくなっているといえる。 

【政府支出を説明変数】 

 さらに政府支出を説明変数として回帰分析を行った結果が⑲と⑳に示されている。ダミ

ー変数を含めない場合には、5%水準で有意な結果が得られているが（p値が 0.0387）、ダ

ミー変数を含めた場合には有意な結果は得られていない。有意な結果が得られた⑲につき、

係数を見てみると、政府支出が 1%(0.01)増加した場合に、非貿易財部門のシェアが

1.78%(0.0178)増加するという関係がみられ、仮説とも整合的であり、財政収支を説明変

数とした場合と同様、ダミー変数を含めない場合である⑲については妥当な結果が得られ

たといえる。この結果は、依存度５％以上グループの結果⑨と同様であるが、係数が若干

大きくなっており、政府支出が増加した場合の非貿易財部門のシェアの増加の度合いが大

きくなっているといえる。 

 

（２）⊿REERYEARLY を従属変数とした場合 

（イ）依存度５％以上グループ（【表２－８】） 

【鉱物性燃料の輸出を説明変数】 

 以上の通り、非貿易財部門の GDP に占めるシェアを従属変数として回帰分析を行った

場合、鉱物性燃料の輸出を説明変数にすると有意な結果が得られないが、財政収支と政府

支出を説明変数とした場合にはダミー変数を含めなければ有意な結果が得られることが明

らかになった。そこで次は、実質実効為替レートの年間の変化率を従属変数として同様の

分析を行う。 

最初は鉱物性燃料の輸出を説明変数とした場合の結果について、(21)から(26)に示され

ている。初期値、平均値を説明変数とした場合には、ダミー変数を含めた場合も含めない

場合も、有意な結果は得られていない。念のため、係数の符号について見てみると、プラ

スであり、鉱物資源の輸出に依存する度合いが大きいと実質実効為替レートが増価すると

いう関係となっており、仮説とは整合的である。一方、増分を説明変数とした場合には、

ダミー変数を含めない場合(25)及び含めた場合(26)に 5%水準で有意な結果が得られてい
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るが（p 値がそれぞれ 0.0275, 0.0299）、鉱物性燃料の輸出が増加した場合に、実質実効為

替レートが減価（値は減少）するという関係を示しており、仮説とは逆の符号となってお

り、妥当な結果とはいえない。 

【財政収支を説明変数】 

 次に財政収支を説明変数とした結果につき、(27)と(28)に示されている。ダミー変数を

含めた場合も含めない場合も有意な結果は得られていない。念のため、係数の符号につい

て見てみると、マイナスであり、財政収支が赤字化（値は減少）すると実質実効為替レー

トが増価するという関係になっており、仮説とは整合的である。 

【政府支出を説明変数】 

 さらに政府支出を説明変数として回帰分析を行った結果が(29)と(30)に示されている。

ダミー変数を含めた場合も含めない場合も有意な結果は得られていない。念のため、係数

の符号について見てみると、ダミー変数を含めた場合(29)はプラス、含めない場合(30)は

マイナスと異なっており、政府支出が増加すると実質為替レートが増価するという仮説と

整合的なのは(29)である。 

 

（ロ）依存度１０％以上グループ（【表２－９】） 

【鉱物性燃料の輸出を説明変数】 

 次に、実質実効為替レートの年間変化率を従属変数としつつ、鉱物性燃料の輸出依存度

につき相対的に高い国に絞った場合（依存度１０％以上グループ）について分析を行う。 

最初は鉱物性燃料の輸出を説明変数とした場合の結果につき、 (31)から(36)に示されて

いる。初期値、平均値を説明変数とした場合（(31)から(34)）については、ダミー変数を

含めた場合も含めない場合も、有意な結果は得られていない。依存度５％以上グループの

結果（(21)から(24)）と比較した場合、相対的に t 値の値は低くなっているといえる。念の

ため、係数の符号について見てみると、(34)を除いてはプラスであり、鉱物資源の輸出に

依存する度合いが大きいと実質実効為替レートが増価するという関係となっており、仮説

とは整合的である。一方、増分を説明変数とした場合には、ダミー変数を含めない場合(35)

に 5%水準で有意な結果が得られているが（p値が 0.0354）、鉱物資源の輸出が増加した場

合に、実質実効為替レートが減価（値は減少）するという関係を示しており、仮説と逆の

符号となっており、妥当な結果とはいえない。 

【財政収支を説明変数】 

 次に財政収支を説明変数とした結果につき、(37)と(38)に示されている。ダミー変数を

含めた場合も含めない場合も有意な結果は得られていない。念のため、係数の符号につい

て見てみると、マイナスであり、財政収支が赤字化（値は減少）すると実質実効為替レー

トが増価するという関係になっており、仮説とは整合的である。 

【政府支出を説明変数】 

 さらに政府支出を説明変数として回帰分析を行った結果が(39)と(40)に示されている。
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ダミー変数を含めた場合も含めない場合も有意な結果は得られていない。念のため、係数

の符号について見てみると、ダミー変数を含めた場合(39)はプラス、含めない場合(40)は

マイナスと異なっており、政府支出が増加すると実質為替レートが増価するという仮説と

整合的なのは(39)である。 

 

（３）財政収支・政府支出と鉱物性燃料の輸出の関係（【表２－１０、１１】） 

以上の結果を受け、⊿SERと財政収支・政府支出の間には有意な関係があることが明ら

かになったが、回帰分析の結果の解釈のまとめを述べる前に、財政収支・政府支出を従属

変数、鉱物性燃料の輸出とダミー変数を説明変数とした分析を行った。その理由は、鉱物

性燃料の輸出への依存度が高ければそこから得られる収入を用いた積極財政により財政収

支は悪化し、政府支出は増加する可能性があるのではなないかと考えられ、そうであると

すれば鉱物性燃料の輸出依存度が間接的に⊿SER に影響を及ぼすのではないかと考えら

れるためである。結果は、(41)から(52)に示されている。 

【財政収支を従属変数】 

まず財政収支を従属変数とした場合の結果が(41)から(46)に示されている。鉱物性燃料

の輸出の対 GDP 比の初期値、平均値を説明変数とした場合には有意な結果が得られてい

ないが、増分を説明変数にした場合には、10%水準で有意な結果が得られている。増分が

1%上昇した場合に、依存度５％以上グループの場合には財政収支が年率 0.034%程度黒字

化（値は増加）、依存度１０％以上グループの場合には財政収支が年率 0.035%程度黒字化

（値は増加）するという関係が示されている。これは、鉱物性燃料の輸出への依存度を高

めた国が必ずしもそこから得られる収入を用いた積極財政により財政収支を悪化させるわ

けではないことを示す。 

【政府支出を従属変数】 

次に政府支出を従属変数とした場合の結果が(47)から(52)に示されている。鉱物性燃料

の輸出の対 GDP 比の初期値、平均値を説明変数とした場合には、5%水準でほぼ有意な結

果が得られており（(47)(48)(50)(51)）、初期値もしくは平均値が 1%増加した場合に、依存

度５％以上グループの場合には政府支出が年率 0.016%～0.017%程度減少、依存度１０％

以上グループの場合には年率 0.030%～0.036%程度減少するという関係が示されている。

これは、鉱物性燃料の輸出への依存度が高い国が必ずしもそこから得られる収入を用いた

積極財政により政府支出を増加させるわけではないことを示す。しかし、増分を説明変数

とした場合には有意な結果は得られていない。 
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第４節 回帰分析の結果の解釈 

 以上の分析の結果、オランダ病の兆候として考えられる①非貿易財部門のシェアの拡大、

②実質実効為替レートの増価という二つの兆候につき、前者については財政収支・政府支

出との関係で一部有意な結果が得られる、後者については一部有意ではあるが仮説とは矛

盾する結果しか得られないという結果が判明した。また、依存度５％以上グループと依存

度１０％以上グループの間で大きな差異はないことも判明した。 

（１） 非貿易財部門の拡大について 

非貿易財部門のシェアの拡大については、鉱物性燃料の輸出を説明変数とした場合には、

依存度５％以上グループについても依存度１０％以上グループについても有意な結果が得

られなかった。これは、鉱物資源の輸出に依存している国がすべてオランダ病に苦しむわ

けではないということを示している。さらに、係数の符号に着目してみても、仮説とは逆

に鉱物資源の輸出依存度の高い国の方が非貿易財部門のシェアが減少するという結果も見

られるなど、資源への依存度が高いほどオランダ病に苦しむという傾向も見られない。 

政府支出や財政収支を説明変数とした場合には、ダミー変数を含めなければ概ね有意な

結果が得られており、政府支出が増加したり、財政収支が赤字化（悪化）した場合には、

非貿易財部門が拡大するという傾向が見られる。政府支出には政府によるサービスの提供

のみならず、投資支出や（貿易）財の購入も含まれることから、政府支出の拡大と非貿易

財部門（特にサービス部門）の拡大は論理必然のものとは言えない。それにもかかわらず、

このような結果が得られていることは、鉱物資源の輸出よりもむしろ政府支出の拡大がオ

ランダ病の兆候である非貿易財部門の拡大、逆にいえば、貿易財部門の発展の障害につな

がるということを意味する。 

なお、政府支出・財政収支と鉱物資源の輸出の関係については有意な結果が得られてい

るが、鉱物資源の輸出依存度の高い国の方が政府支出の拡大の度合いや財政収支の赤字の

度合いが低くなっているという興味深い結果が得られた。ただ、係数の値が相対的に小さ

いため、鉱物資源の輸出依存度が政府支出・財政収支の支配的な決定要因であるとまでは

言えない。いずれにしても、この結果からは、鉱物資源の輸出依存度が高いことが政府支

出の拡大や財政収支の赤字化につながっているわけではなく、鉱物資源収入が常に安易な

政府支出の拡大に利用されているわけではないことを意味する。 

 以上をまとめると、鉱物性燃料のネットの輸出の対 GDP 比が高いかどうか（鉱物性燃

料の輸出への依存度が高いかどうか）よりも、政府支出の拡大や財政収支の悪化の方がオ

ランダ病の兆候である非貿易財部門のシェアの拡大に対して、より重要な影響を持つ。ま

た、鉱物性燃料の輸出への依存度の高い国ほど逆に政府支出の拡大の度合いや財政収支の

赤字の度合いが小さくなっている。この点から、「鉱物性燃料への輸出依存度が高い→政府

支出が拡大する（財政収支が赤字化する）→オランダ病に苦しむという関係」も存在して

おらず、政府支出は鉱物性燃料への輸出依存度の高さとは異なる政策的な要因（政府支出

の拡大やそれに伴う財政収支の悪化）等も含めて決定されていると推測することができる。 
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（２） 実質実効為替レート 

 一方、実質実効為替レートについては、鉱物性燃料の輸出のみならず、財政収支・政府

支出を説明変数にした場合も含め、ほとんどの場合で有意な結果が得られなかった。また、

有意な結果が得られたケースについても、係数の符号が仮説と逆であり、それを説明する

合理的な説明を見出すこともできないことから、結論として、実質実効為替レートの増価

という点でオランダ病の兆候を見出すことはできなかった。これは、為替レートは政府の

金融政策や為替政策を含めた様々な要因によって決定されるため、鉱物性燃料の輸出や財

政収支・政府支出といった変数だけからは説明が困難であるためと考えられる。また、サ

ンプル数が少ないこと、様々な文献からサンプルを集めたためデータの一貫性がないこと

も適切な結果が得られなかった要因と考えられる。 
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【鉱物資源への輸出依存度が１０％以上のケース（３１ケース）】 

１．SERと REERの双方が入手できたケース（１９ケース） 

（オランダ病の兆候があるケース：９ケース） 

 
SER は緩やかに増加。REER は 1977 年までは増価しており、オランダ病の兆候あり。そ

れ以降は、減価。Usui (1996)も同様の結果を導いている。OIL/GDPはほぼ横ばいであるが、

期間全体では上昇。EXP/GDPは緩やかに増加、BALA/GDPの値はほぼ横ばい。 

 
SER は緩やかに増加。REER は 1976 年以降のデータではあるが増価。オランダ病の兆候

あり。OIL/GDPは 1977年までのデータではあるが、増加傾向。EXP/GDPは、1977年ま

では増加傾向にあり、期間全体では増加。BALA/GDPは、減少。 
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【図２－２】 Indonesia 1970s （依存度１０％以上）
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SER は緩やかに増加している。REER は増価。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は増加

傾向。EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは、2007年に一時的に増加しているが、期間全

体ではやや減少。 

 

 
SER は緩やかに増加。REER は増価傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP はほぼ横ば

い。EXP/GDPは 1978年までのデータであるが増加傾向。BALA/GDPは 1978年までのデ

ータであるが減少傾向。 
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SERは 2001年を除けば増加。REERは増加。オランダ病の兆候あり。OIL/GDPは増減し

つつ、ほぼ横ばい。EXP/GDPは減少。BALA/GDPは増加傾向。 

 

 
SER は緩やかに増加傾向。REER は増価。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は横ばい傾

向。EXP/GDPはほぼ横ばい。BALA/GDPは上昇傾向で期間全体ではやや増加。 
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【図２－６】 Nigeria 2000s （依存度１０％以上）
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【図２－７】 Russia 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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SER は増加傾向。REER は増価傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は減少傾向。

EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは減少傾向。 

 

 
SER は増加。REER は 1975 年以降のデータであるが、増価。オランダ病の兆候あり。

OIL/GDPは増加。EXP/GDP は 1976年以降のデータであるが増加。BALA/GDPは 1976

年以降のデータであるが減少傾向。 
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【図２－８】 Saudi 1970s （依存度10%以上）
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【図２－９】 Trinidad 1970s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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SER はやや増加傾向。REER は増価傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は増減はあ

るがほぼ横ばい。EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは減少傾向。 
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【図２－１０】 Venezuela 1970s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER(Roemer(1985), 1970=100)
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（オランダ病の兆候がないケース：４ケース） 

SERは緩やかに減少。REERは減価。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは横ばい。EXP/GDP

は緩やかに減少。BALA/GDPは緩やかな増加傾向。 

 

 
 

SERは緩やかに減少。REERは 2007年までは減価傾向。オランダ病の兆候なし。OIL/GDP

は増加。EXP/GDPはほぼ横ばい。BALA/GDPは増加。 
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【図２－１１】 Bahrain 2000s （依存度１０％以上）
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【図２－１２】 Bolivia 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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SER はほぼ横ばい。REER はほぼ横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDP は緩やかな

増加傾向。EXP/GDPは緩やかな減少傾向。BALA/GDPは緩やかな増加傾向。 

 

 
SERは緩やかに減少。REERは減価。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは増加。EXP/GDP

は緩やかな減少。BALA/GDPは増加。 
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【図２－１３】 Norway 2000s （依存度１０％以上）
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【図２－１４】 Saudi 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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（判断が難しいケース） 

 
SERはほぼ横ばいであるが、2005年まではやや減少、その後はやや増加。REERは、2005

年までは減価、その後は増価。2005年まではオランダ病の兆候なし、それ以降は兆候有。 

OIL/GDPは 2005年までは増加、その後は減少。EXP/GDPは 2006年までは増加、その後

は減少。BALA/GDPは 2005年までは増加、その後は減少。 
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【図２－１５】 Venezuela 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER(IMF-IFS, 2005=100)
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（判断できないケース（SERと REERが示す帰結が矛盾する）：５ケース） 

SERは緩やかに増加。REERは減価。オランダ病の兆候は判断できず。OIL/GDPは増加。

EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは増加傾向。 

 

 
SERは緩やかに増加。REERは減価。オランダ病の兆候は判断できず。OIL/GDPは増加。

EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは緩やかな増加傾向にあるが、ほぼ横ばい。 
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【図２－１６】 Algeria 2000s (依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER(IMF-IFS, 2005=100)
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【図２－１７】 Ecuador 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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SER は緩やかに減少。REER は増価。オランダ病の兆候は判断できない。OIL/GDP につ

いては 2003年、2004年を除けば増加傾向。EXP/GDPは減少。BALA/GDPは増加。 

 

SERは全体としては減少傾向。REERについては増価。オランダ病の兆候は判断できない。

OIL/GDP については減少傾向。EXP/GDP についてはほぼ横ばい。BALA/GDP について

は増加傾向。 
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【図２－１８】 Gabon 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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【図２－１９】 Kuwait 1970s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (Roemer(1985), 1970=100)



60 

 

 

 

 
SER は減少。REER は増価傾向。オランダ病の兆候については判断できない。OIL/GDP

は増加。EXP/GDPはほぼ横ばい。BALA/GDPは増加。 
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【図２－２０】 Trinidad 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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２．SERしか入手できなかったケース（１２ケース） 

（オランダ病の兆候があるケース：５ケース） 

 
SERは緩やかに増加。オランダ病の兆候あり。OIL/GDPは 2008年を除けば減少。EXP/GDP

は横ばいであるが、期間全体では増加。BALA/GDPは 2008年を除けばやや上昇。 

 

 
SERは増加。オランダ病の兆候あり。OIL/GDPは増加傾向。EXP/GDPは増加。BALA/GDP

についてはやや増加傾向であるが、期間全体では減少。 
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【図２－２１】 Azerbaijan 2000s (依存度１０％以上）
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【図２－２２】 Kazakhstan 2000s （依存度１０％以上）
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SER は増加傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は減少。EXP/GDP は増加傾向。

BALA/GDPは 1979年を除けば減少。 

 

 
SER は増加傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は減少傾向。EXP/GDP は減少傾向。

BALA/GDPは減少傾向。 
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【図２－２３】 Syria 1970s （依存度１０％以上）
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【図２－２４】 Syria 2000s （依存度１０％以上）
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SER は緩やかに増加。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は増加。EXP/GDP は減少。

BALA/GDPは増加。 
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【図２－２５】 UAE 2000s （依存度１０％以上）
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（オランダ病の兆候がないケース：３ケース） 

SERは減少傾向。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは増加。EXP/GDPは減少。BALA/GDP

は増加。 

 

 
SERは減少。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは 2003年を除けばほぼ横ばい。EXP/GDP

は減少。BALA/GDPは増加。 
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【図２－２６】 Brunei 2000s （依存度１０％以上）
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【図２－２７】 Oman 2000s （依存度１０％以上）
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SERは減少傾向。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは減少傾向。EXP/GDPは緩やかに減

少傾向。BALA/GDPは緩やかに増加。 
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【図２－２８】 Qatar 2000s （依存度１０％以上）
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（横ばいのケース：４ケース） 

SERはほぼ横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは 1978年までは増加傾向、その後

は減少。EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは減少傾向。 

 

 
SERはほぼ横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは増加。EXP/GDPは 2008年を除

けば減少。BALA/GDPは 2008年を除けば増加。 
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【図２－２９】 Bahrain 1970s （依存度１０％以上）
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【図２－３０】 Kuwait 2000s （依存度１０％以上）
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SER は横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDP はやや増加。EXP/GDP は増加。

BALA/GDPはほぼ横ばい。 

 

 
SERは横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは減少。EXP/GDPは増加。BALA/GDP

は減少。 
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【図２－３１】 Sudan 2000s （依存度１０％以上）
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【図２－３２】 Yemen 2000s （依存度１０％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP



68 

 

【鉱物資源の輸出依存度が５％以上のケース（１３ケース）】 

１．SERと REERの双方が入手できたケース（１０ケース） 

（オランダ病の兆候があるケース：６ケース） 

SER はやや上昇。REER は増価傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP はほぼ横ばい。

EXP/GDPはやや上昇傾向。BALA/GDPは 2006年を除けばほぼ横ばい。 

 

 
SERはほぼ横ばい。REERは増価傾向。弱いオランダ病の兆候あり。OIL/GDPは横ばい。

EXP/GDPはほぼ横ばい。BALA/GDPはやや上昇。 
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【図２－３３】 Cameroon 2000s （依存度５％以上）
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【図２－３４】 Colombia 2000s （依存度５％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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SER は緩やかな上昇傾向。REER は増価。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP は減少。

EXP/GDPはほぼ横ばいであるが、期間全体ではやや減少。BALA/GDPはほぼ横ばいであ

るが、期間全体ではやや上昇。 

 

SERはほぼ横ばいであるが、期間全体ではやや減少。REERは増価傾向。弱いオランダ病

の兆候あり。OIL/GDPは増加。EXP/GDPは増加傾向。BALA/GDPは減少傾向。 
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【図２－３５】 Indonesia 2000s （依存度５％以上）
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【図２－３６】 Malaysia 1970s （依存度５％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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 SER は緩やかな上昇傾向。REER は 1978 年を除けば増価傾向。オランダ病の兆候あり。

OIL/GDPは増加傾向。EXP/GDPは増加。BALA/GDPは減少傾向。 

 

SER は緩やかな上昇傾向。REER は増価傾向。オランダ病の兆候あり。OIL/GDP はほぼ

横ばい。EXP/GDPは減少傾向。BALA/GDPは 2008年を除けば増加。 
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【図２－３７】 Norway 1970s （依存度５％以上）
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【図２－３８】 Papua 2000s （依存度５％以上）
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（オランダ病の兆候がないケース：２ケース） 

SER は減少。REER は 2004 年以降は増価傾向であるが、期間全体では減価。オランダ病

の兆候なし。OIL/GDPはやや上昇。EXP/GDPはほぼ横ばい。BALA/GDPはほぼ横ばい。 

 

SER は減少。REER は 2005 年以降は増価傾向であるが、期間全体では減価。オランダ病

の兆候なし。OIL/GDPはやや上昇。EXP/GDPはやや減少。BALA/GDPはほぼ横ばい。 
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【図２－３９】 Egypt 2000s （依存度５％以上）
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【図２－４０】 Malaysia 2000s （依存度５％以上）

SER OIL/GDP BALA/GDP EXP/GDP REER (IMF-IFS, 2005=100)
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（判断できないケース（SERと REERが示す帰結が矛盾する）：１ケース） 

SER はやや増加。REER は減価。オランダ病の傾向は判断できない。OIL/GDP はほぼ横

ばい。EXP/GDPはやや上昇。BALA/GDPはほぼ横ばい。 

 

（判断が難しいケース：１９７７年以降はオランダ病の兆候あり） 

SERはほぼ横ばい。REERは 1977年以降は増価傾向であるが、全体としては減価。1977

年以降はオランダ病の兆候あり（谷浦(1989)）。OIL/GDPは特に1977年以降緩やかに上昇。

EXP/GDPはほぼ横ばい。BALA/GDPはやや上昇。  
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【図２－４１】 Mexico 2000s （依存度５％以上）
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【図２－４２】 Mexico 1970s （依存度５％以上）

SER OIL/GDP EXP/GDP BALA/GDP REER (Usui(1997), 1975=1) REER(Roemer(1985), 1970=100)
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２．SERしか入手できなかったケース（３ケース） 

（オランダ病の兆候があるケース：１ケース） 

 
 SERはやや上昇。オランダ病の兆候あり。OIL/GDPは緩やかに上昇。EXP/GDPは 1975

年以降のデータであるが、やや減少（但し、絶対値としては高い）。BALA/GDPは 1975年

以降のデータであるが、やや上昇（但し、絶対値としては高い）。 
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【図２－４３】 Egypt 1970s （依存度５％以上）
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（オランダ病の兆候がないケース：２ケース） 

 
SERはほぼ横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPはほぼ横ばいで、期間全体ではやや

上昇。EXP/GDPは緩やかに増加。BALA/GDPは緩やかに減少。 

 

 
SERはほぼ横ばい。オランダ病の兆候なし。OIL/GDPは緩やかに減少。EXP/GDPは緩や

かに上昇。BALA/GDPは緩やかに上昇。 

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980

非
貿
易
財
部
門
シ
ェ
ア
、
鉱
物
資
源
輸
出
・
政
府
支
出
・
財
政
支
出
の
対

G

D

P

比

【図２－４４】 Bolivia 1970s （依存度５％以上）
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【図２－４５】 Viet Nam 2000s （依存度５％以上）
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第三章 第一部の結論 

 

１．検討の枠組み・過去の実証研究から得られる示唆 

 第一部では、資源輸出に依存している経済を分析するための枠組みとして、「オランダ病」、

「資源の呪い」という概念を用いた。これらの概念は類似のものであり、その帰結は、資

源の輸出収入の増大は実質実効為替レートの増価や貿易財部門の縮小、その裏返しとして

の非貿易財部門の拡大につながるというものである。ただ、「資源の呪い」の概念が意味す

るところは「オランダ病」よりも広範なものであり、資源の存在は「オランダ病」が論じ

るような経済的な観点からの負の影響だけでなく、汚職、レント・シーキング、内戦のリ

スクなどの政治的な観点からの負の影響も与えるとする。 

「オランダ病」に関する実証研究によれば、産油国、その他の天然資源の輸出国で「オ

ランダ病」は広く見られ、最初の石油ブームが発生した 1970年代のみならず、1990 年代

以降も観察されている一方、「オランダ病」を免れる国やセクターも存在する。その違いを

生じさせるポイントは、政府の政策であり、政府の抑制的な財政・金融政策が最も一般的

であるが、生産性上昇に向けた製造業部門への補助金や為替の切り下げも望ましい政策と

されている。「資源の呪い」に関する実証研究については、一人当たり GDPの成長を従属

変数、天然資源の輸出を説明変数としてそれらの間に相関関係が存在するか否かを検証す

る研究が代表的であり（Sachs and Warner (1997,1999)等）、その妥当性を巡る議論もあ

るものの、概ね資源の存在が成長を阻害するという帰結が導かれている。ただ、「資源の呪

い」を回避できた例も存在し、実質実効為替レートの増価の抑制、需要・雇用・技術進歩

の点で波及効果を持つセクターの育成、景気変動抑制的な財政政策等がポイントになる。 

  

２．一般的な検討 

以上を踏まえ、世界の中で資源輸出に依存している国々を対象に、非貿易財部門の GDP

に占めるシェア、実質実効為替レートの変化を従属変数として、鉱物性燃料の輸出、政府

の財政収支及び政府支出を説明変数として回帰分析を行った。ブーム期については油価が

大きく上昇した 1973 年～1980年、2001年～2008年の二つの時期を取り上げることとし

た。 

データをプロットしたグラフに基づく解釈としては、オランダ病の兆候としての非貿易

財部門の GDP に占めるシェアの上昇や実質実効為替レートの増価については、鉱物性燃

料の輸出との相関よりも、政府の財政収支の悪化や政府支出の増加との関係性の方が強い

との印象が得られた。 

回帰分析の結果では、鉱物性燃料の輸出については、様々な種類のデータを用いる工夫

をしたが、非貿易財部門の GDP に占めるシェア、実質実効為替レートの変化の双方につ

いて有意な関係を見いだすことは出来なかった。一方、政府の財政収支及び政府支出につ

いては、実質実効為替レートの変化との間では有意な関係は得られなかったが、非貿易財
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部門の GDP に占めるシェアとの間では有意な関係があり、政府の財政収支が悪化もしく

は政府支出が増加すると非貿易財部門の GDP に占めるシェアが増加する、裏返せば貿易

財部門のシェアが減少するという関係が示された。 

 

３．まとめ 

以上より、政府の財政収支が悪化することもしくは政府支出が増加することの方が、鉱

物性燃料の輸出よりも「オランダ病」もしくは「資源の呪い」の発現に直接的な影響を持

つという結論が導かれた。この結論は、資源に依存しないその他の開発途上国と同様とも

いえるが、それが意味するところは、ある国の経済成長を検討するにあたっては、鉱物性

燃料の輸出に依存する国（特に開発途上国）を特殊に考える必要はなく、一般的な開発途

上国と同様に、政府の役割と特に財政政策を含む開発政策を重要な要素として着目し、そ

の妥当性について検討していくことが有益であるということである。 

そして、「オランダ病」の概念については、依然として有効ではあるものの、政府の役

割を考慮していないため、現実に資源の輸出等に依存する国々の検討をするためには不十

分であるといえ、それを発展させて、政府の役割まで考察対象に入れて検討を行う必要が

ある。それは、資源輸出収入のほとんどが国家収入となる中東諸国を代表とする資源依存

国の場合にはなおさらであり、その点、「オランダ病」の概念を拡張的に発展させたといえ

る「資源の呪い」の概念は経済政策以外にも政治的・社会的な国家の状況・役割も検討対

象に入れており、適切な概念であると考えられる。 

その上で、資源等の不安定な対外収入に依存する国家が経済成長できるかどうかは、政

府がその収入をどのように活用するかが重要であり、波及効果を持たないインフラ整備や

国民に対する過度な補助金支給のような政策を実施した場合、特に、借り入れ等を通じて

財政収支を悪化させるようなレベルまで実施した場合には、否定的な結果をもたらす傾向

にあることが明らかになった。 

 

４．第二部での検討課題 

以上のような全世界の国を対象にした一般的な分析の結果を踏まえて、第二部では、よ

り中東に焦点を絞った検討を行う。そこでは、「レンティア経済（国家）」という概念を追

加的に検討した上で、エジプト、サウジアラビアに関するケーススタディーを行い、「中東

経済」の特徴について更に検討を進めたい。 
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第四章 「レンティア経済（国家）」の概念 

 

第一部の検討を踏まえ、第二部では中東経済についてケーススタディーを通じて具体的

に検討したい。第一部の結果からも明らかなように、中東諸国についてもその他の諸国と

同様にオランダ病の概念は当てはまり、資源の存在だけが問題になるのではなく、資源を

通じて得られた政府収入が過剰に支出される場合にオランダ病が発生すると考えられる。 

一方、中東については、オランダ病の概念とは別に、「レンティア経済（国家）」という

類似の概念も用いられる。まずは、中東経済を具体的に検討する前提として、「レンティア

経済（国家）」の概念について検討することとしたい。 

 

第１節 レンティア経済（国家）の概念 

レンティア経済（国家）の概念は、元々中東の政治・経済を分析する概念として提起さ

れた。代表例は、Mahdavy (1970)と Beblawi (1987)である1。 

１．Mahdavy (1970)の議論 

Mahdavy (1970)は、「レンティア国家」とは相当額の「対外的レント（external rent、

外国の個人・政府から当該国の個人・政府に支払われる賃貸料）」を定期的に受け取る国家

であると定義し、対外的レントの例としては、石油収入やスエズ運河通行料、石油パイプ

ライン通行料を挙げている。「レンティア国家」では、通貨が過大評価され、輸入が有利に

なり、さらに輸入代替が困難となるという（Mahdavy (1970)）。そして、政府が経済の中

で重要かつ支配的な要素となり、政府は課税に頼ることなく、かつ国際収支やインフレの

問題に陥ることなく、公共支出プログラムを実施できるという（Mahdavy (1970)）。イラ

ンでは、1950 年代中頃からの約 10 年間、石油収入が急激に増加したが、一人当たり GDP

の成長率は高くなく、農業や工業はサービス部門ほど成長しなかった。また、政府支出は

石油収入に依存し、国民の消費は輸入財に向かった（Mahdavy (1970)）。 

オランダ病概念よりも前に発表された Mahdavy (1970)による帰結は、オランダ病の概

念から導かれるものとほぼ同様であるが、経済における国家の支配的な役割を考慮してお

り、また対外的レントとして資源収入以外も視野に入れている点が相違点である。 

 

２．Beblawi (1987)の議論 

Beblawi (1987)は、「レンティア経済」とは、富の創出が社会の少人数の構成員のみによ

って行われており、その他はその富の分配と利用にのみ関与する経済と定義し、「レンティ

ア国家」では政府が「対外的レント」の第一の受取人となるとしている。そして、湾岸の

                                                   
1 松尾（2004）によればレンティア国家の議論には複数の方向性があるという。その一つは、レント収

入と「非民主的」状態の関係をめぐる議論であり、松尾（2004）は「レンティア国家論」と呼んでおり、

代表例は Beblawi (1987)である。もう一つは、レント収入を国内の生産部門の発展の阻害要因とみなす

議論であり、松尾（2004）は「レンティア経済論」と呼んでおり、代表例は Mahdavy (1970)である。 
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産油国が「レンティア国家」の典型であり、パイプライン通行料や労働者送金を通じてそ

の他の非産油アラブ諸国に対する二次的レントを創出し、アラブ世界に「石油現象（oil 

phenomenon）」をもたらしているという。そして、収入が労働に対する報酬ではなく、特

別な環境、機会や場所に関連したものであり、労働倫理に対する深刻な打撃となっている

との結論を導いている（Beblawi (1987)）。 

Beblawi (1987)の導く結論は、経済的というよりは政治・社会的なものである。Beblawi 

(1987)では、エジプトは「準レンティア国家」であるとされ、エジプトはその GDP の約

45%が石油収入、労働者送金、対外援助、スエズ運河収入、旅行者の出費という外的要素

によって構成されるという。 

 

３．その後のレンティア経済（国家）に関する議論 

以上のようなレンティア経済（国家）に関する考え方は、その後も中東の政治経済を説

明する際に頻繁に用いられており2、「レント収入に依存している国家においては非民主的

な政府が維持される」（レンティア国家仮説の第一）、「レント収入に依存する政府は、体制

変動に対して脆弱になる」（レンティア国家仮説の第二）というレンティア国家仮説にまと

められるという（松尾(2010:19)）。第一の仮説は、湾岸産油国等は石油関連の収入が極め

て大きいため、国民から税金を徴収する必要がなく、国民に無償で公的サービスを提供す

ることができる結果、国民が政治参加要求を行わなくなり、非民主的な体制が維持される

ということである（松尾(2010:73-79)）。第二の仮説は、石油輸出収入が増大する場合に、

国内に製造業や農業といった貿易財産業が一定程度存在する場合、これらの産業への適切

な政策が実施されない限り、自国の通貨価値の上昇によりこれら産業が競争力を失って衰

退し、そこに従事している国民が不満を強めるということを意味し、1979 年のイラン革命

がこのような事例にあたるという（松尾(2010:82-86)）。 

浜中(2007)は第一の仮説を実証的に検証し、1960 年から 1999年までの世界全体のパネ

ルデータを分析し、経済発展は非民主体制の民主化を促すものの、原油レントが非民主体

制の持続要因になっている、高い経済成長率は非民主体制にせよ、民主体制にせよ政治体

制を安定させる、開発援助レントは経済発展と同じく民主化を促進する、との結論を導い

ている。 

 第二の仮説については、第一の仮説ほど他の研究によってその妥当性が検証されている

わけではないが、第五章、第六章のケーススタディーの後にその妥当性を改めて検討する

こととしたい。 

 

第２節 オランダ病とレンティア経済（国家）の関係 

 上記レンティア経済（国家）の概念のうち、石油輸出収入等のレント収入が増加すると

                                                   
2 例えば、Luciani (1995)、浜中（2007）、浜中（2008）、福富（2008）、松尾（2004）、松尾（2010）、

水島（2008）等がある。 
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貿易財産業が衰退するという部分は、オランダ病（ないしは「資源の呪い」）の概念と共通

する部分があると考えられる。ここでは、オランダ病とレンティア経済（国家）の概念の

関係について検討する3。 

検討の前に、石油を例にとり、石油保有国において、地代収入が 1970 年代にどのよう

に急増したのかについて、マサラート（1985）に基づいて述べる。 

1970 年代には、世界市場における「真実の原油市場価格」（消費者への販売価格）の水

準は、最も不利なエネルギー源である石炭の個別生産価格によって規定されていた（マサ

ラート（1985:160））。 

そして、石油価格が急上昇した 1973年の前の時点（1972年）でも、生産費用は平均し

て市場価格の約 4分の 1 に過ぎず、市場価格の残余の 4分の 3 は地代、超過利潤、石油税

という形態での石油超過利潤として、それぞれ石油保有国（約 20％）、石油企業（約 20%）、

石油消費国（約 60%）が取得していた（マサラート（1985:157））。1973 年以前は、石油

の市場価格には絶対値代（独占地代）は全く含まれておらず、ほとんどは石油税として配

分され、中東の主要産油国を含む OPEC 諸国は、世界で最も豊かで生産性の高い油田を所

有していたにもかかわらず、超過利潤の一部しか得られず、石油消費国が大部分の超過利

潤を獲得していた（マサラート（1985:172））。 

1973 年以降の石油公示価格の引き上げは、石油を「真実の市場価格」に近付け、石油保

有国の地代取り分を引き上げることを目的としたものであり（マサラート（1985:215））、

その結果として 1973 年から 1974 年の間に、石油保有国はその地代を絶対額で 4 倍にし、

市場価格に占めるその相対的な比率を 13%から 35%に高めた（マサラート（1985:217））。

すなわち、石油保有国の土地所有の持つ独占の力が OPEC を通じて発揮されたことによっ

て、1970年代初頭以降、これら諸国は、価値＝価格の形成過程に介入し、この過程、した

がってまた価値法則に修正を加えることができるようになった（マサラート（1985:219））。 

 すなわち、1973年以降に急増した石油収入は、石油超過利潤の分配を政治的に修正した

ことによって獲得されたものであり、生産性の上昇や生産要素の投入といった経済的要因

とは無関係である。以下では、それを前提に検討を行っていきたい。 

 

１．ブーム産業の輸出収入と対外的レント収入 

まずは、対外的レントもしくはブーム産業の輸出収入の範囲をどのようにとらえるかを

検討したい。レンティア経済（国家）概念では、巨額の対外的レント（external rent）が

得られる経済（国）を分析している。この概念は二つの要素を含む。一つは、「対外性

（externality）」である。対外性は、レンティア経済の概念に不可欠であるとされるが

                                                   
3 関連する先行研究としては「レンティア国家」を「生産国家」と比較して議論するもの（細井（2005））

や、「レンティア経済」を重症のオランダ病と捉えるもの（長沢(1998））がある。また、松尾（2004）

は Mahdavy(1970）の議論をいわゆる資源輸出依存型の経済構造に起因する問題に関する議論（「オラン

ダ病」に関連する議論等）に位置づけている。 
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（Beblawi (1987)）、これは国内の生産部門の存在なしに維持できない「対内的レント

（internal rent、例えば家賃収入等）」と区別されるからである。もう一つの要素は「レン

ト（rent）」である。この本来の意味は、所得のうち、資本と労働に並んで土地に分配され

る部分であり、土地は、資本や労働と異なり、需要が増えたとしても供給が増やせないと

いう特徴を持っている。Beblawi (1987)は「対外性」をより重視し、石油収入のみならず、

労働者送金、対外援助、スエズ運河収入、旅行者の出費まで対外的レントの例と考えてい

る。一方、 Mahdavy (1970)は、国内の産業との直接の関係がないこと、その生産に多く

のコストを要しないことを重視しており、石油収入、スエズ運河収入、石油パイプライン

収入を例として挙げ、援助は類似の性質を持つものの、定期的に得られる保証がないこと

等からレントとは異なるものと結論付けている。 

また、Amin (1995:40)は、エジプト経済のレンティア経済性を論じる文脈で、「レント」

を「その大部分が努力と関係せず、その変動がコストの変化よりも需要状況の変化に左右

されるもの」と定義している。 

オランダ病における「ブーム産業」の輸出収入は、外部から得られる収入であることが

前提とされており、その上で変動が激しいことが暗黙のうちに想定されている。典型的な

例は、石油等の資源輸出収入である。しかし、オランダ病は、Corden and Neary (1982)

で想定されていた資源輸出国以外でも発生しうると考えられている。例えば、援助や労働

者送金、観光収入が増加した場合にも、実質為替レートの増価といったオランダ病の兆候

は見られるため、オランダ病の原因となる「ブーム産業による輸出収入」には援助、労働

者送金、観光収入も含まれるといえる。その点について以下で具体的に見ていく。 

 

２．「援助」「観光」「労働者送金」とオランダ病 

（１）援助 

白井（2005）は、援助とオランダ病の関係について、パネルデータを用いて、無償援助

はサービス価格の上昇や輸出貿易財産業の縮小といった成長にマイナスの影響を与える可

能性があるとした。 

一方、Nyoni (1998)は、タンザニアを例に、援助の流入は、実質為替レートの減価を引

き起こすが、外国為替市場が自由に機能する場合には、増価する傾向があるとした。ただ、

政府支出の増加は為替レートの増価につながるので、援助は供給の増加をもたらす生産的

な投資に使用されるべきで、インフレ抑制的な金融・財政政策が採用されるべきとした。 

 

（２）観光 

Copeland (1991)は、観光産業の振興は実質為替レートの増価につながり、また観光部

門が他部門の生産要素を引き付けることから、非工業化につながるとのモデルを提示した。

Chao et al (2006)も、観光産業の拡大は非貿易財の価格を上昇させることで非工業化につ

ながり、長期的に国民の厚生を低下させるとした。 
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一方、Holzner (2011)は、パネルデータを用い、少なくとも長期で見た場合、観光に依

存する国の GDP 成長率は高くなるが、オランダ病の影響は生じないとしつつ、短中期に

ついては更なる検討が必要であるとした。政府の政策としては、観光に特化した投資では

なく、その他の産業にも利用可能なインフラに投資をする必要があるとした。 

 

（３）労働者送金 

Acosta et al (2009)は、エルサルバドルを例に、労働者送金は家計の収入増加を通じて

非貿易財に偏向した消費の増加につながり、オランダ病をもたらすとしている。更に、労

働供給の減少を通じて、相対的に労働集約的な非貿易財産業の価格上昇につながり、実質

為替レートの増価をもたらすとしている。 

Bayangos et al. (2011)も、フィリピンを例に、労働者送金は経済成長や消費・投資の拡

大につながるという面があるが、貿易財の生産と輸出の減少を招き、実際、1990年代中頃

からフィリピンの輸出は精彩を欠いているという。その上で、これらの現象への対策とし

ては、インフラ・教育への投資といった生産性を高める政策しかないとしている。 

また、Amuedo-Dorantes et al (2004)は、中南米 13か国のパネルデータを用い、労働者

送金は、実質為替レートを増価させ、国際市場における競争力を低下させると結論付けて

いる4。Lartey et al. (2008)も途上国全般を対象にしたパネルデータから同様の結論を導く

とともに、固定為替レートである国の方が、オランダ病の弊害が大きいとしている。 

鈴木（2008）は、途上国 57 か国の 1980 年以降のパネルデータを用い、在外労働者の

送金が最も実質為替レートを増価させ、援助については、贈与は増価につながるが借款は

それほどの影響はなく、直接投資については頑健な結果ではないが実質為替レートを減価

させる効果があるとした。 

 

３．オランダ病とレンティア経済（国家）の第一の共通点：それらを生じさせる要因 

以上の先行研究は、資源のみならず、外貨の流入をもたらす援助、観光、労働者送金に

対してオランダ病概念を適用することの有効性を示唆しているといえる。したがって、「ブ

ーム産業の輸出収入」ないしは「対外的レント収入」という経済現象を生じさせる「要因」

の観点からは、オランダ病の概念とレンティア経済の概念は、ほぼ同様に考えることがで

きるといえる。 

すなわち、これらに共通している要素としては、①外部から流入する、②努力と関係し

ない、③自ら左右できない要因（主に需要状況）により不安定に増減する、ということが

あげられる。これらのすべての要素を包摂する概念として「対外的レント」や「輸出収入」

といった概念では不十分であることから、「（外的な要因に左右される）不安定な対外収入」

という概念を用いることが適当と考えられる。 

                                                   
4 なお、同じ中南米 13 か国のパネル分析の結果、「公的」な送金たる開発援助と実質為替レートの間に

は有意な関係は存在しないとしている。 
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４．オランダ病とレンティア経済（国家）の第二の共通点：それらの概念が導く帰結 

次に、それらの概念が導く帰結についてである。先にも述べたが「オランダ病」概念と

Mahdavy (1970)が導く結論は極めて類似しており、対外的レント収入もしくはブーム産業

の輸出収入が増加すると、①成長率が高まるが、製造業・農業の発展が阻害され、サービ

ス業が発展する、その結果、GDP の構成要素に着目した場合、製造業・農業のシェアは増

加しない、②実質為替レートは増価し、製造業・農業の輸出入に着目した場合、輸出は停

滞し、輸入が大きく増加するという結論が導かれている。 

 

第３節 「レンティア経済」が中東経済全体に対して与える示唆 

確かに、「オランダ病」については、どのような国にも発現しうる「兆候」であるのに

対し、「レンティア経済（国家）」については政治的・社会的なものも含む国家（経済）の

「属性」であり、そもそも次元が異なるという批判も考えられる。ただ、ここでは両概念

のいわば最大公約数である『「（外的な要因に左右される）不安定な対外収入」が増加した

場合に「成長率が高まるが、実質為替レートが増価し、製造業・農業の輸出が停滞し、輸

入が大きく増加し、製造業・農業の発展が阻害される」』という要因・帰結に着目し、それ

が一時的な「兆候」なのか国家（経済）の「属性」であるかの議論には深入りせず、オラ

ンダ病とレンティア経済（国家）はほぼ類似の概念と考えて議論を進めていきたい。 

但し、中東という地域全体について考えた場合、「レンティア経済」の概念にはもう一

つの意義がある。それが石油収入等がレントという形で各国に流出し、それが中東地域全

体をある種のブームといえるような状況にすることである。 

例えば、労働については、産油国が莫大なオイルマネーを手にするようになって以降、

資金はあるが労働力のない産油国と、資金はないが労働力はある非産油国との間で出稼ぎ

労働を介した経済の相互依存が存在した（加藤・岩崎（2013:44））。柏木（2010）によれ

ば、これは「レンティア経済の産油国から非産油国への輸出あるいは移転」と表現できる

という。この点は、山本（2010）においても、オランダ病という概念が用いられているが、

サウジアラビアとバーレーン（産油国）とヨルダン（非産油国）に同様の関係が存在する

として論じられている。また、観光収入についても、例えば、同じアラビア語圏である湾

岸諸国からエジプト等への観光は極めて大きなシェアを占めており、それは、石油収入の

増減とも関係性を持つ。さらに、エジプトのスエズ運河通行料収入はその金額は比較的安

定しているが、湾岸諸国から欧州への石油輸出に伴う石油タンカーの通行の多寡と関連性

を持つ。また、石油パイプラインの使用料も、石油の輸出量等と大きな関係性を持つ。産

油国から非産油国に対する経済援助もその原資は石油収入である。松尾（2010:79）も、

石油収入以外のレント収入－パイプライン、スエズ運河収入、資金援助―は湾岸産油国の

周辺に集中しており、アラブ世界全体が湾岸産油国を中心に、徐々にレンティア国家化し

ており、アラブ世界全体で民主化の進展が阻害されているとする。 
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以上のことから、次章以降では、小規模な産油・産ガス国で一定額の石油・天然ガスの

輸出収入はあるものの、その「不安定な対外収入」に占める石油・天然ガス輸出のシェア

は相対的に小さく、湾岸諸国からの出稼ぎ労働者収入や観光収入にも依存するエジプト

（Beblawi(1987)の言葉を借りれば「準レンティア国家」）と、大規模な産油国でその対外

収入の大部分を石油に依存しているサウジアラビア（典型的な「レンティア国家」）を例に

取り上げ、中東諸国の経済を検討していくことにしたい。 
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第五章1 エジプトに関するケーススタディー 

 

エジプト経済は 2000年代後半に好調となり、例えばBRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、南

アフリカ）に次ぐ新興経済国NEXT11にも含まれている2。しかし、1960年代のアラブ社会主義の行き

詰まり、1980年代の巨額の債務問題、1990年代の構造調整プログラムの実施など過去には困難に直面

していた。その原因としてしばしば指摘されるのは、価格統制等の政府の強すぎる経済への介入や国営

企業のパフォーマンスの悪さである（例えば Amin (1995:88-90)、Harik (1997:11-12)、Ikram 

(2006:44-50)）。 

本章では、これらの要因を前提としつつ、1970年代から 1980年代に資源・海外労働から得られた収

入が急増し、経済構造に歪みが生じたことも一因であることをデータを用いて明らかにする。この時期

は、門戸開放政策の時期（以下「門戸開放期」）とほぼ重なり、また、IMF・世銀から経済改革実施に関

する勧告を受けていたにもかかわらず、その実施を引き延ばしてきた時期としても特徴付けられる。一

方、上述のとおりエジプト経済が好調である 2000 年代にも、資源・海外労働等から得られた収入は急

増している。なぜ同じ条件が存在するのに結果が異なるのか。本章では、これら二つの時期の相違点に

ついて検討する。 

なお、本章では、門戸開放期を 1974年の門戸開放政策の開始から債務繰り延べが合意された 1987年

までと考える3。この時期は、1981年までのサダト大統領の時代と 1982年以降のムバーラク大統領の時

代に分けられ、検討に際してはこれら二つの時代の類似点・相違点に留意していく。2000年代について

は、石油価格が上昇し始めた 2000 年からリーマンショックという対外的な要因で世界経済全体が停滞

に陥った 2008年までの時期を検討対象とする。 

本章の構成としては、まず、第１節で、エジプトの 4大外貨収入源の推移に着目しつつ、エジプトに

おけるブームについて検討する。第２節では、門戸開放期から 2000 年代のエジプト経済の概況につい

て述べ、第３節で、データを用いつつ、為替レートの推移、GDP成長率、輸出入、賃金、価格水準、各

部門の成長率と輸出入の関係について順次見ていく。そして、第４節で考察と結論を示す。 

 

第１節 エジプトにおける「ブーム」に関する検討 

１．エジプトの４大外貨収入源の対GDP比の推移とその特徴 

本節では、エジプトの外貨収入の状況を具体的なデータを用いて見つつ、エジプトにおける「ブーム」

の時期を考えていく。エジプトは、石油、労働者送金、スエズ運河通行料収入、観光収入という 4大外

貨収入源に依存しているとしばしば言われる4。 

                                            
1 本章は黒宮（2011）をベースに加筆したものである。 
2 ゴールドマンサックスによって2005年に提示された概念であり、バングラデシュ、エジプト、インドネシア、イラン、

韓国、メキシコ、ナイジェリア、パキスタン、フィリピン、トルコ、ベトナムが含まれている（GoldmanSachs(2007)）。 
3 Ikram(2006)も 1952年から2000年までの時期のエジプト経済を①1952年から1973年、②1973年から1987年、③

1987年から2000年までの３つに区分し、それぞれに一つの章を設けて論じている。 
4 CBEのデータによれば、1970年代後半以降、経常受取比で60％から70％を占めており、外貨収入の大部分がこれら４

つの収入源によって得られていた。なお、これに対外援助を加えて 5 大収入源と呼ばれることもあるが、援助については、

無償や借款、軍事援助など様々なものがあり、その金額の測り方で金額が大きく増減するため、本論文では考慮しない。 
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２．収入源別の推移・特徴 

【石油輸出収入】 

エジプトは 1976年から石油の純輸出国となり、上述のように、石油輸出収入の対GDP比は 70年代

終盤から 80年代初頭にかけての時期と 2000年代に急増している。しかし、その生産量（天然ガスも含

む）は 1970年代を通じて増加を続けたものの、1980年代以降は概ね横ばいであり、石油輸出収入の対

GDP比は生産量よりは油価と高い相関関係があるといえる（【図５－２】参照）。したがって、石油輸出

収入は国内の政策手段によって影響を及ぼすことはほとんどない（Amin(1995:53-55)）とされる。 

 

【図５－２】エジプトの石油・天然ガス生産量、石油収入の対GDP比、油価（実質価格）の推移 
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【労働者送金】 

労働者送金は、エジプト政府が 1974 年の出国ビザの廃止や自己外貨制度の導入など労働力の輸出と

その送金を奨励する措置をとってきたことにより急速に増加した7（中邑（1983））。出稼ぎ労働者に関

する包括的かつ一貫したデータはエジプト政府、国際機関からは発表されておらず、断片的な情報をま

とめたものが【表５－１】である。これによれば、1980年代にサウジアラビア、イラクへの出稼ぎが急

増したことにより、出稼ぎ労働者数は著しく増加し、300万人近くまで達している8。労働者送金は石油

価格ともある程度相関関係を持つが、主な出稼ぎ先である湾岸産油国の労働力不足により、石油価格が

下落した 1980年代後半になっても減少幅は緩やかであった。しかし、90年代初頭の湾岸危機・湾岸戦

                                            
7 ただしAmin (1995:46)はこれらの措置は重要であるが受動的措置に過ぎないとし、労働者送金の動きは、経済政策とは

関係なく、変化する外的要因や国内の政治情勢に対する個々人の反応の結果であると述べている。 
8 畑中（1992）は、エジプトの海外移動労働者数を推計する場合、イラクにおける人数をどの程度とみるかによって総数

に大きな開きが出てくるので注意が必要であるとしている。 
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争によりイラク、クウェイトへの出稼ぎが急減したことから、出稼ぎ労働者数は大幅に減少した。そし

て、1990年代をつうじて徐々に増加はしたものの、1980年代ほどの大幅な増加は見られなかった。 

【表５－１】エジプト人出稼ぎ労働者数（合計、国別、単位：千人）と労働者送金の対GDPの推移 

1975 1980 1983 1985 (1985) (1985) 1989 1990 1991 (1991)

合計 39,750 1,056,500 2,821,000 1,210,000 2,117,000 1,574,000 1,511,000 1,150,000 1,103,000 2,700,000

イラク 7,000 342,000 1,250,000 424,000 1,164,000 625,000 510,000 150,000 90,000 660,000

サウジアラビア 95,000 250,000 800,000 361,000 500,000 400,000 420,000 380,000 420,000 680,000

クウェイト 37,600 105,000 200,000 145,000 137,000 137,000 180,000 12,000 10,000 100,000

リビア 229,500 250,000 300,000 33,000 76,000 - 150,000 210,000 220,000 200,000

ヨルダン 5,300 70,000 90,000 90,000 130,000 130,000 120,000 82,000 160,000 147,000

出典

畑中[1992]:
一次データ
はF. Haliday
によるもの

畑中[1992]:
一次データ
はS. E.
Ibrahim等に
よるもの

畑中[1992]:
一次データ
は（財）中東
協力セン
ターによるも
の

Amin[1995]:
National
Population
Councilによ
る推計

Amin[1995]:
ESCWAによ
る推計

Amin[1995]:
National
Specialized
Councilsによ
る推計

LABORSTA LABORSTA LABORSTA

畑中[1992]:
一次データ
はエジプト移
住者・在外居
住者省によ
るもの

労働者送金／
GDP（％）

2.78 10.91 18.25 11.85 10.39 9.52 8.73

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

合計 1,221,000 1,690,000 1,732,000 1,820,000 2,099,000 2,181,000 1,982,000 1,902,000 1,900,000

イラク 82,000 75,000 128,000 148,000 200,000 200,000 82,000 66,000 65,000

サウジアラビア 520,000 680,000 710,000 820,000 950,000 987,000 966,000 924,000 923,000

クウェイト 28,000 78,000 110,000 180,000 212,000 220,000 201,000 191,000 190,000

リビア 230,000 240,000 280,000 295,000 300,000 311,000 345,000 333,000 332,000

ヨルダン 185,000 187,000 180,000 210,000 231,000 248,000 227,000 227,000 226,000

出典 LABORSTA LABORSTA LABORSTA LABORSTA LABORSTA LABORSTA LABORSTA LABORSTA LABORSTA
労働者送金／

GDP（％）
12.31 6.08 5.34 4.06 4.19 4.38 4.16 3.92 2.98

労働者送金の対GDP比の出典：CBE, Amin [1995]（一次データはWorld Bank, CBE, IMF）, UNSD
 

 

【スエズ運河通行料収入】 

1967 年の第三次中東戦争に伴い閉鎖されていたスエズ運河は 1975 年に再開し、1970 年代にその通

行量は数及びトン数ともに急増したが、1980年代以降は横ばいが続き、2000年代に入って再び増加の

傾向が見られる（【図５－３】参照）。ただ、通行料収入は、世界貿易や地域の情勢の安定度に伴って増

減する通行量及び通行料率によって左右され、通行料率自体はエジプト政府が決定できるものの、喜望

峰回り等の代替ルートとの関係から大幅な値上げはできず、通行料収入はエジプトのコントロール外で

あるといえる（Amin(1995:57)）。実際、上述のとおり、対GDP比はほぼ一定の水準であった。 
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【図５－３】スエズ運河通行量と通行料収入の対GDP比の推移 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

1

2

3

4

5

6

7

通
行
量
（
百
万
ト
ン
）

ス
エ
ズ
運
河
通
行
料
収
入
／
G
D
P(

％
）

スエズ運河通行料収入／GDP 通行量（百万トン）

出典：CBE, Amin [1995]（一次データはWorld Bank, CBE, IMF）, NBE（一次データはスエズ運河庁）, UNSDより作成

 

【観光収入】 

観光業9は後述するサダトの自由化政策の下で息を吹き返し、外貨獲得源としてばかりではなく、短期

間に所得増大をもたらし、雇用増加にも大幅に寄与する産業部門として課税面などでの優遇措置を通じ

て奨励されてきた（中邑（1983））。その結果、1980 年代までは、アラブ諸国からの観光客は横ばいで

あるものの、欧米を中心とするOECD諸国からの観光客が大幅に増加し、全体として着実な増加が見ら

れる（【図５－４】参照）。1990年代初頭には、湾岸危機・湾岸戦争の影響を受けてクウェイト人を中心

としたアラブ諸国からの観光客（より正確には避難者）が一時的に増加したが、1990年代全体を通じて

見ればOECD諸国からの観光客の増減が観光客数全体の増減に大きな影響を与えている。 

                                            
9 観光収入は、増加した投資の見返りであるため、一時所得（windfall incomes）としての性質は石油やスエズ運河通行

料収入よりも低い（Amin (1995:59-60)）。 



90 

 

【図５－４】エジプトへの観光客数とその内訳及び観光収入の対GDP比の推移 

（上段は１９７５年～１９９８年、下段は１９９３年～２００６年） 
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（３）まとめ 

以上より、それぞれの収入源の増減には相違があるものの、４大外貨収入源全体として見ると、1974年
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から 1987年の門戸開放期と 2000年以降に極めて高かった時期であるということができる。従って、以

下では、門戸開放期（1974年～1987年）と 2000年代（2000年からリーマンショックが発生する 2008

年まで）の二つの時期をブーム期であるという前提で検討していきたい。 

 

第２節 エジプト経済の概況 

本節では、門戸開放期以降（1974年以降）のエジプト経済について、門戸開放期と 2000年代という

二つのブーム期に着目しつつ、政府の政策及びそのパフォーマンスについて述べていく。 

１．門戸開放期（1974年から 1987年）のエジプト経済の概況と評価 

（１） サダト大統領の時代（1981年まで） 

1970 年のナセル大統領死去を受けて大統領に就任したサダトは 1974 年に「10 月文書」を発表し、

門戸開放政策（インフィターフ）を開始した。門戸開放政策は、ナセル時代の「アラブ社会主義」型統

制経済体制から転換し、エジプトの労働力、西欧の技術、アラブ諸国・外国の資本を組み合わせて工業

化を推進する政策であった（山田（1996））。「門戸開放」は主に３つの分野で行われたと考えられる。

第一は投資の「門戸開放」で、1974年の外国投資・フリーゾーン法により、公共部門に留保されてきた

分野も外資がマジョリティを有する合弁企業に開放された。また、ポートサイドなどにフリーゾーンが

設置された（Waterbury (1983:131)）。第二は貿易・為替の「門戸開放」であり、1975年の輸出入法で

外国貿易を独占していた国営貿易公社が廃止され、戦略的物資を除いて貿易部門が民間部門に開放され

た（Waterbury (1983:169]）。また、1973年には並行市場為替相場が設定され、公定レートよりもかな

り有利な為替レートで、個人が外国通貨を本国送金できるようになった（ヒル（1996））。さらに、1974

年の自己外貨制度（own exchange）により、出所を問わず外貨の自己保有を認め、輸入に使用できるよ

うになった（Waterbury (1983:170)）。第三は出稼ぎ労働及びその送金の「門戸開放」で、1974年に出

国ビザが廃止され、上述の自己外貨制度が導入されるなど労働力の輸出とその送金が奨励された（中邑

（1983））。 

 

（２）ムバーラク大統領の時代（1982年から） 

サダトの後を継いだムバーラク大統領は、サダトの門戸開放政策を「消費的門戸開放政策」と呼び、

生産面に重点を置いた「生産的門戸開放政策」を採用した。そして 1982年から 1987年の第一次 5カ年

計画の中では、輸出促進、消費の合理化、中間財・投資の輸入代替を目指した（山田（2007））。しかし、

石油価格の急速な下落等により、第一次 5ヵ年計画は失敗に終わり（清水（1993））、1987年 5月には

IMFとスタンドバイ・クレジット協定を締結し、パリクラブによる債務の返済繰り延べに合意せざるを

得なくなった。ただし、この時のスタンドバイ・クレジット協定については改革を実行しなかったため、

後に融資は中断された。 

 

（３）門戸開放期のエジプト経済に関する評価 

門戸開放期のエジプト経済の評価については、前半のサダト時代には、貿易の拡大、外国資金・技術



92 

 

の導入促進などを通じて、経済活動が一段と活発化したとされる（関根（1983））。ただ、農工業生産や

輸出の拡大など基幹的経済部門の基盤強化による成長ではなく（関根（1983））、サービス部門や石油部

門等にリードされた成長であった。そして、後半のムバーラク時代は油価の急落の時期に重なったが、

外部からの短期・長期の借り入れによって投資が賄われ、高成長を継続した（Ikram (2006:54-56)）。 

投資面では、外貨収入や外国からの直接投資、国内の投資が急増したが、特に外国投資は短期的に利

益が期待される金融、観光、サービス業など非生産的部門に集中した。また、投資資金は国内資本蓄積

で調達することができず、海外からの資金調達に依存し、これが対外債務を累積させた（長田（1986））。

貿易面では、政府の輸入代替化など一連の工業化政策により、国内生産に必要な中間財及び資本財の輸

入が一段と促進された（関根（1983））。その一方で、消費財、とりわけ奢侈品の輸入も急激に増加し、

その背景には、供給の伸び悩みと、高所得者の消費需要の増加という両側面があった（長田（1986））。

海外労働者は、石油ブームによる湾岸諸国への出稼ぎ増により 70 年代後半から増加し、労働者送金も

急速に増加した（中邑（1983））。 

工業化については、機械、金属、石油部門の工業製品が国内の根強い需要に支えられて大きく生産高

を増加させたが、酪農品、製糖、綿糸など伝統的工業部門の生産高は増加しているものの停滞的であっ

た（関根（1983））。この 1980年代前半までの生産増加の要因は、主として外貨収入に恵まれて輸入財

の調達が可能になったことによる操業率の向上と解釈されている（武藤（1998））。ただ、紡績業を除け

ば輸入代替工業化を完了することができず、輸入依存体質が定着し10、輸出主導工業化の段階に到達す

ることもできなかった。 

農業部門については 1970年代に政府が農業を軽視する政策を取ったこともあり、1970年代後半には

米、小麦、サトウキビの産出量の停滞が見られ、また 1970 年代を通じて米、小麦、トウモロコシの単

収は横ばいであった。しかし、1986 年の自由化に向けた政策の変更により、米、小麦、トウモロコシ、

サトウキビは大幅な増収を記録した。綿花については、他の作物以上に厳しい政府の管理下におかれた

ため、穀物の生産動向とは全く異なり、70年代から 80年代にかけて増減しつつ横ばいで推移した（土

屋（2003））。 

 

２．1980年代終盤から 1990年代のエジプト経済の概況と評価 

1974年に開始された門戸開放政策では、民間部門の活用が意図されていたが、1990年代になるまで、

生産活動の主要プレイヤーは公的部門であり、国有企業が最大の生産者となっていた。1990年代の経済

改革の契機は、対外債務危機を回避するために 1991 年に IMF と締結したスタンドバイ協定であった。

その後の構造調整政策の実施は 1990 年代半ばまでにマクロ経済の安定化に結びついたが、エジプト政

府は、民間投資の拡大を目指して、マクロ経済が安定化した 1990 年代後半以降も経済改革を進めた。

一方、1990年代前半から国有企業部門の再編や持株会社の設立が進められていたが、実際に民営化が進

展したのは 1990 年代後半であった。また、投資法の改正や会社法の改正など民間部門による経済活動

                                            
10 ただし、論者により輸入代替工業化を放棄したというものと（山田（1996）、Amin(1987)）輸入代替過程の途上にあ

るのであって、製品輸出を活発に行う輸出段階には到達していないとするもの（鈴木（1992）、Ikram (1980:234)）があ

る。 
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の活発化を意図する経済制度改革も進展した（土屋（2012））。 

 

３．2000年代のエジプト経済の概況と評価 

1990年代以降は、エジプト政府は、経済成長の主な担い手として民間企業を想定したが、実際の民間

投資は政府が期待したほど増加せず、2000年前後には、エジプト経済の成長率は低下した。そして、2002

年に与党国民民主党（NDP）は、「経済の重要部分は直接政府が担う」という方針を転換し、民間部門

中心の経済開発体制の構築を目指すなど、市場経済メカニズムの全面的な導入を宣言した。そして、こ

れらの政策は、2004年 7月に発足に発足したナズィーフ内閣によって進められた。こうして、2000年

代後半のエジプト経済は、過去四半世紀でもっとも高成長を記録した時期となったが、それは、国際原

油価格の高騰という外部要因と同時に、経済改革の一層の進展によって国内の投資環境が改善し、経済

成長に結びついた時期であった（土屋（2012））。 

 

４．「外的な要因に左右される不安定な対外収入」の分配 

ここで、第四章でオランダ病とレンティア経済（国家）について検討した結果として用いることとし

た概念である「外的な要因に左右される不安定な対外収入」がエジプトにおいてどのように分配されて

いたのかに言及する。 

前述のとおり、エジプトは、石油収入、労働者送金、スエズ運河通行料収入、観光収入という 4大外

貨収入源に依存しているが、このうち、直接的に財政収入に結び付くのは、石油収入、スエズ運河通行

料収入である。それら収入の規模は、年によって異なるが、門戸開放期には財政収入全体の 25%～35%

程度、2000年代についても財政収入の 15%～35%程度を占めていた（土屋（2010））。 

従って、「外的な要因に左右される不安定な対外収入」の分配を考えるに当たっては、政府の財政支出

の内訳がどのように変化しているのか、いないのかについて検討する。 

後述のように、門戸開放期には政府支出が収入以上に大きく、ほぼ毎年財政赤字の状況であったが、

1970 年代の支出項目の中で最大のものは、人件費、財・サービスの購入、資本支出、補助金であった。

1980年代に入ると、人件費や財・サービスの購入はGDP比で横ばい、ないしはわずかな減少であった

が、補助金はGDP比で半分程度に、資本支出も半分程度になっている。2000年代に入ってからは、人

件費の対GDP比は大きく変化していないが、補助金の対GDP比はさらに減少、資本支出は横ばい、財・

サービスへの支出は門戸開放期に比して大きく減少している（土屋（2010））。 

従って、政府による「外的な要因に左右される不安定な対外収入」について見る限り、門戸開放期、

とりわけ 1970 年代には、公務員に加え、補助金を通じた一般国民、資本支出を通じた公共事業にも重

点的に分配されていたが、2000年代に入ると、公務員に対する分配は維持されたが、補助金が大幅に削

減されたこと等により一般国民への分配が減少したということができる。 

 

第３節 主要な経済データの推移 

本節では、エジプトの主要な経済データの推移を見ていく。その際、第一章で説明した、急激な「資
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源ブーム」が発生した国の経済において、製造業・農業の発展が阻害され、サービス業が発展するとい

う概念である「オランダ病」の概念を念頭に置きつつ、その具体的な兆候である、①経済成長率は高い

が、鉱業部門、非貿易財部門（サービス部門）が主導し、貿易財部門は停滞する、②為替レート（実質

実効為替レート）が増価する、③貿易財の輸出は停滞し、輸入は増加する、といった現象が門戸開放期

及び 2000年代という「ブーム」の時期に見られるかどうかについて検討していきたい。 

 

１．GDPと各部門の成長率、非貿易財部門シェア 

最初は、GDP成長率、各部門の成長率と非貿易財部門のシェア11である。【図５－５】によれば 1970

年代後半から 1980年代前半にかけてのGDP成長率は 10%を越える年が多いなど全体的に高く、1980

年代中盤はやや下がったものの、それ以降の時期に比べると成長率は高かったことが分かる。2000年代

に成長率が上昇しているが、以前ほど顕著なものではない。 

部門別の成長率は【図５－６】及び【表５－２】に示されているが、門戸開放政策の時期は、非貿易

財部門の成長率が全体の成長率を上回るなど同部門が成長をリードしている。一方、製造業部門の成長

率は比較的高かったが、農業部門の成長率は常に 3%程度と低い成長が続いた。門戸開放期の後半にな

ると貿易財部門の成長率は上昇したが、依然として非貿易財部門の貢献の方が大きい。その結果、農業

部門、製造業部門からなる貿易財部門のGDP全体に占めるシェアは低下し、【図５－５】のように非貿

易財部門のシェアが 1970年代を通じて上昇を続け、高い水準にとどまっている。 

2000 年代は、依然として非貿易財部門が大きな貢献をしているものの、「ブーム」にもかかわらず貿

易財部門も順調に成長し、全体の成長に対する貢献は相対的に大きくなっているといえる。そして、非

貿易財部門のGDP全体に占めるシェアは、2000年代後半になると若干低下している。 

                                            
11第二章と同様、石油や天然ガスを産出するエジプトでは鉱業部門のシェアが非常に大きいため、その他の部門のシェアの

変化を分かりやすくするため、鉱業部門は除いてシェアを計算している。すなわち、非貿易財部門＝GDP全体－製造業

部門－農業部門－鉱業部門と考え、非貿易財部門÷（GDP全体－鉱業部門）として求めている。 
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【表５－２】エジプトのGDP及び各部門成長率の平均（出典：UNSDより作成） 

GDP 貿易財 製造業 農業 鉱業等 非貿易財 建設業 卸売等 輸送等 その他

1974-87 8.1 4.8 8.3 3.0 19.2 11.0 36.7 9.3 15.5 9.3

1.9 1.0 0.9 1.8 4.4 0.4 1.3 1.0 1.7

23.9 12.4 11.5 21.7 54.6 4.8 16.1 12.6 21.1

1974-81 7.6 3.5 5.9 2.5 28.2 10.8 28.4 9.5 20.1 8.5

1.8 0.7 1.1 1.7 4.1 0.2 1.2 1.1 1.5

24.1 9.6 14.5 22.5 53.5 3.1 16.3 14.7 19.4

1982-1987 8.7 6.6 11.5 3.6 7.1 11.1 47.7 9.2 9.3 10.5

2.1 1.4 0.7 1.8 4.9 0.6 1.4 0.9 2.0

23.7 15.6 8.1 20.8 56.0 6.7 15.9 10.3 23.0

1988-1999 5.1 4.7 6.4 3.2 1.2 4.7 4.0 4.7 4.8 4.9

1.8 1.2 0.6 0.2 3.1 0.3 0.8 0.7 1.3

34.9 22.7 12.2 3.3 61.5 5.5 16.5 13.3 26.3

2000-2008 5.0 4.5 5.3 3.6 5.6 5.6 4.2 4.5 6.9 6.1

1.4 0.9 0.5 0.8 2.9 0.2 0.6 0.7 1.4

27.7 17.2 10.5 16.0 57.4 3.2 12.5 14.1 27.5

（各部門の貢献）

（各部門の貢献）

（各部門の貢献）

（各部門の貢献）

（各部門の貢献）

（各部門の貢献：百分率）

（各部門の貢献：百分率）

（各部門の貢献：百分率）

（各部門の貢献：百分率）

（各部門の貢献：百分率）

 

 

２．輸出入及び貿易赤字 

【図５－７】に輸出入総額の動向及び貿易赤字の対 GDP 比が示されている。これによれば、エジプ

トは 1970年以降は 1973年を除いて全ての時期について輸入が輸出を上回っている。 

門戸開放期については、1974年以降及び 1980年以降に急激な輸入の増加がみられる。輸出について

は、増加傾向にあるものの、輸入の増加のペースの方がはるかに速く、その結果、貿易赤字の対 GDP

比は門戸開放期を通じてほぼ一貫して増加を続けている。 

主な輸入品目は12、セメント、鉄、紙などの「原料別製品」、プラスチックや医薬品などの「化学工業

生産品」、「機械類および輸送用機器類」、「食料品および動物」である【図５－９】。輸出の内訳は（【図

５－８】）、1970年代は綿花を中心とする「食用に適しない原材料」の輸出がトップであった。その後は

石油・天然ガス等の「鉱物性燃料、潤滑油その他これらに類するもの」が輸出の大部分を占めるように

なり、1980年代後半以降、油価の低下によりトップを譲った時期もあったが、ほとんどの時期において

輸出の中心であった。 

 一方 2000年代については 2008年を除けば輸入は漸増傾向にあるだけであり、輸出も漸増傾向にある

ことから、貿易赤字の対GDP比は2008年を除き増加していない。輸出の内訳については（【図５－８】）、

2000年代には、原料別製品（綿織物等）などの輸出が増え、鉱物性燃料以外の輸出も伸びている。輸入

については、門戸開放期に見られた大幅な「食料品および動物」の増加が見られないことが特徴的であ

る（【図５－９】）。 

以上をまとめると、門戸開放期の輸入及び貿易赤字は対 GDP 比で極めて大きく、オランダ病の顕著

な傾向が見られたことがわかる。とりわけ、食料品や機械、原料別製品の輸入の増加が大きく、この時

期には国内の産業が育たず、国内の需要増は輸入で賄われたといえる。一方、2000年代には、これらの

                                            
12項目の分類については、国連統計局のSITC統計の大分類にしたがっている。項目は10からなり、「食料品および動物」、

「飲料および煙草」、「食用に適しない原材料（鉱物性燃料を除く）」、「鉱物性燃料、潤滑油その他これらに類するもの」、

「動物性または植物性の油脂」、「化学工業生産品」、「原料別製品」、「機械類および輸送用機器類」、「雑製品」、

「特殊取扱品」である。 



97 
 

 
GDP  

-10

0

10

20

30

40

50

60

G
D
P

UNCOMTRADE, UNSD  



98 
 

GDP 13 

UNCOMTRADE, UNSD  
GDP 14 

UNCOMTRADE, UNSD  
                                            
13 

 
14 

 



99 

 

３．実質実効為替レート 

まず、エジプトにおける為替レート制度の変遷について、山田（2003）、清水（1984）、中村（1991）

に基づいて概観する。 

1970年代初めのエジプトの外国為替制度は名目上、単一の固定為替相場制度であった。しかし、1973

年 9月に海外出稼ぎ労働者からの本国送金、観光収入などを集めることを想定して並行為替市場が導入

され、公定レートよりも有利な為替レートでドルをエジプトポンドに交換することを可能とした。しか

し、十分な外貨が集まらなかったため、1 年後の 1974 年 6 月には「自己外貨輸入制度」が導入され、

民間輸入業者が国有銀行の介在なしに外貨の取得・交換が認められることになり、どのような手段で外

貨を獲得したかも問われなくなり、取得した外貨での輸入が原則自由になった。このようにドル使用が

自由になったことから、輸入業者が並行市場レートよりも有利なレートでドルを集める結果を招き、自

己外貨輸入制度は生産財・中間財の一定限度の輸入増加を実現しながらも、奢侈品輸入の急増や貿易収

支の赤字増大をもたらした（清水（1984））。その後、エジプト政府は IMFの指導で 1979年 1月に為替

レートを一本化した。しかし、大規模なブラックマーケットが存在する中で、1981年 8月には再び二本

立ての為替レートとなった。しかも 1983 年初頭には出稼ぎ労働者の本国送金に際し、さらに有利な為

替レートを適用する制度も導入された。そして、1987年 5月には変動でブラックマーケットに近い自由

銀行市場レートを創出し、1989年 8月、1990年 7月には公定レートも切り下げられた。 

以上のような経緯を経て 1991年以降の経済改革の流れの中で、1991年 10月に為替レートの一本化・

事実上の対ドル・ペッグが実現した。その後、1999年まで事実上の固定相場制度が継続したが、貿易相

手国通貨の名目為替レートの変動とインフレ率の差により、1990年から 1999年末の間に実質実効為替

レートは約 2 倍に増価したという（山田（2003））。1999 年になるとドル不足の問題が発生し、両替商

でドルがエジプトポンドに対して急騰したことをきっかけに、2000年 5月にはドル・ペッグが放棄され

た。その後中央銀行はエジプトポンドの切り下げを行う等の対応を行ったが、2003年 1月にはポンドは

変動相場制に移行した。 

上記のようにエジプトの名目為替レートは多くの時期において政府が固定もしくは一定幅で制限して

いた。したがって、エジプトの通貨であるエジプトポンドの価値を測るためには実質為替レートを用い

る必要がある。そして、実質為替レートの一つである実質実効為替レートとは、実効為替レート15を物

価上昇率の効果を考慮して算出したものであり、エジプトの通貨の価値及びエジプトの輸出競争力を測

るには最も適当な概念である。【図５－１】によれば16、４大外貨収入の対GDP比の増加のタイミング

からは数年遅れているものの、概ねトレンドは一致している。そして、1970年代終盤から 1980年代初

頭にかけてエジプトの実質実効為替レートは大幅に増価しており、輸出に不利、輸入に有利な状況にな

っている17。その後、1984年以降 1980年代後半は大幅に減価している。2000年代には、減価した後、

                                            
15 貿易相手国のウェイトも考慮しつつ外国為替市場における諸通貨の相対的な実力を測るための指標のことである。 
16 Ikram(2006)のデータ等に基づいて作成したが、1979年以前のデータは掲載されていない。1979年以前につき、

Hansen (1991:205)によれば、実質実効為替レートは1968年から 1979年にかけて一時的な増価はあったものの、大きく

減価し、それ以降1985年まで増価したという。 
17 世銀の計算でも、エジプトポンドで表したドルの購買力平価は1970年代の終わりごろから上昇しており、したがって

工業製品の輸出競争力は低下しているという（中邑（1983））。 
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ほぼ横ばいとなっている。 

以上から、1970年～1980年代初頭は、オランダ病のもっとも顕著な兆候である為替レートの増価と

いう現象が見られたが、2000年代については見られないといえる。 

 

４．賃金 

【図５－１０】はエジプトにおける全産業平均の賃金と部門別の賃金（消費者物価指数で実質化した

もの）の推移を示している。いずれの時期にもブーム産業である鉱業部門の賃金上昇が激しい。1970年

代後半から 1980 年代前半にかけては、貿易財産業については、製造業が全産業平均とほぼ同じ動きで

着実な上昇傾向にある一方、農業部門の賃金は一時的に上昇した時期はあるものの、強い上昇傾向にあ

るとはいえず、農業部門の賃金が全産業平均の半分程度の年もある。非貿易財産業については、賃金が

もっとも高い水準にある「建設」と「卸売、小売、レストラン・ホテル」及びもっとも低い水準にある

「コミュニティー、社会・個人サービス」を例としてあげているが18、全体として見れば、概ね全産業

平均と同様の動きをしている。したがって、貿易財産業は製造業の賃金上昇は大きいものの、農業の賃

金上昇のペースが相対的に遅いため、貿易財産業全体としての賃金上昇は全産業平均よりも低くなって

いると考えられる。一方、非貿易財産業は概ね全産業平均と同様の動きをしているため、非貿易財産業

の賃金上昇の方が貿易財産業の賃金上昇よりも大きかったことが観察される。他方、2000年代は農業に

ついても非貿易財産業と同様に賃金上昇の傾向が見られ、産業間の賃金の格差も相対的に小さくなって

いるといえるのが相違点である。また、非貿易財部門の中では、レストラン・ホテルの賃金上昇が大き

くないことが特徴的である。これは、以下、６．で述べる部門別の成長率の傾向とも一致する。 

                                            
18 その他の項目としては、「電気、ガス、水」、「輸送、倉庫、通信」、「金融、保険、不動産、ビジネス支援」がある。 
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５．価格水準 

【図５－１１】はエジプトにおける消費者物価指数（CPI）と品目別の価格上昇率を示している19。こ

れによれば、貿易財の代表的な品目である「食料・飲料」、「被服」は一部の時期（例えば 1978 年の被

服）を除けば概ねCPIと同様の動きをしている。一方、非貿易財の代表的な品目である「サービス」20の

上昇幅は CPI を上回っている時期が多く、上回っている幅も大きい。したがって、1970 年代後半から

1980 年代前半の時期についていえば、サービスに代表される非貿易財の価格上昇率の方が食料・飲料、

被服といった貿易財の価格上昇率よりも大きい傾向にあったと推測できる21。これは第一章第５節３．

で述べたHansen (1991)の結果とも整合的である。 

 

【図５－１１】エジプトにおける物価上昇率及び品目別価格上昇率の推移 
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６．農業部門、製造業部門の部門別の分析 

以上を踏まえ、農業部門、製造業部門のそれぞれにつき、門戸開放期、2000年代の成長率、輸入、輸

出の関係の推移を見ていく。 

（１）農業部門の成長率、輸入額、輸出額 

                                            
19 1986年以降はCAPMASによる品目の分類が変更されておりデータの一貫性がないため、1985年までを分析対象とし

ている。 
20 ここでいう「サービス」は非貿易財とは完全には一致せず、住居や交通・通信等が含まれていない。CAPMASによれ

ば住居や交通・通信の物価上昇率は概ね低いが数年に一度急激に増加するという傾向が見られ、これは政府による価格統

制によるものと考えられる。したがって、ここでの分析対象からは外した。 
21 ただし、CAPMASではそれぞれの品目の財全体に占めるシェアが不明であること等により、貿易財、非貿易財それぞ

れの価格上昇率を求めることが不可能であるため、定量的な結論を得ることは困難である。 
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まず、土屋（2003）に基づいて、エジプトにおける農業開発政策の変遷について概観する。 

エジプトでは、1952年の共和政革命以降、農地改革により大土地所有者の土地が分配され、小作規定

の明確化等の小作制度改革、農業協同組合による農業生産の管理（生産組織化、強制買い上げによる流

通管理や農業金融の普及）が実施された。 

しかし、1974年以降の門戸開放期には、それらの規制の改定によって民間活力を引き出す政策が実施

された。まず、農地所有制限（上限）が廃止された。また、政府の買い上げ制度は継続されたが、農家

の生産インセンティブを高めるために買い上げ価格の改正措置がとられた。ただ、門戸開放期の当初こ

そ買い上げ価格が国際価格へと近づいたものの、その後は国際価格との格差が再度拡大した。また、肥

料・飼料等の投入財への政府の補助も拡大した。 

その後、1986年からは市場メカニズムに基づく農業生産が必要との考えに基づき、自由化政策が開始

された。まず、作付面積制限、政府割り当て、調達価格が廃止された。綿花、サトウキビは規制の厳し

い作物であったが、それらも含め 1990 年代の中頃までには改革が実現した。また、投入財である化学

肥料の流通も民間部門に開放された。さらに、小作制度改革も行われ、1992年には小作料の上限が段階

的に引き上げられるなど、小作制度にも市場原理の導入が図られた。 

次に具体的なデータに基づき検討する。【図５－１２】は、農業部門の成長率、主要な輸入品である小

麦やトウモロコシを含む「食料品および動物」の輸入額の推移、主要な輸出品である綿花を含む「食用

に適しない原材料」の輸出額の推移をまとめたものである。これによれば、農業部門の成長率は 1970

年代以降 2000年代に入るまでほぼ横ばいであるが、「食料品および動物」の輸入は 1980年代以降を中

心に大幅に増加している。ここから、農業部門の財に対する需要は国内生産ではなく、ほぼ輸入によっ

て満たされたと推測することができる。また、綿花が中心の「食用に適しない原材料」の輸出について

は漸減が続いている。 

一方、2000年代については、農業部門の成長率は上昇しており、輸入についても 2008年を除けば漸

増であり、門戸開放期とは異なった傾向を示している。「食用に適しない原材料」の輸出についても増加

傾向がみられる。 
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【表５－３】エジプトのGDP及び各部門別成長率の平均（抄）（出典：UNSDより作成） 

1974-81 1982-87 1988-1999 2000-2008

GDP 7.6 8.7 5.1 5.0
貿易財部門（除：鉱業） 3.5 6.6 4.7 4.5
　農業部門 2.5 3.6 3.2 3.6
　製造業部門 5.9 11.5 6.4 5.3
鉱業部門 28.2 7.1 1.2 5.6
非貿易財部門 10.8 11.1 4.7 5.6  

 

門戸開放期には、実質実効為替レートは増価し、1984年をピークに減価に転じたが、概ね輸出にとっ

て不利、輸入にとって有利な状況であったといえる。この点は第一章第５節３．で述べたHansen (1991)

やShafik (1999)の先行研究でも指摘されている。そして、製造業・農業といった鉱物性燃料以外の貿易

財の輸出は停滞し、それらの輸入が大きく増加していた。確かに、農業部門では成長率が停滞したのに

対し、製造業部門では国内の需要増加、生産に必要な中間財や資本財の輸入拡大や外国資金・技術の導

入促進などを通じて経済活動が一段と活発化したことにより成長率の増加が見られたという違いはある。

しかし、いずれの部門についても、門戸開放期に急増した国内の需要の全てを国内生産で満たすことは

できず、不足分は輸入によって満たされ、奢侈品も含め消費財の輸入は急増していた。その結果、輸入

代替は十分進まず、輸入依存体質が定着した。輸出については、非鉱物資源ではない伝統的な輸出品で

ある綿花・綿製品の輸出は低調であったが、80年代後半には実質実効為替レートが減価したこともあり、

綿製品については輸出の増加傾向が見られるようになった。ただ、輸出主導の農業・製造業の生産増加

という経済構造が見られたとまでは言えない。 

以上は「オランダ病」概念及び「レンティア経済」が示唆することと一致する。しかし、これらの概

念が示唆する貿易財の生産減少は観察されず、せいぜい農業部門における停滞という状況が見られただ

けであった。この理由としては、途上国であるエジプトでは失業率が高く、完全雇用の仮定が成り立っ

ていなかったため、また、劣化した生産施設の稼働率がスペアパーツ等の生産に用いられる財の輸入に

よって回復したためと考えられる。 

一方、【表５－３】に示されているように、門戸開放期ほどではないが、2000 年代にも高い経済成長

率が達成された。しかし、門戸開放期とは異なり、2000年代は貿易財部門も一定程度成長し、輸出の増

加傾向もみられるなど、比較的バランスの取れた経済成長であり、為替レートは増価せず、輸入も大き

くは増加しなかった。 

 

２．門戸開放期と 2000年代の二つの「ブーム期」の違い 

以上のような二つの「ブーム」の時期に経済情勢の相違がなぜ生じたのかについて、以下では①石油

収入の増加の理由の違い、②政府の財政政策の違い、③海外直接投資を含む民間部門の役割の違いとい

う三つの点に着目しながら検討していきたい。 
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（１） 石油収入の増加の理由の違い 

門戸開放期も 2000年代も油価の上昇（前者は実質価格で 10倍程度、後者は 3倍程度）という現象は

共通している。しかし、門戸開放期には石油生産量の増加（約 5倍）という現象が見られた（【図５－２】）

ものの、2000年代には生産量の増加は横ばいである。すなわち、門戸開放期の石油収入の増加は、油価

の上昇と生産量の増加の双方によるものであったが、2000年代については専ら油価の上昇によるもので

あった。 

石油の生産量が増加した場合、資本に加え、相対的に小さいが労働という投入要素が石油産業に移動

し、石油産業以外への投入が減少するという効果が「オランダ病」理論によって指摘されているが（資

源移転効果）、1970 年代から 80 年代にはそのような効果が貿易財産業、非貿易財産業の生産に悪影響

を与えていたと考えることができる。しかし、2000年代には生産量は変化せず、単に価格が上昇したこ

とのみにより収入が増加したため、そのような悪影響は比較的小さかったものと考えることができる。 

また、労働力の移動という点に着目すれば、1970年代から 1980年代の湾岸諸国の資源ブームの中で

1980年代に出稼ぎ労働が増えたが、2000年代にはサウジアラビア等の湾岸諸国が労働力の自国民化政

策を採用したこともあり、そのような傾向が弱くなり、労働者送金が増加していない（【図５－１】）と

いうことも指摘できる。 

 

（２） 政府の財政の違い 

エジプトについては、門戸開放期には政府収入の対 GDP 比が大きくなっているが、支出の方が更に

大きく（【図５－１４】）、その結果、財政赤字の対 GDP 比も極めて大きくなっている。一方、2000 年

代には、政府収入は横ばいもしくは微増であり、支出も政府収入の増加に見合ったものとなっている。

その結果、財政収支はほぼ均衡している。また、資本支出の総支出に占める割合については、ほぼ一定

であるものの、門戸開放期の方が支出が大きかったことから、資本支出の絶対額も大きかったと考えら

れる。 

以上をまとめると、エジプトにおいては、門戸開放期の方が政府支出の経済に与える影響が大きく、

政府による投資も大きかったということができる。一方、2000年代には、政府の支出の増加は収入の増

加に見合ったもので財政赤字は小さく、政府支出が経済に与える影響は相対的に小さかったものといえ

る。 
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３．まとめ 

以上から、門戸開放期には、石油生産自体が増加したことによる、産業構造の変化がみられたととも

に、政府支出の増加を通じ、特に投資支出の増加といった経済面における政府の役割の拡大が見られた。

一方、海外直接投資が低調であったことに象徴されるように民間部門の役割は活発とはいえなかった。

一方、2000年代の石油収入の増加は、主に石油価格の上昇によるものであり、また、政府支出は収入の

増加と同程度にしか拡大せず、経済面における政府の役割は拡大しなかった。その背景には 1990 年代

における民営化、緊縮財政といった構造調整政策の影響もあると考えられる。その一方で、2000年代に

は海外直接投資の急増に見られるように民間セクターの経済における役割は相対的に大きくなった。そ

の結果、2000年代には、貿易財部門の成長が達成され、鉱物資源以外の輸出も増加するにいたったと考

えることができる。 
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第六章 サウジアラビアに関するケーススタディー 

 

サウジアラビアの経済は、石油に依存する経済であり、2000 年代に入ってから継続して

いる油価の上昇を受けて、好調な状況を持続しており、世界各国から投資などが集まって

いる。しかし、過去を振り返ってみると石油ブームに沸いた 1970 年代の経済は好調であ

ったが、80 年代に入ると油価の下落と OPEC の中で生産調整の役割（スウィングプロデ

ューサー）を果たしたことによる生産量減少の結果、石油収入が大幅に下落し、経済は低

調であった。90 年代初頭の湾岸危機の際には油価が大きく上昇したが長続きせず、90 年

代後半には再び低油価で苦しんだ。また、急増する人口、特に若年層の増加に伴う、人材

育成、雇用創出も常に重要な課題であった。本章では、このようなサウジアラビアの経済

をブーム期に着目しながら検討していく。  

本章の構成としては、まず、第１節で、石油収入に着目しつつ、サウジアラビアにおけ

るブーム期について検討する。第２節では、1970 年代から 2000 年代のサウジアラビア経

済の概況について述べ、第３節で、データを用いつつ、GDP 成長率、各部門の成長率、輸

出入、為替レートについて順次見ていく。そして、第４節で考察と結論を示す。  

 

第１節 サウジアラビアにおける「ブーム」に関する検討  

サウジアラビアの経済は石油に大きく依存する経済である1。それは、【図６－１】に示

されているように、輸出収入の大部分を石油輸出収入が占めること、政府収入の大部分も

石油収入が占めること、その結果、輸出も政府収入も油価に大きく左右されることに象徴

される。従って、サウジアラビアにおける「ブーム」を検討するにあたっては、前章のエ

ジプトとは異なり、純粋に「石油ブーム」についての検討を行えばよく、時期によって異

なる石油収入によって、「ブーム」とそうでない時期が区分できると考える。  

1970 年代は、第 4 次中東戦争の際のアラブ諸国の石油禁輸による 1973 年～1974 年と

イラン革命、イラン・イラク戦争が発生した 1979 年～1981 年という二度の急上昇もあり

油価は上昇傾向にあり、この時期のサウジアラビアの輸出収入の対 GDP 比は約 50%～80%

という高水準で、その大部分は石油輸出収入が占めていた2。また、政府収入の対 GDP 比

も約 30%～80%と高い水準にあり、その大部分を石油収入が占めていた。しかし、その後

の油価の急落、低水準での推移により、1980 年代にはいずれの比率も急低下し、1990 年

代には約 20%～40%の水準で推移した。また、石油収入が総政府収入に占める比率も相対

的に低下している。その後、2000 年代に入ると再び油価が急上昇し、いずれの比率も再び

60％を超える水準になっている。  

以上より、油価が上昇し、石油輸出収入の対 GDP 比が 50%を超える水準にあった 1970

                                                   
1 サウジアラビアは天然ガスの埋蔵量、生産量は少なく、ほとんど輸出は行っていない。  
2 【図６－１】のデータからは 1970 年代の鉱物資源の輸出の比率は明らかではないが、後掲の【図６－

５】から、輸出のほとんどが鉱物資源であったことが分かる。  
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年代及び 30%程度から 60%程度へと急上昇した 2000 年代のサウジアラビア経済は、石油

輸出収入の貢献により、政府収入の対 GDP 比も極めて高くなった「資源ブーム」が存在

した時期であったといえる。以下ではそれを前提に議論を進めていく。  

 

【図６－１】サウジアラビアの輸出収入の対 GDP 比とその内訳、政府収入の対 GDP 比と

その内訳 
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第２節 サウジアラビア経済の概況  

本節では、1970 年～2008 年のサウジアラビア経済につき3、「資源ブーム」が存在した

1970 年代、2000 年代、「資源ブーム」が存在しなかった 1980 年代と 1990 年代それぞれ

の時期の経済概況について見ていく。その際、サウジアラビア政府が 1970 年以降、5 ヵ

年計画に基づいて4経済運営を行っていることから5、各 5 ヵ年計画の内容を軸に検討して

いく。具体的な着目点は、第一に 5 ヵ年計画の中で示されている計画ベースの政府の開発

                                                   
3 2008 年後半にリーマンショックによる世界経済の停滞が起こり、それ以降の経済については別途の

検討が必要であると考えられる。従って、本章の検討の対象は第５章のエジプトと同様、2008 年までと

する。  
4 第一次 5 ヵ年計画は 1970～1974 年を対象とし、最新のものは 2010～2014 年を対象とする第九次 5

ヵ年計画である。  
5 サウジアラビアの 5 ヵ年計画は、途上国とくに中東では最も洗練されたものであるが、実施に向けて

必要な継続的な支援が関係各所から得られたわけではないという評価もある（Cordesman(2003:343)）。

過去の 5 ヵ年計画に共通する目的としては、イスラムの価値を守ること、治安と社会の安定を維持する

こと、生活水準を上げること、人的資源を開発し、生産性を上げ、非サウジ人をサウジ人で代替するこ

と、すべての地域でバランスの取れた発展を図ること、経済の多角化を図り、石油への依存度を低減す

ること、民間部門を成長させること、世界経済における立場を強化すること等がある

（Cordesman(2003:344)）。  
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投資の総額及び内訳と実績ベースの開発投資の関係である。計画ベースと実績ベースの総

額については、特にサウジアラビアの場合、計画立案と実施の間に急激な石油収入の増減

があった場合には大きく乖離することがある。内訳については、「経済資源開発」、「人的資

源開発」、「社会・保健事業」、「インフラ整備」の４分野にどのように開発投資が配分され

ているかに注目する6。第二は、5 ヵ年計画の中で、政府の経済改革に対する立場及び民間

部門の位置づけがどのように変化しているかであり、民営化に対する政府の立場もこれに

密接に関連する。第三は、外国人労働者に対する政府の政策であり、これと裏表の関係に

あるのがサウジアラビア政府の自国民労働者の能力開発・活用に対する政府の政策である。 

 

１．1970 年代のサウジアラビア経済の概況  

1970 年代は、上述の二度の石油価格の急上昇と石油生産の増加により、石油収入が大き

く増加した「資源ブーム」の時期であった。政府は、石油収入の増加の見通しを背景に野

心的な 5 ヵ年計画を立案し、インフラ整備や石油化学産業の育成をはじめとする経済的・

社会的な構造改革を目指した。5 ヵ年計画の中では、計画ベースでも極めて巨額の政府支

出を予定したが、実績ベースではそのような野心的な計画すら上回るほどの政府支出が行

われ、政府によって立案された多くの目標は達成された。ただ、これは計画がうまく機能

し た と い う よ り は 、 単 に 石 油 収 入 が 上 昇 し た た め で あ っ た と い う 見 方 も あ る

（Wilson(2004:23)）。この時期の経済開発の主体は、5 ヵ年計画の中でも明示的に言及さ

れているように、政府であり、民間部門は物流や建設事業などの補完的な役割を期待され

るに過ぎなかった（Niblock(2007:52-54,59)）。 

1970 年代は、あらゆる分野における高成長を実現するため、特にインフラ関係のプロジ

ェクトに従事する外国人労働者の導入が比較的自由であり、その依存度も高まった

(Niblock(2007:64))。この時期は政府の行政の仕組みが整えられた時期でもあり、公務員

数の増加などにより行政能力が強化され7、1975 年には既存の組織が改組されて計画省が

設立され、様々な金融機関の設立により各種の融資制度が充実し、1975 年に炭化水素産業

のインフラを整えるためにジュベイル・ヤンブー王立委員会が、1976 年にはサウジ基礎産

業公社（SABIC）が設立されるなどの動きが見られた（Niblock(2007:67)）。そして、食糧、

電力、社会保障に対する補助金や農業銀行、サウジ工業開発基金による農業や生産部門へ

の融資が急速に増加した（Niblock(2007:69)）。 

1970 年から 1974 年を対象とする第一次 5 ヵ年計画では、より発展した国家を目指して

近代的インフラや基礎的政府サービスの提供に重点が置かれ（Cordesman(2003:344)）、

計画ベースではインフラ開発への支出が重視されたが、実績ベースではエネルギー部門へ

                                                   
6 この４分野は全ての 5 ヵ年計画に共通し、比較が可能な分野である。一方、Niblock(2007:106)によれ

ば、5 ヵ年計画ごとに項目の分類が異なっているためこの４分野以上に詳細な比較をすることは困難で

あり、第 4 次 5 ヵ年計画以降は、計画遂行上の柔軟性確保等のために、この４分野よりも細かい各支出

分野の支出額は示されなくなったという。  
7 ただ、Niblock(2007)によれば、必ずしも行政の効率性の向上を伴ったものではなかったという。  



114 

 

の投資が極めて大きかったことにより経済資源開発への支出が大きくなった。これはこの

時期に石油生産が急増したことと密接に関係する（Niblock(2007:64-65)）。 

第二次 5 ヵ年計画（1975 年～1979 年）では、計画ベースでは、産業育成により重点が

置かれ、経済資源開発への支出が重視されたが、実績ベースでは物的インフラへの支出が

大きくなった（Niblock(2007:64-65,71-72)）。全体としては、総支出額が第一次計画の１

０倍以上に増加したこともあり（Cordesman(2003:344)）、資源の制約よりも増加した収

入の吸収能力が問題であった（Wilson(2004:24)）。 

 

２．1980 年代のサウジアラビア経済の概況  

1980 年代は石油収入が大きく下落した時期であり、前半の５年間で石油生産量は３分の

１の水準となり 8、油価も約 20%下落した結果、石油収入はピーク時の約３割となった

（Niblock(2007:56)）。一方、この時期には、1980 年代初頭にサウジアラビア全体で約 100

万バレル／日の処理能力を持つなど、石油精製産業が発達し、1980 年代半ばになると、先

述の SABIC が大きな役割を果たし、ジュベイルとヤンブーに石油化学プラントなどの集

積が進んでいった（福田（2003））。 

第三次 5 ヵ年計画（1980 年～1984 年）では、石油収入の急激な減少により、実績ベー

スの開発支出は計画ベースを下回った。計画では、経済の構造改革を行うことに焦点を当

てつつ、生産部門に重点を置き、炭化水素産業を通じた高付加価値化、すなわち石油化学

産業の育成を目指した。その結果、ジュベイル、ヤンブーという新しい産業都市の開発プ

ロ ジ ェ ク ト へ の 支 出 な ど に よ り 経 済 資 源 開 発 へ の 支 出 が 更 に 増 加 し た

(Cordesman(2003:346)、Niblock(2007:64-65))。この時期には政府が自由に使用できる資

源は相対的に小さくなっていたため、国家による計画はさらに非効率的になり、民間部門

により大きな役割が期待されるようになった（Wilson(2003:25)）。1982 年以降は支出を削

減する政策がより強力に実施されたが（Niblock(2007:69)）、第三次 5 ヵ年計画の期間につ

いては、既に計画が立案され、プロジェクトの契約も締結されていたため、海外資産を取

り崩すなどの措置により、開発プロジェクトの実施速度が遅くなることはなかった

（Niblock(2007:72)）9 

第四次 5 ヵ年計画（1985 年～1989 年）では、インフラの整備が一段落して運営や維持

にシフトしたことから、インフラ開発の分野での巨額の支出は必要ないとの認識に立ち、

人的資源開発の促進を通じた生産性向上や経済多角化の推進に重点が置かれ、経済多角化

                                                   
8 サウジアラビアはスウィングプロデューサーとして生産量を調整する役割を担っていたため、価格下

落を抑える観点から生産量を減少させていた。  
9 この点、海外資産を着実に増加させたクウェートの政策とは対照的である（Niblock(2007:103)））。ク

ウェートは 1960 年までの時期に、財政資金の黒字部分をもとに基金を作るとともに、1976 年には上記

基金の当時の総予備基金の 50%と毎年の歳入の 10%を組み入れることで「将来世代基金」を創設し、そ

の資金を海外に投資することによって得る収入によって石油以後に備えるという政策をとってきた（水

島（2008））。  
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については民間部門の役割も期待された。また、インフラ整備が一段落したことから外国

人出稼ぎ労働者の削減の方針が打ち出され、サウジ人労働者の質的改善も重要なテーマと

なった（Cordesman(2003:346)、Niblock(2007:104-105)）。しかし、民間部門における自

国民雇用という目標は、民間部門にほとんどインセンティブが与えられなかったこともあ

り、達成されなかった（Wilson(2003:25)）。さらに、第四次 5 ヵ年計画以降は、政府の計

画ベースの支出額は徐々に減少し、民間部門も含めて国全体として開発を推進するアプロ

ーチが採用されるようになり（Niblock(2007:106)）、また、中央計画でプロジェクトを実

施する方法から、プログラムのみを計画し、各政府機関により大きな裁量を与える方式が

用いられるようになった（Cordesman(2003:347)）。 

 

３．1990 年代のサウジアラビア経済の概況  

1990 年代は、イラクのクウェート侵攻や湾岸戦争に伴って 1990 年～1992 年にかけて

石油収入の一時的な増加があったが、対イラク軍事行動に伴う支出が増加したことで石油

収入増加の効果は相殺された。したがって、将来の石油収入の増加によって経済問題の解

決を図ることができるとの政府の自信が徐々に消滅していった時期であった（Niblock 

(2007:108-109)）。また、サウジアラビア政府が 1994 年に設立されたＷＴＯに加盟を申請

し、その加盟交渉の過程でサウジアラビア政府に対し、補助金の削減や無利子の融資の見

直しなどの経済改革を真剣に検討するようにとの圧力がかけられた時期でもあった

（Niblock(2007:109-110)）。 

この時期、政府の開発投資の金額は減少し続けたが、それは石油収入が減少したことだ

けが理由ではなく、湾岸戦争に起因する防衛支出や公務員への給与への支払いが優先され

たためでもあった（Niblock (2007:113:115)）。分野別では、第四次 5 ヵ年計画から、経済

開発やインフラ開発から人的資源開発が重視されるようになっていたが、その傾向は 1990

年代になり更に強まった（Niblock (2007:106-108)）。しかし、アジア金融危機などにより

1997 年に始まった油価の下落もあり、結果として、経済多角化、民間部門の役割拡大、サ

ウジ人のための雇用創出といった目標はほとんど達成されず、多額の軍事支出や国際石油

価格に左右されるサウジアラビア経済の構造は変わらないままであった（Wilson(2004:25), 

Cordesman(2003:351)）。 

第五次 5 ヵ年計画（1990 年～1994 年）では、政府の役割の縮小という傾向は更に強く

なり、製造業、金融、建設、農業といった民間部門に属する分野が経済を主導することを

期待された。そして、政府の役割は、民間部門の活動のための環境整備や支援する政策と

することが目標とされた。ただ、現実には 1990 年代の段階ではまだ民営化はスローガン

に過ぎなかったように目標と現実の間にはギャップが見られた（Niblock(2007:104-105)）。

そして、第五次 5 カ年計画の時期には推定 550 億ドルに上る対外債務や経常収支赤字、公

的準備の減少を抱えるようにもなった（Cordesman(2003:347-348)）。 
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第六次 5 ヵ年計画（1995 年～1999 年）では基礎インフラ等の分野における民間投資が

促 進 さ れ た が 、 強 力 な 公 共 部 門 が 経 済 の 中 心 を 担 う こ と に 変 わ り は な か っ た

（Niblock(2007:104-105)）。それでも、第六次 5 ヵ年計画では、補助金の削減の方針が示

され、1995 年からは電気や水道料金のような間接的な補助金削減の試みも一定程度行われ

た (Niblock(2007:111))。民営化については、1997 年 8 月に閣僚委員会が民営化の８つの

目的を明確に示す決定を発出した。その後の法的な枠組みなどは遅れたが、民営化への第

一歩として、郵便・通信などの、公的に運営されてきた事業が企業体へと転換されるとい

った進展はあった（Niblock(2007;112)）。 

 

４．2000 年代のサウジアラビア経済の概況  

2000 年代には油価が急上昇したが、1990 年代後半の金融危機に伴う石油収入減少を契

機 に 本 格 化 し た 経 済 改 革 の ペ ー ス は 遅 く な る こ と な く 、 逆 に 速 く な っ た

（Niblock(2007:176)）。民間部門の役割はさらに大きなものとなり、経済発展に成功した

アジアの国々と同様、政府の役割は構想や枠組みを策定することに変化し、主要な投資や

運営は民間部門に期待された（Niblock(2007:173)）。第七次 5 ヵ年計画（2000 年～2004

年）及び第八次 5 ヵ年計画（2005 年～2009 年）では、引き続き人的資源開発に重点が置

かれ、インフラ投資は民間部門に期待して政府の支出におけるシェアは低下した

（Niblock(2007:182-185)）。 

これら背景にはアブドッラー皇太子（当時。現在は国王）の影響力の拡大という政治的

な要因があった。民間部門との関係が強く、既得権益にとらわれないアブドッラー皇太子

は 1995 年に政府の実質的なトップとなり、1999 年 8 月の高等経済評議会（SEC）の設置

等、1990 年代末までには新しい政策の実施体制を整えた（Niblock(2007:175-176)）。また、

石油価格下落に対する不安や世界貿易機関（WTO）への加盟申請及び交渉の本格化（2005

年に加入承認）も改革が継続した要因として挙げられる（Niblock(2007:176-177)）。 

具体的には、経済多角化、雇用、経済成長という点で民間部門の主導的な役割が期待さ

れ、政府の投資、関与が低下するとともに、民営化の推進、外資や国外に所有されている

民間部門の資産の導入促進といった政策が行われた。民営化については、2001 年 8 月に

高等経済評議会が民営化委員会を設置し、単に財政赤字を解消するための手段ではない、

構造改革を含むプロセスとしての民営化が推進された（Niblock(2007:187-188)）。外資導

入については、2000 年 4 月、サウジアラビア総合投資庁が設立され、外国投資の認可の

手続きが透明化・迅速化されるとともに、外国直接投資法が制定され、100％外国所有の

投資の許容、土地の所有等、外国企業の国内企業と平等な取り扱いも認められるようにな

った。さらに 2004 年 7 月の法人税法などで外国企業に課される法人税の引き下げも行わ

れた（Niblock(2007:188-189）10。国外にある民間資産については、2003 年 6 月の資本市

                                                   
10 但し、天然ガスへの投資や石油生産への投資など例外はあった。  
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場法によって証券市場等の国内投資機会を増やすことで国内への還流を目指した

（Niblock(2007:190)）。 

以上のような経済改革につき、ＩＭＦは、2008 年時点のサウジアラビアのマクロ経済の

状況は強化されており、民間主導の成長の加速のための構造改革を実施している、そして、

経済は非石油部門の持続的な成長もあり、良いパフォーマンスを示していると評価してい

る（IMF(2009)）。 

ただ、社会的な問題は依然として存在しており、失業率は上昇を続け、様々なサービス

の水準は不十分であり、一部地域の生活水準は低下した（Niblock(2007:177)）。また、労

働力のサウジ人化も十分には進んでいない。  

 

５．「外的な要因に左右される不安定な対外収入」の分配  

第五章のエジプトと同様、サウジアラビアについてもここで「外的な要因に左右される

不安定な対外収入」がどのように分配されていたのかに言及する。  

サウジアラビアにおいては、石油の大部分が国営石油企業によって生産され、前述のよ

うに、政府収入の大部分が石油収入であることから、石油収入が中心であるサウジアラビ

アの「外的な要因に左右される不安定な対外収入」の分配を考えるに当たり、政府の財政

支出の内訳がどのように変化しているのか、いないのかについて検討する。  

【表６－1】は過去の 5 ヵ年計画における分野毎の政府支出額（実績値）である。これ

によれば、特に 1970 年代においては、政府支出の相当部分が「インフラ整備」や「経済

資源開発」に向けられていた。その後、石油収入が減少した 1980 年代、1990 年代を経て

第八次５ヵ年計画に至る変化を見ると、「人的資源開発」や「社会保健事業」のシェアが大

きくなり、「インフラ整備」や「経済資源開発」は激減している。すなわち、「人的資源開

発」や「社会保険事業」は 1970 年代以降着実に増加し、石油収入が減少した時期も含め、

常に一定の分配がなされており、2000 年代には政府支出の大部分を占めるに至っている。

一方、「経済資源開発」や「インフラ整備」については、1980 年代前半までは大きく増加

したが、その後石油収入が減少し、2000 年代にある程度石油収入が回復した後も増加する

ことはなく、各種インフラ整備が一段落したこともあり、可能な限り民間部門に任せよう

とする傾向があることが伺える。  

上記の分野毎の支出額には、補助金も含まれている。【表６－２】によれば補助金は 1970

年代～1980 年代にかけて急増し、その大部分は農業・食糧・電力に対する補助金であった。

しかし、1990 年代にかけて補助金全体が減少する中で、農業・食糧・電力に対する補助金

も激減した。一方、社会保障に対する補助金は、補助金全体が減少する中でも着実に増加

している。表には含まれていないがこの傾向は 2000 年代も同様である。  
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以上のことから、サウジアラビアにおける「外的な要因に左右される不安定な対外収入」

の分配においては、1970 年代には「経済資源開発」や「インフラ整備」が重視されていた

が、その後は、「人的資源開発」や「社会保健事業」が重視されるようになった。一方、補

助金という形の分配は 1980 年代をピークに大幅に減少し、電力や食料に対する補助金も

大幅に減少した。一方、社会保障に対する補助金は着実に増加しており、2000 年代に入る

とこれらを含む「人的資源開発」や「社会保健事業」といった形での分配が中心になって

いるということができる。  

 

第３節 主要な経済データの推移  

本節では、サウジアラビアの主要な経済データの推移を見ていく。その際、前章のエジ

プトと同様に、急激な「資源ブーム」が発生した国の経済において、製造業・農業の発展

が阻害され、サービス業が発展するという概念である「オランダ病」の概念を念頭に置き

つつ、その具体的な兆候である、①経済成長率は高いが、鉱業部門、非貿易財部門（サー

ビス部門）が主導し、貿易財部門は停滞する、②為替レート（実質実効為替レート）が増

価する、③貿易財の輸出は停滞し、輸入は増加するといった現象が 1970 年代及び 2000

年代という「資源ブーム」の時期に見られるかどうかについて検討していきたい。  

 

１． ＧＤＰと各部門の成長率、非貿易財部門シェア  

【表６－３】に 1970 年以降のサウジアラビアの GDP 成長率、各部門別成長率、GDP

成長率に対する各部門の貢献度について、5 年毎の平均をまとめている11。また、【図６－

２】は GDP 成長率、貿易財部門、非貿易財部門の成長率の推移のグラフである12。これに

よれば、「資源ブーム」であった 1970 年代の GDP 成長率は非常に高く、前半は平均約 20％、

低下した後半でも平均約 7％という高い水準にあった。これら成長に対する各部門の貢献

度を見ると、貿易財部門13の貢献は 1970 年代前半は約 4％、後半でも約 6％にすぎなかっ

た。一方、鉱業部門と非貿易財部門の貢献度は合わせて 90％以上であり、これら二部門に

よって主導された経済成長であったといえる。 

石油収入が低迷した時期である 1980 年代及び 1990 年代は、1980 年代前半は鉱業部門

のマイナスが大きく影響して GDP はマイナス成長、それ以降は湾岸戦争時の 1990 年、

1991 年等に 10％近い GDP 成長といった例外はあったが、平均すると 2～3％台の成長率

となっている。各部門の貢献度を見ると、鉱業部門と非貿易財部門の成長率が低下したこ

とにより、相対的に貿易財産業の貢献度が上昇している。  

                                                   
11 2000 年代については 2000 年から 2008 年の 9 年間の平均を示している。  
12 1970 年代前半の非貿易財部門の成長率は極めて高いため、グラフ上見えなくなっている年もある。  
13 【表６－１】には貿易財部門に含まれる製造業から石油精製を除いた数字も示しているが、石油化学

やプラスチック加工といった石油と密接な関係を持つ産業は製造業に含まれている。したがって、石油

と全く無関係な製造業の数字はここで示されている数字よりも低くなる。この点は、以下で「製造業」

と述べる場合全てに共通する注意点である。  
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るが15、非貿易財部門の GDP に占めるシェアは 1980 年代初頭までは 90％を越える高い水

準にあり、その後は徐々に低下しているものの、2000 年代に入っても依然 80％を越える

高い水準にある。その内訳は、建設、住居所有（不動産）、政府サービスという順になって

いる。農業については、1970 年代以前にはオアシス農業などを中心に一定のシェアを有し

ていたが、「資源ブーム」の 1970 年代に入るとそのシェアは大きく低下した。その後、1980

年代中旬から急上昇しているが、これは食糧安全保障の観点を重視した補助金等による政

府の振興策によるものである。1990 年代後半以降は、経済改革の影響による補助金削減等

により徐々に低下している。製造業については、「資源ブーム」の 1970 年代には横ばいの

傾向にあったが、1980 年代からシェアが上昇しはじめ、着実な進展を遂げ、1990 年代後

半には農業を越え、2000 年代に入ってからも更に上昇を続けている。  

以上をまとめると、「資源ブーム」であった 1970 年代のサウジアラビア経済の GDP 成

長率は極めて高かったが、鉱業部門に加えて、非貿易財部門の貢献が大きかった反面、貿

易財部門の貢献は小さく、経済に占めるシェアも低下したという傾向が観察される。一方、

同様に「資源ブーム」であった 2000 年代は、1970 年代と比較すると GDP 成長率は低か

ったが、貿易財部門が一定程度の貢献をしており、各部門間のバランスが見られるように

なってきているといえる。  

                                                   
15 エジプトと同様、サウジアラビアでも鉱業部門のシェアが非常に大きいため、その他の部門のシェ

アの変化を分かりやすくするため、鉱業部門は除いてシェアを計算している。すなわち、非貿易財部門

＝GDP 全体－製造業部門－農業部門－鉱業部門と考え、非貿易財部門÷（GDP 全体－鉱業部門）とし

て求めている。  
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【図６－３】サウジアラビアの製造業部門、農業部門、非貿易財部門の GDP 全体に占め

るシェア（＝面グラフの各項目の合計）  
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２． 輸出入及び貿易黒字  

この節では輸出入の動向を見ていくが、まずは輸出入総額及び貿易黒字の対 GDP 比の

動向が【図６－４】に示されている。サウジアラビアの輸出の大部分は原油であるため、

輸出総額は原油価格及び生産量に大きく左右され、「資源ブーム期」の 1970 年代及び 2000

年代には輸出総額が大きく増加している。輸入総額の対 GDP 比については、1970 年代後

半に急増した後は横ばいの状態が続き、2000 年代に入ってからも顕著な増加傾向は見られ

ない。その結果、貿易黒字は、1970 年代については輸出総額が大幅に増加したものの輸入

総額も急増したことから、必ずしも増加傾向にあるとはいえない。一方、2000 年代の貿易

黒字は、輸入総額の顕著な増加傾向が見られないことから、着実な増加傾向にあるといえ

る。 

【図６－５】には、輸出の内訳（対 GDP 比）が示されている16。1970 年代はほぼ全て

が鉱物性燃料（そのほとんどが原油）であったが、1980 年代末から見られる「化学工業生

産品」の輸出が 2000 年代に入っても着実に増加している。これらは石油関連の製品では

あるものの、原油以外の貿易財の輸出促進策が一定程度の成果を上げているといえる。  

                                                   
16 一部の年についてはデータが欠落しており、その年についてはゼロとなっている。【図６－６】の輸

入についても同様である。  
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はじめとする各種の貿易財産業を育成することが可能となった。それが、非貿易財産業に

過度に依存することのない、一定程度バランスの取れた経済成長につながり、実質実効為

替レートの増価や輸入の急増というような現象が発生せず、すなわち、「オランダ病」の兆

候も見られなくなったと考えられる。 
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第七章 第二部の結論 

 

１．検討の枠組み 

第二部では、石油・天然ガスといった鉱物性燃料の輸出をはじめとする「外的な要因に

左右される不安定な対外収入」に大きく依存していること、経済における国家の役割が大

きいことという二つの特徴を持つ中東経済につき、「レンティア経済（国家）」という概念

もふまえて検討を行った。 

 「オランダ病」と「レンティア経済」の概念については、「オランダ病」をもたらす要因

を、資源の輸出収入のみならず、援助、観光、労働者送金を通じた収入も含めて検討すれ

ば、ほぼ同様の概念であると考えられる。 

 国家の役割は、開発途上国全般について、政府の構造とその開発政策という重要な分析

要素として議論されるものである。そして、中東諸国でも多くの開発途上国と同様に輸入

代替工業化政策を採用した例があるなど、中東諸国のみを取り上げて議論する必要はない

とも考えられる。一方、中東諸国については、上述の「レンティア国家」という概念に象

徴されるように、政府による分配の役割をより強調する議論が存在する。 

 また、レンティア経済の概念は、石油収入が出稼ぎ労働者の送金や観光収入といった形

で移動することを通じた「レンティア経済の産油国から非産油国への輸出あるいは移転（柏

木（2010））」といった現象により中東地域全体の経済にブームをもたらしうるという示唆

も与えている。これは、石油及びそれ以外のレント収入－パイプライン、スエズ運河収入、

資金援助―が湾岸産油国の周辺に集中しており、アラブ世界全体が湾岸産油国を中心に、

徐々にレンティア国家化しているといいかえることもできる（松尾（2010））。 

  

２．ケーススタディー 

以上を踏まえ、第一部で得られた鉱物性燃料に依存する国々について得られた結論をさ

らに膨らませ、多様性を有する中東経済における何らかの共通要素を抽出することを目的

として、輸出収入・政府収入に関してほぼ全面的に石油・天然ガスに依存している湾岸産

油国の代表的例としてサウジアラビア、石油・天然ガスに加えて（主に湾岸諸国からの）

観光収入や出稼ぎ労働者送金などにも依存している国の代表例としてエジプトのケースス

タディーを行った。エジプトは産油・産ガス国であるが、それ以外の外貨収入も極めて大

きいことから、ヨルダン等の非産油国の代表例と考えることができる。第一部で得られた

結論も含め、ケーススタディーの結果はエジプトとサウジアラビアを比較する形で【表７

－１】に纏められている。第一部では、実質実効為替レート、非貿易財部門シェア、政府

の財政の関係についてのみ分析したが、第二部のケーススタディーでは、輸出入と貿易収

支、貿易財部門である農業部門と製造業部門、賃金、価格水準、石油収入の増加の理由、

海外直接投資と固定資本形成、「外的な要因に左右される不安定な対外収入」の分配につい

ても検討を行った。 
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エジプトは、石油輸出収入以外に、労働者送金、スエズ運河通行料収入、観光収入から

なる４大外貨収入源に依存する経済で、その総外貨収入は比較的油価に連動している。そ

して、最初のブーム期である 1974 年から 1987 年はそれ以前の統制経済体制から転換した

「門戸開放期」に重なり、経済成長率は極めて高かったものの、実質実効為替レートは増

価し、概ね輸出にとって不利、輸入にとって有利な状況であった。そして、製造業・農業

といった鉱物性燃料以外の貿易財の輸出は停滞し、一方でそれらの輸入は大きく増加した。

そして、農業部門では明らかに成長率が低下した一方、製造業については、国内の需要増

加や生産に必要な中間財の輸入拡大や外国資金・技術の導入促進などを通じ、国内向けの

生産を中心に一定程度の成長率の上昇は見られた。一方、もう一つのブーム期である 2000

年代には高い経済成長率が達成される中で、最初のブーム期であった「門戸開放期」とは

異なり、製造業、農業も比較的成長し、それら貿易財の輸出の増加傾向も見られるなど各

部門のバランスがとれた成長であったといえる。また、実質実効為替レートも増価せず、

貿易財の輸入も大きくは増加しなかった。 

サウジアラビアは輸出収入のほとんど、政府収入の大部分を石油に依存する経済であり、

最初のブーム期である 1970 年代には油価の急上昇、石油生産の急増により、石油からの

輸出収入・政府収入が大幅に増加し、高い経済成長率が達成された。そして、政府は近代

国家を建設する目的から、石油収入を活用してそれまで遅れていたインフラ整備を急速に

進めた。その結果、資源配分において、鉱業部門に加え、建設部門を含む非貿易財部門が

重視され、農業、製造業からなる貿易財部門は衰退・停滞した。また、実質実効為替レー

トが増価し、鉱物性燃料以外の貿易財の輸出は停滞し、工業製品を中心とした輸入が急増

するといった現象が見られた。一方、2000 年代には、石油価格の上昇によりもう一つのブ

ーム期を迎え、高い経済成長率を達成した。しかし、最初のブーム期とは異なり、実質実

効為替レートは増価せず、石油派生産業ではあるものの石油化学産業等を通じて貿易財の

輸出が増加した一方、貿易財の輸入はそれほど増加せず、全体として見れば各部門のバラ

ンスのとれた経済成長であった。ただし、その背景には、最初のブーム期後の 1980 年代、

1990 年代における政府による補助金等の投入を通じた石油化学産業・農業の振興政策もあ

った。 

以上のエジプト、サウジアラビア両国に関するケーススタディーから得られる共通の要

素として、第一に、両国には 1970 年代（エジプトは門戸開放期）、2000 年代に二度のブ

ーム期があり、いずれも高い成長率が達成されたが、前者の時期は貿易財部門の成長がそ

れほど見られなかったのに対し、後者の時期は比較的各部門のバランスのとれた成長であ

った。そして、実質実効為替レートについて、前者の時期には増価する傾向が見られたの

に対し、後者の時期にはそのような傾向は見られなかった。 

このように二度のブーム期の状況は異なるが、その原因として考えられるのは以下のよ

うな点であった。第一に、1970 年代には石油生産の増加と油価の上昇という二つの要因に

よって石油収入の増加が見られた。1970 年代には油価は実質価格で 10 倍程度に上昇し、
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原油（エジプトは天然ガスも含む）の生産量もエジプトで 5 倍程度、サウジアラビアで 2

倍以上増加した。一方、2000 年代には油価は 3 倍程度上昇したが、生産量については両

国ともほとんど増加していなかった。石油・天然ガス産業は資本集約的であるため、労働

という生産要素の移動にはそれほど大きな影響は与えていないが、資本という生産要素の

移動には大きな影響を与えると考えられ、実際、エジプトでは門戸開放期に石油業への投

資が急増しており、サウジアラビアでも 1970 年代に同様の傾向が見られる。 

政府の財政については、1970 年代（エジプトは門戸開放期）は、エジプトの対 GDP 比

で計った政府収入は大きくなっていたが、支出の方が更に大きく、財政赤字も極めて大き

い状況であった。サウジアラビアについても、同様に政府支出が増加したが、やはり政府

支出の増加の方がはるかに大きく、財政黒字は急速に減少した。以上のことから、1970

年代については、両国とも、政府支出の急速な拡大を通じて財政収支が悪化したといえる。

一方、2000 年代については、エジプトでは、政府支出の増加は政府収入の増加に見合った

もので、財政収支はほぼ均衡しており、サウジアラビアにおいても政府支出の対 GDP 比

はほぼ一定であったのに対し、政府収入が増加したことで、財政黒字を着実に積み上げた。

以上のことから、2000 年代については、財政収支は改善した（少なくとも悪化はしていな

い）といえ、その結果、1970 年代には政府の経済における役割が拡大したが、2000 年代

はそれほどでもなかったと結論づけることができた。 

さらに、海外直接投資を含む民間部門の役割について 1970 年代と 2000 年代を比較する

と、両国とも 2000 年代には民間部門の役割が大きくなっており、製造業や農業といった

非貿易財部門への投資も急速に増加しているという傾向を看取することができた。 
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の
理
由

－
油
価
の
上
昇
（
実
質
価
格
で
１
０
倍
）
に

加
え
、
石
油
生
産
量
の
増
加
（
５
倍
）

油
価
の
上
昇
（
実
質
価
格
で
３
倍
）
の
み

油
価
の
上
昇
（
実
質
価
格
で
１
０
倍
）
に

加
え
、
２
倍
以
上
の
石
油
生
産
量
の
増

加
。

油
価
の
上
昇
（
実
質
価
格
で
３
倍
）
の

み
。

政
府
の
財
政

財
政
収
支
が
悪
化
、
あ
る
い
は
、
政
府
支

出
が
増
加

政
府
収
入
の
対
G
D
P
比
が
大
き
く
な
っ
た

が
、
支
出
の
方
が
更
に
大
き
く
な
り
、
財

政
赤
字
の
対
G
D
P
比
も
極
め
て
大
き
く

な
っ
た
。
資
本
支
出
も
大
き
か
っ
た
。

政
府
の
支
出
の
増
加
は
収
入
の
増
加
に
見

合
っ
た
も
の
で
、
財
政
収
支
は
ほ
ぼ
均

衡
。

政
府
収
入
の
対
G
D
P
比
が
大
き
く
な
っ
た

が
、
支
出
の
対
G
D
P
比
は
1
9
7
0
年
代
に
は

6
0
%
近
く
ま
で
上
昇
し
た
こ
と
も
あ
り
、

財
政
黒
字
の
対
G
D
P
比
は
急
速
に
減
少
。

資
本
支
出
も
大
き
か
っ
た
。

政
府
支
出
の
対
G
D
P
比
は
2
0
0
0
年
代
は
4
0
%

前
後
で
ほ
ぼ
一
定
で
、
財
政
黒
字
の
対

G
D
P
比
は
着
実
に
増
加
。

海
外
直
接
投
資
・
投
資
（
固

定
資
本
形
成
）

－

海
外
直
接
投
資
の
G
D
P
比
は
、
後
半
の
時

期
に
増
加
。
投
資
は
サ
ー
ビ
ス
業
中
心
の

「
そ
の
他
」
が
「
製
造
業
」
を
上
回
っ
て

お
り
、
農
業
投
資
は
極
め
て
低
い
状
況
。

海
外
直
接
投
資
の
G
D
P
比
は
、
門
戸
開
放

期
以
上
に
増
加
。
投
資
は
「
製
造
業
」
が

サ
ー
ビ
ス
業
中
心
の
「
そ
の
他
」
を
上
回

り
、
農
業
投
資
も
急
激
に
増
加
。

海
外
直
接
投
資
の
対
G
D
P
比
は
ほ
と
ん
ど

増
加
せ
ず
。
投
資
は
主
に
政
府
が
行
っ
て

お
り
、
主
な
分
野
は
建
設
部
門
、
石
油
部

門
で
、
貿
易
財
部
門
へ
の
投
資
は
重
視
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
。

海
外
直
接
投
資
の
対
G
D
P
比
は
2
0
0
4
年
以

降
急
速
に
増
加
。
民
間
投
資
の
シ
ェ
ア
が

極
め
て
大
き
く
な
り
、
建
設
部
門
や
石
油

部
門
以
外
へ
の
投
資
も
増
加
。

「
外
的
な
要
因
に
左
右
さ
れ

る
不
安
定
な
対
外
収
入
」

（
レ
ン
ト
）
の
分
配

－
公
務
員
に
加
え
、
補
助
金
を
通
じ
た
一
般

国
民
、
資
本
支
出
を
通
じ
た
公
共
事
業
に

も
重
点
的
に
分
配
。

公
務
員
に
対
す
る
分
配
は
維
持
さ
れ
た

が
、
補
助
金
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
た
こ
と

等
に
よ
り
一
般
国
民
へ
の
分
配
は
減
少
。

「
経
済
資
源
開
発
」
や
「
イ
ン
フ
ラ
整

備
」
を
重
視
。
補
助
金
と
い
う
形
で
の
分

配
も
大
き
い
。

「
人
的
資
源
開
発
」
や
「
社
会
保
健
事

業
」
を
重
視
。
補
助
金
は
減
少
し
た
が
、

社
会
保
障
関
係
補
助
金
は
着
実
に
増
加
。

石
油
、
労
働
者
送
金
、
ス
エ
ズ
運
河
通
行
料
、
観
光

石
油

エ
ジ
プ
ト

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

【
表
７
－
１
】
エ
ジ
プ
ト
と
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
の
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ
ー
の
結
果
概
要
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３．まとめ 

序章でも述べたように中東経済は多様性を有しており、その中には産油国も非産油国も

存在し、人口等の国の規模も様々である。しかし、本論文のケーススタディーから得られ

た非産油国の例としてのエジプト、産油国の例としてのサウジアラビアに共通の要素は、

その他の中東経済に共通のものであると考えられる。 

まず、石油生産の増加に伴う投資の増加については、中東の多くの国ですでに十分な石

油産業への投資が行われているところが多く、資本という生産要素の移動については、今

後 1970 年代のように激しく発生する状況は稀になるといえるかもしれない。ただ、戦争・

内乱後の復興が必要なイラク、シリア、リビアのような産油国では、限られた生産要素を

石油産業とそれ以外にどのようにバランスよく分配し、貿易財産業、非貿易財産業の均衡

がとれた開発を達成するかといった問題は今後も生じる可能性がある1。 

政府の財政の問題については、第一部で資源の輸出国一般について得られた結論と同様

に、中東経済の二つの特徴のうち、経済における国家の役割が大きいことの方が、鉱物性

燃料（「外的な要因に左右される不安定な対外収入」の代表例）の輸出が大きいことよりも

「オランダ病」もしくは「資源の呪い」の発現に直接的な影響を持つという結論が導かれ

た。そして、鉱物性燃料の輸出をはじめとする「外的な要因に左右される不安定な対外収

入」に依存する国々が多い中東経済についても、その他の資源の輸出等に依存する国々と

同様に、資源等が存在することを過大評価するのではなく、その国の政府の役割の大きさ

や政策に着目して考えていくことが適切であるということができる。特に、中東諸国を代

表とする資源依存国の場合には資源輸出収入や「不安定な対外収入」の大部分が国家収入

となるため、なおさらである。 

その上で、資源等の不安定な対外収入に依存する国家が経済成長できるかどうかは、政

府がその収入をどのように活用するかが重要であり、波及効果を持たないインフラ整備や

国民に対する過度な補助金支給のような政策を実施した場合、特に、借り入れ等を通じて

財政収支を悪化させるようなレベルまで実施した場合には、否定的な結果をもたらすとい

える。逆に、民間部門の役割の拡大が見られる場合には、資源等の不安定な対外収入に依

存している中東諸国の経済でも、バランスの取れた経済成長を達成していることも明らか

になった。 

 

４．若干の政治的考察と今後の検討課題 

最後に、中東諸国についての経済的な分析結果を踏まえ、政治的な観点からの若干の分

析を行った上で、今後の検討課題について述べることとしたい。 

第４章で述べたように、中東諸国については、「アラブ世界全体が湾岸産油国を中心に、

                                                   
1 また、中東以外に視点を移せば、カザフスタンやアゼルバイジャン等、1990 年代に独立し、それ以降

に石油生産を本格化させている国については、1970 年代の中東と同様にオランダ病の兆候が観察される

（第２章【図２－２１】、【図２－２２】を参照）。 
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徐々にレンティア国家化している」現象あるいは「レンティア経済の産油国から非産油国

への輸出あるいは移転」という現象が見られる。今回のケーススタディーで取り上げたエ

ジプトとサウジアラビアの間では、エジプト人労働者がサウジアラビアに出稼ぎに行き、

エジプトに送金を行ったり、サウジアラビアの人々がエジプトに観光で訪れるといった現

象が見られるが、これらは、イスラム教やアラビア語を通じて一体感が存在している中東

のその他の産油国と非産油国の間でも発生しており、中東一般に当てはまることである。 

その結果、1970 年代や 2000 年代には中東では産油国・非産油国の双方において、程度

の差はあったがブームが発生した。しかし、政府の開発政策はそれぞれの時期で異なり、

1980 年代前半までは政府主導の経済開発政策が推進された一方、2000 年代には民間部門

の拡大に向けた取り組みが行われている（土屋（2013））。 

そのような政府の開発政策の違いの結果、本論文で述べたとおり、少なくともエジプト

やサウジアラビアでは、1970 年代には「オランダ病」もしくは「資源の呪い」により、非

貿易財部門の拡大、貿易財部門の縮小といった現象が見られた一方、2000 年代には貿易財

部門も含めた各部門のバランスの取れた経済成長を達成した。 

ここで、1979 年のイラン革命が事例とされる、レンティア国家仮説の第二の「レント収

入に依存する政府は、体制変動に対して脆弱になる」（松尾(2010:19)）に着目するならば、

ブームの前から貿易財産業が存在したエジプトでは、1970 年代から 80 年代前半の門戸開

放政策の期間に、1977 年のパン暴動、1981 年のサダト大統領暗殺といった政治的な事件

は生じたものの、革命が発生したイランとは異なり「オランダ病」ないしは「資源の呪い」

を通じた体制変動までは発生しなかった。一方、2000 年代には、「オランダ病」ないしは

「資源の呪い」は観察されなかったにもかかわらず、「アラブの春」の流れの中で、2011

年にムバラク政権の崩壊という体制変動が発生した。すなわち、レンティア国家仮説の第

二についてはエジプトには当てはまらなかったといえ、本論文では第二の仮説の妥当性を

裏付ける材料は見いだせなかったといえる。 

サウジアラビアについては、ブーム前には有力な貿易財産業は存在していなかったため、

レンティア国家仮説の第二の側面は当てはまらないと考えられる。一方で、選挙によって

議員が選ばれる中央レベルの議会が存在しない等、サウジアラビア政府は非民主的な政府

であるといえる。そこで、レンティア国家仮説の第一の「レント収入に依存している国家

においては非民主的な政府が維持される」の裏返しとして、非民主的な政府（民主主義が

存在しないこと）を維持するための対価として、国民の期待に対応するため、資源収入を

原資とする補助金・社会福祉サービスの提供が必要であったり、逆に短期的には成果が期

待しにくい将来に備えた投資に対する国民の理解を得ることが困難であると考えられる。

実際、サウジアラビアは、2010 年 12 月以降の「アラブの春」の中で政治的安定を維持す

る観点から、政府による国民に対する恩恵的な支出を増加させ、それを通じて「非民主的

な政府を維持する」ことに現時点では成功しているように見受けられる。その観点からは、

レンティア国家仮説の第一については本論文でも裏付けられたといえる。【図７－１】に示
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すように、2008 年まで着実に財政黒字を増加させていたサウジアラビアは、2009 年の油

価の一時的な急落により財政赤字を計上した後、2010 年以降は再び油価が上昇し、石油収

入も増加したにもかかわらず、財政黒字の水準は十分に回復していない。 

その他の湾岸産油国についても【図７－１】に示すように、サウジアラビアと同様の傾

向が見られる国もあり、特に 2011 年に政権が不安定化したバーレーンについては、2009

年以降財政赤字を計上し続けている。他方で、クウェートのように 2010 年以降も石油輸

出から得られた政府収入を政府系ファンドのような形で別途管理し、対外投資を通じて運

用し活用するといったことを通じて、国内アブソープションを増やさない形で政府収入を

賢明に使用していると推測される国も存在する。 

 

【図７－１】GCC（湾岸協力会議）諸国の 2008 年以降の財政収支の対 GDP 比（出典：

IMF-WEO から作成） 

 

中東全体について考えれば、2000 年代に同じようなブームを経験しつつも、「アラブの

春」の中で、政変もしくは政治的混乱を経験した国々と、そうでない国々が存在する。例

えば、2010 年 12 月の「アラブの春」の発端となり、当時の政権が崩壊したチュニジアは

石油生産量が小さく、非産油国に近いといえるが、完全な非産油国であるヨルダンでは必

ずしも政権が不安定化しているとまでいえない。一方、産油国でもリビアのように政変が

起こり、政権が崩壊したケースもある。このような違いが生じている理由については、レ

ンティア国家仮説だけからは説明ができない。 

今後の研究課題としては、経済面では、単に資源等が存在するか否かだけではなく、そ

れぞれの国の政府が資源等からの収入をどのように活用し、現在の政治的・社会的安定を

維持しつつ、中長期的視点も視野に入れて国家運営を行っているのかを個別・具体的に検
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討していくことが必要であると考えている。そして、レンティア国家仮説も加味しつつ、

それらが中東諸国の政治的安定性にどのような影響を与えているのかまで考察していくこ

とが中東の現状・将来を分析・理解する上で重要であろうと考える。そして、中東の産油

国、非産油国それぞれのグループの中で、「アラブの春」の過程で政治的に不安定化したケ

ースとそうでないケースが存在していることをどうすれば説明できるのかという問いに対

しての答えまで見出すことができればと考える。 
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